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第 1 章　序論
1.　序論
序論
1-1.　背景
　工業が立地し発展してきた都市では、立地企業の規模拡大や従業員の増加に伴って市街地が形成されていっ
た。市街地を形成していった一つ一つの動きは、企業による社宅整備や民間による開発事業、自治体による都
市計画事業、スプロール化などによるものである。
　一方でこうした地域は工業の影響を大きく受けてきた。例えば、多くの工業都市では大企業工場や単一産業
の雇用が多く、地域全体の雇用に占める割合も高いため、地域経済が大企業の業績や産業の傾斜に大きく左右
されるリスクを伴っている。その帰結として、工場閉鎖や雇用削減に伴う自治体財政の悪化が引き起こり、全
国各地の工業都市で大きな問題となっている。市街地においても社有地の低未利用化、住宅地の低密化、商業
の過疎化が課題となっており、それらが都市構造に与える影響は大きい。
　工業都市と一口に言ってもその様相は多様であり、都市のでき方が異なれば、現在抱えている課題も異なる。
工業都市の様相や変遷について、都市計画や経済地理学の分野において類型化を試みた既往研究も多く存在す
る。
　既往研究のほとんどは、第一次世界大戦以前から第二次世界大戦後初期までを対象としており、高度経済成
長期以降の工業都市の様相についてはあまり多くの研究がなされていない。高度経済成長期以降には、大規模
な単独企業の工場によってではなく、例えば工業団地等、小中規模工場の集積により進展した都市が多いが、
筆者はそれらも工業都市の変遷における一つ、ないしは幾つかの類型として捉える必要性があると考える。
　また、これまでは経済の成長を前提として工業の立地が進んできた。しかし、今後人口減少社会においては、
経済の成熟や都市の縮退を前提とした工業の立地を考えていく必要があると考える。それは、これまで工業化
の過程で作られてきた建物やそれによって築かれてきた地域社会などをどのように考えるかという問題であ
り、これから作る物事をどのように考えるかという問題でもある。
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1-2.　研究の目的
　上記の背景から本研究の目的を次の 3 つとする。1 つは、工業団地により発展した都市をこれまで多くの研
究がなされてきた工業都市と比較し違いを示すこと。2 つ目は、1960 年代以降の工業団地立地により発展し
た地方都市の実態を工業化と市街地の変化という視点から明らかにすることである。3 つ目に、従来の経済成
長と都市拡大を前提に作られる工業都市とは異なる、経済の成熟を前提とし、都市の縮退を視野に入れた自治
体における工業用地の位置付けや方針について寄与することを目的とする。
1-3.　研究の方法
　研究の構成を（図 1-1）に示す。第 1 章ではまず、本研究の概要を示す。第 2 章では 1960 年代以前の工業
都市の特徴とそれを特色づける工業化の段階を既往研究から整理する。第３章では 1960 年代以降に工業団地
が立地した都市とその他大規模工業用地を持つ都市の工業化と都市化の様相について統計データを用いて把握
する。第 4 章では岩手県北上市を対象に、工業団地を持つ都市の工業化と市街地の変化について実態調査を行
う。具体的には文献や１/ ２万５千の旧版地形地図のトレース、北上市工業団地立地企業へのアンケート調査、
北上市へのヒアリング調査を通して調査する。第 5 章では、工業用地を持つ都市におけるこれまでの施策状況
や現状の課題と対応方針、コンパクトシティにおける工業用地の位置付けについて自治体へのアンケート調査
を通して把握する。第 6 章では結論を示す。
第1章　序論
第6章　結論
第2章　1960年代以前に発展した工業都市
　　　   の特徴とその変化
第5章　工業用地を持つ都市の課題と展望
第3章　
 工業団地都市と
 単独企業工場都市
 の比較
第4章　
 工業団地都市の
 工業化と都市化の実態
 ー北上市のケーススタディー
図 1-1. 論文の構成
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1-4.　用語の定義
　研究にあたり使用する用語を次のように定義する。
（1）大規模工業用地
「財産評価総則基本通達第 2 章 22-2」では工業用地のうち広さが 5Ha 以上のものを大規模工場用地と定義し
ている。しかし本研究でデータ抽出に用いた国土数値情報の工業用地データ（第 2.1 版） では 10Ha 以上の工
業用地として抽出している。そのため本論文では便宜上、10Ha 以上の工業用地を大規模工業用地とする。
（2）工業都市
大規模工業用地を持つ都市を工業都市と定義する。
（2）地方中小都市
国土交通省では地方圏 ( 東京圏、関西圏、名古屋圏の三大都市圏以外の地域 ) における人口が概ね 30 万人未
満の都市を地方中心・中小都市としている。本論文ではこれを地方中小都市の定義とする。
1-5.　研究の対象
1-5-1.　比較対象としての地方都市
　本論文では、国土数値情報の工業用地データ（第 2.1 版）  
1
より以下の条件に該当する市を対象として抽出
した。
１）前述の定義における地方中小都市に該当する
２）合計 100Ha 以上の工業団地用地か 10Ha 以上の単独工場を持つ
３）昭和 40 年、平成 22 年の両時点で市域に人口集中地区をもつ
　1）は都市の規模と立地に関する条件である。地元の工業活動が必ずしも市街地の変化に直結しない大都市、
大都市圏についてはここでは対象としない。三大都市圏とは東京圏（東京、神奈川、埼玉、千葉）名古屋圏（愛知、
岐阜、三重）大阪圏（大阪、京都、兵庫、滋賀、奈良、和歌山）を指す。3）は DID の有無による条件である。
都市の性質を分析するにあたり、人口集中地区のデータを使用した。そのため昭和 40 年、平成 22 年の 2 時
点で DID を持つ都市を対象とした。
1　工業用地データとは、公共、民間等の開発主体が一定の区画の土地に必要な基盤を整備して工業用地として開発し工場などを計画的に立地
させた地域で 敷地面積 10ha 以上の用地 ( 工業団地 ) と企業が自社事業所のために開発または購入した工場用地で工業団地以外の単独立地によ
る敷地面積 10ha 以上の 用地 ( 単独工場用地 ) をいう。原点資料は各都道府県に対し実施した工業用地に関する全国工業用地調査票に基づき、
工場団地一覧 ( 財団法人日本立地センター )、工場適地調査 ( 通商産業省 )、 産業用地ガイド ( 財団法人日本立地センター ) 等を参考に国土計画
局参事官室が作成した工業用地リスト及び工業用地地図データである。
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　また、第 3 章・第 4 章の分析において 1960 年代以降の工業団地立地により発展した工業都市を工業都市全
体の中で位置づけるため、対象を以下のように分類しそれを工業都市３分類とした。
1）工業団地都市
市内に合計 100Ha 以上の工業団地用地を持つ都市。データの内訳をみると、1960 年代以降に造成事業が完
了しているためそれらを工業団地都市とした。
2）単独工場都市
市内に 10Ha 以上の単独工場用地を持つ都市
2
。
3）両方をもつ都市
工業団地都市の特徴を明確にするため、（1）（2）両方の条件を満たしている都市を分けて分析する。
　対象となる工業用地の一覧を（参考資料 1-1・1-2）に、対象となる自治体と工業都市 3 分類の一覧を（参
考資料 1-3）に示す。
1-5-2.　ケーススタディ対象としての北上市
　1960 年代以降に発展した典型的な工業都市として、岩手県北上市を対象に実態調査を行う。北上市を対象
とする理由は以下の 2 つである。1 つは工業化が都市化に結びついており、同市の都市構造の変化が相対的に
良いと評価できる点。これらは第 3 章の分析で明らかとなっている。また、2 つ目は、北上市が工業団地づくり・
企業誘致において先進自治体である点である。北上市は、戦後すぐに企業誘致を市政の中心に据え、1961 年
には県内初の「財団法人北上市開発公社」を設立している。その後、市独自で用地を買収し造成工事を始め
た工業団地造成・企業誘致の先進自治体である。2007 年には経済産業省の「企業立地に頑張る市町村 20 選」
にも選ばれており、本論文の対象とする 1960 年代以降に発展した工業都市に適していると考える。
2　立地年がデータの性質上不明瞭であるため 1960 年代以降に立地した工場が含まれる場合がある。また、100Ha 以下の工業団地用地を持つ
都市も含まれている。
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1-5.　先行研究
　工業都市に関する研究は、産業集積に着目した経済学的観点や特殊な地域社会の様相に着目した社会学的観
点など様々な分野で行われてきた。また、工業化に伴う都市形成についての実態研究では経済地理学や都市史・
都市形成史の分野に多くの研究の蓄積がある。
A：工業化と都市形成の実態を考察した研究
　太田勇・高橋伸夫・山本茂（1970,ab）では、大地次世界大戦以前から敗戦後初期までの工業都市の発展形
態を考察し、類型化している。類型の詳細は次章で扱うこととするが、（表 1-1）の通りの時代区分で類型化を行っ
ている。太田らは、1960 年代までを第Ⅲ期としてとりあげており、第Ⅲ期の都市における工業化段階も特徴
を表しつつある原初形態として考察している。従って、第Ⅲ期の類型化はその他の類型に対して実態の把握が
不十分であると考えられる。また、1960 年代以降の工業都市の実態把握、類型化は行っていない。
　沼尻晃伸（2002）は都市計画に基づいた都市形成手法が機能していないという日本の特徴について、近代
都市の成長において重要な意味を持つ工業立地と都市計画との関連から日本の都市形成の一特質を究明してい
る。具体的には土地に関する社会経済的実態に規定された工業用地の供給側や需要側の特質、それらに対する
都市公共団体の政策によって形成される需給関係の特質を日露戦後から高度経済成長が始まる前の 1950 年代
までを対象として分析をしている。
　中野茂夫（2009）は、在来産業と近代産業によって先導された近代の地方都市（野田・倉敷・日立）形成
の実態を工場関連施設・輸送施設・福利厚生施設の整備状況から明らかにしている。中野が対象とする工業都
市は太田らによる時代区分の第Ⅰ期〜Ⅱ期に相当する。
　香川雄一（2001）では、高度経済成長期に大規模な工業化を経験した岡山県の水島臨海工業地を対象に工
業都市の形成と周辺の地域社会に与えた変化について明らかにしている。香川の視点の中心には公害反対運動
をめぐる地方政治、地域社会の変容を明らかにすることであり、公害問題に対して地域住民の間で居住地や職
業などの属性の違いによる対応の差を解明することを目的としている。
　上記の既往研究が対象としている都市は工場の立地が地域の人口及び第二次産業就業者の増加に結びついた
都市を対象としており、工場の立地が必ずしも当地の人口や就業者の増加に結びついていない都市がある可能
性を留意する必要がある。
B: 工業都市の実態と今後の課題を考察した研究
　村本浩一（2006）では、日立市における戦後の住宅団地の開発動向を把握し、高度経済成長期に開発され
た団地については現在における居住実態を明らかにしている。その上で、団地に居住する高齢者の生活支援や
地域内での住み替えシステム構築の必要性を課題としている。
　有田智一（2013）では、日立製作所の企業城下町である日立市を主な対象とし、日立製作所が日立市にお
ける住宅ストック形成に果たしてきた歴史的役割を概観、日立製作所が深く関与した歴史をもつ公的住宅ス
トック形成の過程、社宅を中心とした社有地の現状と転用の実態を調査した上で日立製作所関連企業が中心に
開発してきた郊外戸建住宅団地の現状と課題について整理している。
　村本、有田共に単独企業による工業都市形成の実態と課題を考察している。この他にも所謂企業城下町の抱
える課題を取り上げる研究は数多く存在する。
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C: 工業団地の実態と課題を扱った研究
　工業団地の実態と課題を扱った研究として、高木聡未・越澤明（2004）がある。札幌市の工業団地を事例に、
団地の用途転換と土地利用コントロール手法の変化を把握し、居住環境問題として工業団地に対して今後とり
うるべき対策を考察している。高木らは日影規制や住宅系用途地域との接点での問題に着目しており、地区計
画での日影規制の導入や住工混在型の土地利用を誘導する規制への見直しを示唆している。
時代背景 時期 対象としている都市
第Ⅰ期
産業資本の確⽴から独占
資本の成⽴期まで
第⼀次世界⼤戦以前
（〜1914年頃）
岡⾕・四⽇市・旧⼋幡・室蘭
第Ⅱ期
独占資本の確⽴から戦時
経済の崩壊期まで
第⼆次世界⼤戦終了時まで
（〜1945年頃）
川崎（京浜⼯業地帯）・⽇⽴・
新居浜・延岡
第Ⅲ期
⽇本資本主義の再建から
現在の地域開発期まで
敗戦後
（〜1960年頃）
相模原・⾨真・千葉県市原、五
井地区・岡⼭県⽔島地区・茨城
県⿅島地区
表 1-1. 太田ら（1970,ab) における対象都市
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1.　序論
1-6.　研究の着眼点
　先行研究を踏まえて、本研究の着眼点を整理する。
（1）　1960 年代以降に工業団地が立地した都市を対象とする
　既往研究において、工業化の都市化の実態を把握している研究の多くは単独企業により発展した都市を対象
としており、その多くが第二次世界大戦後初期までに発展した都市である。従って、高度経済成長期以降の複
数企業の集積からなる工業団地により発展した都市に関する研究は十分になされていないといえる。全 1,559
市区町
3
のうち工業団地を有する地方自治体（政令指定都市、1 都 3 県を除く自治体）は 695 市区町あり、そ
のうち工業団地用地面積の合計が 100ha を超える自治体は 219 市区町存在する
4
。工業団地型の都市形成につ
いて実態を明らかにすることで、多くの地方都市が将来にかけて抱えうる課題に対して示唆を得ることができ
るのではないかと考える。
（2）　地方中小都市を対象とする
　既往研究において対象となっている都市は大都市圏に位置する市から市の中の特定地域など規模や区切りは
様々である。本研究では人口 5 − 30 万人の中小都市に対象を絞り、工業化の影響を直接受けたとされる自治
体が近年の人口減少下で工業用地に関連してどのような課題を抱え、対応をしているのかを把握する。
3　平成 26 年 1 月 1 日時点、財団法人地方自治情報センター調べ
4　 平成 21 年度、国土数値情報工業用地データ、国土交通省調べから算出
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第 2章　1960 年代以前に発展した工業都市の特徴とその変化
2-1.　本章の目的と調査概要
　2-1-1.　本章の目的
　工業都市は局地的ないし個別的条件に特色づけられながらも、基本的には我が国の工業化段階に対応して性
格づけられてきた。本章では対象年代以前の工業都市の特徴とそれを特色づける工業化の段階を整理すること
で 1960 年代以降の工業都市の特徴を捉え、類型化することの意義を明らかにすることを目的とする。
　2-1-2.　調査の概要
　工業都市の工業化と都市化の進展に関する既往研究から各年代の工業都市の特徴を整理する。整理にあたっ
ては、第一次世界大戦以前から 1960 年代初頭までに発展の萌芽をみた工業都市を調査した太田勇・高橋伸夫・
山本茂（1970,ab）の研究を主軸に、沼尻晃伸（2002）や中野茂夫（2009）の研究を補足的に扱う。
　2-2.　1960 年代以前の工業都市の特徴とその変化
　工業都市の特徴を整理する項目として 1）工業化を促す資本の性格　2）工業化を先導する主体　3）第一次
産業との関係性　4）工業関連施設と既存集落・市街地の位置関係　5）地元商業や他産業への波及効果をあげ
た。変化をみるにあたっては太田の時代区分を参照した。各時代区分の工業都市を（表 2-1）に示す。
沼尻晃伸
（2002）
中野茂
（2009）
Ⅰ
Ⅱ
Ⅲ
太⽥勇・⾼橋伸夫・⼭本茂
（1970,ab）における時代区分
対象都市
野⽥（千葉）
倉敷（岡⼭）
⽇⽴（茨城）
太⽥勇・⾼橋伸夫・⼭本茂（1970,ab）
主に
東京圏
川崎（神奈川）
名古屋(愛知）
第⼀次世界⼤戦以前
（〜1914年頃）
第⼆次世界⼤戦終了時まで
（〜1945年頃）
敗戦後現在
（〜1960年頃）
岡⾕（⻑野）・四⽇市（三重）
旧⼋幡（福岡）・室蘭（北海道）
川崎（神奈川）・⽇⽴（茨城）
新居浜（愛媛）・延岡（宮崎）
駿河湾諸都市（三島/清⽔/富⼠）（静岡）
相模原（神奈川）・⾨真（⼤阪）
豊⽥（愛知）・東海（愛知）・市原（千葉）
倉敷（岡⼭）・⿅島（茨城）
表 2-1. 既往研究における対象都市と時代区分
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　2-2-1.　工業化を促す資本の性格の変化
第Ⅰ期（第一次世界大戦以前）
　当時期の工業化段階を太田は「産業資本の確立から独占資本の成立期まで」としている。岡谷では、初めは
農民が各々小製糸場を開設し、工業集落化が進んだとされる。四日市では、在来小工業が存在すると同時に近
代的大工業が存在するという二元的な構造であった。これらの地域の工業化は政府の殖産興業政策などとの親
和性はあったものの、特定事業所への直接的な援助は行われなかった。
　中野は野田市の工業化過程について、野田醤油醸造組合が資本を集約化することで野田醤油が設立し、少工
場を合理化することで近代化工場が建設されたと述べている。
　一方で旧八幡や室蘭では、国家からの多大の援助を受けて独占資本の工業都市が誕生した。旧八幡では官営
製鉄所の建設がなされ、室蘭は北炭鉄道が開発した鉄鋼の町ではあるものの、国家が多大の援助を惜しまなかっ
たという。いずれの地域も単一産業もしくは単一企業による工業都市が形成された。
第Ⅱ期（第二次世界大戦終了時まで）
　当時期の工業化段階を太田は「独占資本の確立から戦時経済の崩壊期まで」としている。当時期には川崎や
尼崎など大工業地域の核心部をなす新しい工業都市が東京・大阪の縁辺に現れ、臨海工業地帯を形成した。ま
た、大都市工業の外縁的拡大が日野や大宮等の工業都市を形成したとされる。大都市地域から離れた地方では、
鉱山資源や水力電気を背景に発展した日立・延岡・新居浜なども当時期の工業都市に分類されている。当時期
の後半は軍事工業優先の時代でもあり、工業都市の成立当初は必ずしも軍需に直結しなかった都市にも軍需物
資の生産工場が増加していく傾向があった。いずれの地域も単一企業もしくは複数の大企業により工業都市が
形成されている。
第Ⅲ期（高度経済成長期直前期まで）
　第Ⅲ期は敗戦後から高度経済成長期に差し掛かる時期に発展した工業都市である。当時期の工業化段階を太
田は「日本資本主義の再建から現在の地域開発期まで」としている。当時期の工業都市はコンビナートならび
に工業団地に特色づけられる。日本における資本主義の再編成に伴って、技術革新を通じて諸施設が大型化さ
れ、工業活動の直接及ぶ範囲も広域化された。市原や鹿島では、大企業工場誘致と国家レベルの地域開発政策
の展開が一致し、大規模な工業地帯が形成された。倉敷では近代化工業の後に地域政策で臨海部に工業地帯が
形成された。これらの工業地帯では単一産業ではないものの、複数の大企業工場が相互に関連を有している場
合が多い。
　また、戦後の経済復興期における工業立地の特質を沼尻は非軍事化の政策理念に基づいて工業振興がなされ
たと指摘した。そうした工業振興においては、軍需工場の復興をそのままの立地地点で認めるものでなかった
点、大都市工業の地方都市への移設を促した点を特徴であるとした。国土総合開発構想は全国レベルでの産業
の適正配置を中央政府レベルで提示し、その具体化を地方公共団地が間接的に実現することを期待した計画で
あると評価している。
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　2-2-2.　工業化を先導する主体の変化
第Ⅰ期（第一次世界大戦以前）
　第Ⅰ期の岡谷や四日市では地元の上・中農層から起こった小経営者や富商たちが起こした会社によって工業
化が始まったとされる。その後、港湾の整備などに国や県の力が注がれ、結果として特定の工業が発展した経
緯がある。四日市では初期には単一企業による紡績業の発展があったが、次第に新興工業が発展し自治体の工
業誘致もそれに則していった経緯がある。一方で旧八幡や室蘭などの工業都市では鉄鋼自給体制の確立という
国家的課題が背景にあり、国家資本の投下や国家に保証された市場こそが工業化を先導したと考えられる。地
元もその力に引き付けられて誘致運動の展開や出資者側の費用負担、土地の安価提供などを行っていた。その
方法は今日の工業誘致にもみられるものであるといえる。
　日露戦後から第一次世界大戦期の工業立地と都市開発について、沼尻は例えば横浜市では工業地区を設けて
いたが、単に工業化の展開が望まれる地域を指定しただけであるとした。このように東京・川崎・名古屋では、
地主による耕地整理事業や資本に拠る臨海部の埋立事業などの民間レベルでの都市開発事業を都市公共団体が
統制する姿勢はみられなかったとしている。また、工場操業に関する事項は県管轄であり、公共団体が工場を
統制する権限はなかったという。
第Ⅱ期（第二次世界大戦終了時まで）
　第Ⅱ期では第Ⅰ期の旧八幡や室蘭に萌芽がみられたような工場誘致に対する活発な地方公共団体の働きかけ
が顕著になる。このことは沼尻も工業用地が民間レベルのみではなく、中央政府や地方公共団体においても実
施されたと述べている。
　川崎では宿場町の衰退に危機意識を持った地元の地主が所有地を売却して積極的に工場誘致を図り、新居浜
では築港にあたり町長はじめ町の有志が集まって地元漁業組合と会社の間の交渉斡旋に乗り出すなど、地元の
有力者の存在も工業化を促す推進力になったと考えられる。大企業の誘致に活躍した地主層はその後市政や商
業において重要な地位を占めるが、工業面で自ら活動することはなかったという。これについて太田らは有力
者が産業資本家へ転身して工業生産の主導権をにぎる余地はなく、これはこの時期の頂点産業によって発展し
た地域に共通な現象としてる。延岡では村議会をあげて誘致をすすめ、工場開設に当たる必要経費までも負担
するやや従属的な関係にあったとされている。工業開発を有利にするための自治体の再編成（市町村合併）な
どが行われるようになったのも当時期である。
第Ⅲ期（高度経済成長期直前期まで）
　第Ⅲ期では基本的には第Ⅱ期の傾向が発展していった。豊田では立地する単一企業の関連産業を立地させる
ための工業団地を企業と地方公共団体が協力して造成している。市原では企業誘致条例を制定し大型工場の受
け入れに奔走し、産業基盤整備には地方公共団体が全面的に奉仕しており、そればかりでなく、工業生産活動
の後始末をおこなう施設（公害研究所）や特別工業区とよばれる公害緩衝用の緑地に乏しい財源から多大の支
出を余儀なくされたという。先行投資した赤字の回収や税収の帰属問題、急速に拡大する都市への対応から合
併する地方公共団体が多かったという。太田らは公共投資を背景にして出現する巨大な工場とその付属・関連
施設をこの時期の工業都市の特徴としている。
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　2-2-3.　第一次産業との関係性の変化
第Ⅰ期（第一次世界大戦以前）
　第Ⅰ期の工業都市である岡谷では上・中農層の脱農業により工業集落が形成されたように、農村が製糸工場
と附属施設に蚕食され、緩やかに工業化が進んでいた。一方で独占資本によって形成された旧八幡では第一次
産業集落が近代工業都市に変貌したとされている。工業の圧倒的な力により大規模な農地潰廃が必要となって
いた。
第Ⅱ期（第二次世界大戦終了時まで）
　第Ⅱ期では農業漁業と工業の対立が徐々に明確化した時期である。工場排出物が農業や漁業の生産に直接害
を及ぼす時に農工の対立が明確化したものの、新居浜では臨時工として近隣の農漁村から労働力を集めていた
り、川崎では漁業が存立していたりと一定程度の共存も見受けられる。しかし、地場農業に乏しい地方農村が
外部からの資本投下で工業化される場合には日立市のように急速に工業都市へと変貌することになる。また、
三島や清水など駿河湾諸都市では、初期には農地潰廃が緩やかであったが、軍事工場が主体をなすようにんっ
てから農地の宅地化が急進したとされている。
第Ⅲ期（高度経済成長期直前期まで）
　第Ⅲ期では第一次産業の著しい衰退が特徴とされる。臨海工業地域造成では工業が第一次産業の存立基盤を
崩壊させ、もはや対立する工業都市のセットの一方はくずれ完全な工業優位となった。一方で鹿島では県は近
郊農業を志向するための経営改善、替地造成、雇用対策、貸付金制度等を打ち出し、農工両全の原則を貫こう
とした。しかし、農業経営の不熱心、移転農家の出現、農民の賃労働者化などが起こり、替地造成した場所が
かえって無秩序な都市化の起点に成りうるということが懸念されている。当時はまだ鹿島地域が工業化の初期
段階であり、その効果までは言及されていない。
　2-2-4.　工業関連施設と既存集落・市街地の位置関係の変化
第Ⅰ期（第一次世界大戦以前）
　第Ⅰ期の岡谷では事業主が各々位置選定をして小工場を開設していった。そのため農村が製糸工場と附属施
設に蚕食され、無秩序な工業集落化が進んだとされる。かくして、孤立分散的だった農業集落が製糸業によっ
て連結され農村景観が微弱となり、初期的な都市へと形態を移行させたとされる。このような多数の同一業種
工場が卓越する工場集落または、旧八幡のような政府の庇護下で成立した基幹産業の単一工場の町が第Ⅰ期の
典型である。いずれの場合も大きな労働力を背景に成立した工業であり、労働者を収容する施設が不可欠であっ
た。工場は敷地内かその隣接地に配置されることが多く、工場と宿舎とのセットが当時期の工業都市の特徴と
されている。しかしながら、職夫など下層に位置付けられた労働者は官舎に入居できず千人小屋と呼ばれた小
屋に収容されており、今日における従業員住宅と当時期のそれとは水準が大きく異る。
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第Ⅱ期（第二次世界大戦終了時まで）
　第Ⅱ期では第Ⅰ期の傾向が更に顕著になったとされる。特に大都市から離れた単一企業都市では独身者用住
居だけでなく、世帯を持つ労働者用の住宅が大量に供給されるようになった。建設時期は生産施設よりも遅れ
ていたが、工場・住宅ともに大掛かりになっていった。一方で川崎など大都市周縁の工業都市では、深刻な住
宅不足で地元には不良住宅が多数出現し、工場近くに住宅を確保できない労働者は近隣市町村から電車で通勤
するようになった。市内における社宅建設は活発でなく、特に工場と社宅とを近接させる方法が一般化しなかっ
た。従業員の少ない工場では工場構内に１０戸ほどの社宅を建てることもあったが、大企業は全く別の場所に
社宅を設置するようになりセットとして並ぶには至らなかった。
　中野によると、日立においても第Ⅰ期からⅡ期にかけて急激な労働者人口の増加に伴い慢性的な住宅不足と
家賃の高騰、住宅の質の悪化が起こっていた。市内では労働者向けの大量の低廉な借家が増え、その影響から
道路事情も悪く、市街地に進展したという。
第Ⅲ期（高度経済成長期直前期まで）
　第Ⅲ期では工場に隣接しない社宅団地あるいは公営団地や分譲宅地群が分布する状況がみられるようになっ
た。しかしながら相模原や東海など大都市郊外の新興住宅地の多くが同時に工業都市になっており、人口増加
率は高い一方で居住地就業率が低くなっている。つまり地元の工業化が必ずしも地元の人口増加に直結してい
ないことが分かる。大都市近郊では地元の工業発展には必ずしも直結しない人口増加があり公営住宅と市営不
動産業者の分譲地とが新設工場とともに農地を蚕食していったとされる。
　市原や東海では、大量の従業員住宅新設を必要としたが、位置的にも機能的にも既存の集落や生活環境から
独立していた。東海では住宅用地は台地上にあり臨海部の工業地区とは明確に区分された。一方で元漁民が漁
場を失った上に粉塵を大量に浴びる工場付近に住み続け、両地区の中間に公営住宅居住者や農業者が生活して
いる状況がみられた。相模原では 1958 年の首都圏整備法の市街地開発区域の指定を受け、市街地の用途分離
を進めている。このように職住の分離が図られたのが第Ⅲ期における大都市周辺の工業都市の特徴である。い
ずれの場合も既成の第一次産業集落が進出工業の影響を強く受けやすい場所に位置し、大企業従業員の居住地
は工場から離れ、古い集落とも直接的な接触を持たずに建設される。そして両者の間を補填するかたちで中小
不動産業者や個人経営の分譲地、小さな建売住宅・貸家・アパートなどが成立する。（広大な土地の買い占め
や大規模土地造成を成し得ない中小業者が団地づくりの対象にならない土地を農漁民から購入し漁場や農場を
失った住民が補償金により零細家主に転向刷る場合、まず既存集落周縁の土地が狙われるのである。
　倉敷など民間不動産業者や行政の財政力が大きくない地方都市では、単一企業が更生施設（従業員住宅、青
年学校、病院など）を建設しており、市街地の原型をつくりあげつつあった。こうした企業は地域に大きな影
響を与えながらも文化的な側面では結びつこうとしないため、植民地的な近代工業都市であるとされている。
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　2-2-5.　地元商業や他産業への波及効果の変化
第Ⅰ期（第一次世界大戦以前）
　第Ⅰ期の岡谷では・輸出用生糸の生産に専念していたため、単純な自己完結型の生産工程だった。そのため
関連産業を都市部に育成しなかった。また、中心性の低い工業集落だったため一般消費者を対象にする商業の
発達には及ばず、労働者の多くが工女であり、工女の収入は主として郷里へ送金され、一定の就業期間をすぎ
ると岡谷を去るので地元の消費産業を発展させる力に乏しかった。このように、広い後背地を持つ地方中心都
市ではなかった新興工業都市では、地元の人口増加が中心性機能の増大を意味しなかった。既成の商業中心地
があったが名古屋の発展により衰退していた四日市では工業化により盛り返したことはあっても、全体的に一
般消費からみた都市的機能の発達の相対的なおくれは工業を基盤に興隆した都市の特色といわれている。国家
資本の投下により急速に工業化が進んだ旧八幡や室蘭では、人口増加に商業の発展が追いつかず、結果として
官舎地区内で購買会が組織されることとなり、地元の商業は人口規模に比例した発展を遂げる機会を失った。
そうした地域は一層生産活動に特色を持つ工業都市になった。
第Ⅱ期（第二次世界大戦終了時まで）
　第Ⅱ期には企業内の日用品販売機関の設置が普遍化した。結果として閉鎖的な企業社会が作り上げられたと
される。大都市に近接する川崎では、横浜や東京への近さから当地に大きな商店街が形成されるのは困難だっ
た等工業化以外の原因も見受けられる。
　中野によると、日立では社宅に隣接して鉱山労働者をターゲットとした露店（会計市）が出されるようになり、
徐々に常設化していった。しかしそこで取り扱う商品は市場より安く販売されており、従来から商業を営む商
家は供給部品の制限を行うよう陳情したが従業員保護を理由に棄却されている。その結果日立では購買客の増
加にも関わらず大規模な商業施設が立地することはなかった、
第Ⅲ期（高度経済成長期直前期まで）
　第Ⅲ期に関しては、工業化の萌芽から間もない時期に調査されたこともあり、商業の発展や波及効果に関す
る記述が少ない。しかし依然として第Ⅱ期の傾向が続いていたと推測される。東海では人口の増加に比べ商業
の発展は遅れたとされており、相模原や門真でも当地の商業が工業化により発展するという側面よりも大都市
の衛星都市として市街地が発展していく力が強かったと考えられる。また、市原などで展開された労働節約型
の石油化学工業は生産工程において下請けを必要としないので周囲に群小工場をしたがえなかった一方で、豊
田では関連産業が集積し工業団地化が図られた等、業種によって波及効果は大きく異なるといえる。
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　2-3.　1960 年以降の工業化段階
　前節までの類型化を踏まえ、1960 年代以降の工業化を特徴づける背景を整理する。
１）　経済構造と工業立地の変化
　地域経済学を専門とする松原宏（2014）によれば、1960 年代以降の経済構造と工業立地の変化は以下のよ
うに整理できる。
　高度経済成長期は戦前の主導産業であった繊維・衣服工業が長期的な衰退を辿るのに対し、1970 年代まで
主導的産業の地位にあったのが、臨海工業地帯に集積した鉄鋼・石油化学といった素材部門であったという。
1969 年に策定された新全国総合開発計画は一連の総合開発計画の中で最も開発志向の高い計画であったと言
われている。大規模プロジェクト方式を採用し、全国的なネットワーク整備と大規模工業基地が開発された。　
また、電機・自動車といった機械工業も労働力と中小下請け企業への依存、市場への近接性を重視して東京な
ど大都市に集積する傾向をみせたという。つまり、高度成長期の基本的な地域構造は太平洋ベルト・三大都市
圏の形成により特徴づけられ、そしてこのことは国内資源に依存してきた地方工業都市の衰退を意味するもの
であった。
　しかし、1970 年代のオイルショックは高度経済成長に終止符を打ち、以後日本経済は低成長・成熟期を迎
えることになる。その後の経済は①オイルショック、②円高、③バブル崩壊といった 3 つの大きな変動により
大きく変化してきた。
　①オイルショックは構造不況業種に打撃を与え、これまで一様に成長を遂げてきた太平洋ベルト内に東西格
差が生じるようになった。また、構造不況業種に台頭した機械工業は生産の現場のハイテク工業化を進め、こ
れにより本社を大都市圏、部品の生産拠点などの分工場を地方に展開するという段階的立地が進められた。地
方圏においても都市部から周辺の農村部にかけて生産拠点が改装性をもって組織された分工場経済地域が各地
に形成され、こうした一連の流れを松原は地方工業立地の流れとして捉えている。1977 年には大都市抑制、
地方振興基調の第 3 次総合開発計画が策定された。
　②円高は加工モノカルチャーに打撃を与え、海外立地が進展していった。国際化の進展や、円高不況による
地方圏での雇用の深刻化等を受けて 1987 年には第 4 次国土開発計画が策定され、多極分散型の国土形成が目
指された。これにより、国の行政機関等の移転の促進、振興拠点地域の開発整備等が進められた。
　③バブル崩壊後には、これまで日本的生産システムを支えてきた枠組みが大きく転換した。企業の吸収合併
が活発に行われ、株式中心主義の下でリストラを競い合う傾向も生じたという。景気回復期を迎えた後も一時
的に工場の国内回帰現象が出現するも、近年では円安でも海外立地が基調になっているなど変則的な状態が続
いている。また、それにより工場立地のスピードと行政手続きのスピードの差が問題として顕著化した。全体
の傾向としては高度成長期に比べると、都道府県別の製造品出荷額は分散的な分布傾向を示すようになったと
指摘されている。国土開発計画では 1998 年に 21 世紀の国土のグランドデザインが策定され、国土構造形成
の流れを望ましい方向に導くため、いわゆる太平洋ベルトに加え、北東国土軸、日本海国土軸、太平洋新国土
軸の 4 つの国土軸が相互に連携することにより形成される多軸型の国土構造を目指すこととしている。
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２）　人口集中構造の変化
　松原宏（2014）によると、三大都市圏と地方圏とに分けて人口移動の変遷をたどると大きく５つの時期に
区分できるという。第１期（1950 年台後半〜 1970 年代前半）の高度経済成長期は、地方圏からの大量の人
口移動により三大都市圏が形成された時期。第 2 期（70 年代後半）はオイルショック後の低成長期で地方の
時代と言われ、三大都市圏からの U ターン現象が指摘された時期。第 3 期（80 年代）は東京一極集中が顕著
になった時期であり、第 4 期（1990 年代前半）になると「新地方の時代」が叫ばれ、U/J/I ターンといった
手斧人口移動が地方に向かうことになった。第 5 期（90 年台後半以降）になると再び東京集中が続いている。
3）　地方自治を取り巻く環境の変化
　1995 年の地方分権一括法によって合併特例法の改正が行われ、市町村合併が政府により強力に推進された。
合併特例債等の特例が 2005 年 3 月 31 日までに合併手続きを完了した場合に限られたことから、駆け込み合
併が相次いだ。一方、地方交付税の大幅な削減は、特に地方交付税への依存度が高い小規模町村にとって大き
な打撃となり、財政運営の不安から合併を選択した市町村も数多い。合併自治体への手厚い財政支援の一方で
の地方交付税の削減は、アメとムチによる合併推進策ともいわれた。市町村合併の動きは 2003 年から 2005
年にかけてピークを迎え、1999 年 3 月末に 3,232 あった市町村の数は、2006 年 4 月には 1,820 にまで減少
した。こうした流れの中で 1990 年代後半から 2000 年代前半にかけて行われた地方公共団体の合併により地
方公共団体の行財政力は比較的大きくなった。また、2000 年の地方分権一括法の地方自治法改正を中心とし
た施行では、地方分権改革を目指した大掛かりな改正が行われ、国家から地方公共団体への権限委譲が進んだ。
4）　労働者を取り巻く環境の変化
① ILO の労働者住宅に関する勧告
　国際労働機関による国際労働基準に関する勧告において、1961 年に労働者住宅勧告が採択され、以下の内
容が勧告された。「国の住宅政策は、住宅及び関連共同施設の建設を促進して、労働者とその家族が十分かつ
適切な住宅設備と適当な生活環境を享有できるようにすべきとされる。また、住宅の賃貸料や購入のための費
用は、労働者の所得の合理的な割合を超えないようにすべきとする。労働者住宅の必要及び均衡のとれた経済
の発展の必要を考慮して、労働者住宅に優先順位を与えるよう、住宅政策を一般的な社会経済政策と調整すべ
きとしている。また、使用者がその労働者に直接住宅を提供することは、事業所が遠隔の地にある場合等を除
いて望ましくない。また、その場合、労働者の基本的人権、特に結社の自由が認められるよう注意しなければ
ならないとしている。」有村智一（2013）は ILO の勧告によって社宅政策が否定され、企業経営サイドでは労
務管理効果の改善等の観点が意識されるようになったと指摘している。
②派遣法の施行と改正
　1986 年に施行された労働者派遣法であるが、制定から 30 年程の間にいくつもの改正があり、規制の強化
と緩和を繰り返してきた。初期の派遣法は労働者保護の色彩が強く、直接雇用の労働者が派遣スタッフに置き
換えられる可能性が少ない専門的な 13 業務に限って派遣を認めていた。その後、1990 年代後半から 2007
年頃まで、業務や期間が拡大、延長される傾向にあった。製造業務への派遣解禁したのは 2004 年のことである。
2008 年のリーマンショック以降は製造業を中心に派遣切りや雇い止め、人材派遣をめぐる違法行為の発覚な
ど相次ぎ、若年層の貧困化やワーキングプアの存在などが急激に社会問題化した。こうした背景からその後の
改正では日雇い派遣の原則禁止など規制強化の流れがある。
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Ⅰ
Ⅲ
Ⅱ
時代区分 工業化を促す資本
小資本の集約化による
産業資本の確立
工業化を先導する主体 第一次産業との関係性
工業関連施設と
既存集落・市街地の関係
地元商業や他産業
への波及効果
地元の小経営者 /富商 緩やかな工業化 無秩序な工業集落化
国や自治体の
支援・投資
戦時経済の崩壊
日本資本主義の再建
地域開発期
（トップダウンによる地方工業振興）
独占資本の成立
独占資本の確立
独占資本の拡大
国家資本
の集中投下
地元の地主
有志
組合など
活発化
工場と宿舎のセット
地元の消費産業を
発展させる力がない
閉鎖的な
企業社会 大都市近くは
形成され難い
住宅の遠隔配置
量の拡大
質の多様化
慢性的な量不足と
質の悪化
工場と住宅が
必ずしも近接しない
工場化が人口増に
必ずしも直結しない
民間事業者の
活発化
過剰な自治体
の負担
自治体の
合併と拡大
+
大規模な潰廃
対立と共存
地方 地方大都市周縁 大都市周縁
意図的な農工両全
表 2-2. 工業都市の特徴とその変化
5）　工場立地を取り巻く法制度の変化 - 工場三法の成立
　1959 〜 1965 年に制定された 2 つの法律の総称である工場等制限法では、都市部に首都圏や近畿圏など都
市部に制限区域をもうけ区域内の人口・産業の過度な集中を防ぐことを目的に制定された。その後 2002 年に
廃止されている。
　1972 年には工場が既に集積した地域から集積が低い地域へ工場を移転、新設することを支援する工業再配
置促進法が制定された。その後 2006 年に廃止されている。
　また、高度経済成長に伴う公害問題などの社会情勢を受けて、1973 年に前身の工場立地の調査等に関する
法律が改正される形で工場立地法が施行された。前身の法では工場立地に関する方針の確立と、そのための工
場適地に関する全国的な調査の実施が主な目的であったが、改正法では規制事項に関する進出企業の届出を義
務化し、届出内容に対する勧告や、勧告に従わない場合の命令などに関する規定が設けられた。
　2-4.　小括
　各時代の工業都市の特徴を（表2-2）のようにまとめた。工業都市の特徴は年代によってのみならず、立地条件（大
都市近郊 /地方）や国家的政策方針との親和性によって異なっていた。また、例えば旧近代化工業都市の自治体
が工業団地造成に取り組み、新産業が興隆するなど、近年に近づくにつれて工業都市の文脈が複層的になってい
た。
　また、経済変化だけに注目すれば、本研究が対象とする地方中小都市では「地方の時代」と言われた 1970 年
代以降に工業が立地し発展した都市をみていくべきであると考えられる。しかし、人口構造の変化も併せて考え
ると都市部への人口流出が加速化した 1960 年代から自治体が対策を打つ等、動き出してる地域が多いのではな
いかと考え、1960 年代以降に工業が立地し発展した都市をみていくこととする。
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第 3章	 工業団地都市と単独企業工場都市の比較
3-1.　本章の目的と調査概要
　本章では、1960 年代以降に工業団地が立地した都市が工業用地を持つ都市の中でどのように位置付けられ
るのか、都市化と工業化の観点から統計データを用いて把握することを試みる。具体的には、本論文の対象の
うち【工業団地都市】をその他の 2 分類と比較することで 1960 年代以降に工業団地が立地した都市を位置づ
ける。
　都市化については昭和 40 年から平成 22 年の間の人口の変化に伴って、市街地の密度がどのように変化し
たか概観する。工業化については平成 22 年時点での第二次産業従事者割合と自市区町村で従業している就業
者割合から地域の工業用地と人口の関係性を概観する。
3-2.　工業都市 3分類における都市化の様相
-人口変化率に対するDID人口密度変化率 -
　対象都市では、昭和 40 年から平成 22 年にかけて、人口の増え方に対して市街地の密度はどのように変
化したのか。昭和 40 年から平成 22 年までの人口変化率に対する DID 人口密度の変化率を散布図に示した。
DID 人口密度は都市の全体構造を示すものではないため、都市のコンパクトさを端的に示す指標にはなり得な
い。従って、人口の変化に対してどれくらい市街地の密度を保てたかという点をここでは評価したい。なお、
DID 人口密度を算出するにあたり、DID 区域面積は平成 22 年時点のにあわせ、合併前市町村を合算をしている。
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　3-2-1.　対象都市全体の分布
　対象都市全体の分布は（図 3-1）に示す通りである。　人口変化率の０%から± 30%に多くの都市が位置し
ている。分布は右側に向かって広がっており、人口変化率が増加するとDID 人口密度変化率に大きく差がでるこ
とが分かる。
　人口の変化率０%、DID 人口密度変化率を平均値である -47.2% を基準に 4 象限に分類した（図 3-2）。（図
3-1）の青線は象限の分岐ラインである。Ⅰは人口が減っているが、それに対して市街地の人口密度はそれほ
ど低くなっていない［市街地維持型縮小都市］である。具体的には三次市、岩国市、上越市などがⅠに該当す
る都市である。Ⅱは人口が増えており、市街地の人口密度はそれほど低くなっていない［市街地維持型成長都
市］である。具体的には白山市、ひたちなか市、福島市などが該当する。Ⅲは人口が減り、市街地の密度も低
くなった［低密型縮小都市］である。具体的には、室蘭市、大牟田市、下関市などが該当する。Ⅳは人口は増
えたが、市街地の密度は低くなった［膨張型成長都市］である。具体的には名取市、丸亀市、福井市などが該
当する。人口の変化に対してどれくらい市街地の密度を保てたかという点では、人口増加した都市においては
Ⅱ、減少している都市においてはⅠを高く評価することができる。
 
 
図 3-2.  都市化の 4 象限
DID人口密度
変化率
平均値
‐46%
0％
人口変化率
Ⅰ Ⅱ
Ⅲ Ⅳ
市街地維持型
縮小都市
市街地維持型
成長都市
低密型
縮小都市
低密型
成長都市
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3. 工業団地都市と単独企業工場都市の比較
図3-1. 対象都市全体の分布（都市化）
出典：平成 22 年 , 昭和 40 年国勢調査より筆者作成
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3.　工業団地都市と単独企業工場都市の比較
図3-1（拡大）. 対象都市全体の分布（都市化）
出典：平成 22 年 , 昭和 40 年国勢調査より筆者作成
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　対象都市全体の分布は（図 3-1）に示す通りである。　人口変化率の０%から± 30%に多くの都市が位置し
ている。分布は右側に向かって広がっており、人口変化率が増加するとDID 人口密度変化率に大きく差がでるこ
とが分かる。
　人口の変化率０%、DID 人口密度変化率を平均値である -47.2% を基準に 4 象限に分類した（図 3-2）。（図
3-1）の青線は象限の分岐ラインである。Ⅰは人口が減っているが、それに対して市街地の人口密度はそれほ
ど低くなっていない［市街地維持型縮小都市］である。具体的には三次市、岩国市、上越市などがⅠに該当す
る都市である。Ⅱは人口が増えており、市街地の人口密度はそれほど低くなっていない［市街地維持型成長都
市］である。具体的には白山市、ひたちなか市、福島市などが該当する。Ⅲは人口が減り、市街地の密度も低
くなった［低密型縮小都市］である。具体的には、室蘭市、大牟田市、下関市などが該当する。Ⅳは人口は増
えたが、市街地の密度は低くなった［膨張型成長都市］である。具体的には名取市、丸亀市、福井市などが該
当する。人口の変化に対してどれくらい市街地の密度を保てたかという点では、人口増加した都市においては
Ⅱ、減少している都市においてはⅠを高く評価することができる。
 
表 3-2. 象限別の自治体数（都市化）
市
Ⅰ 9 13% 4 15% 5 12%
Ⅱ 23 34% 3 12% 16 39%
Ⅲ 13 19% 9 35% 8 20%
Ⅳ 22 33% 10 38% 12 29%
67 100% 26 100% 41 100%
単独 ⼯業団地 両⽅
⼈⼝変化率×DID⼈⼝密度変化率
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3.　工業団地都市と単独企業工場都市の比較
図3-3. 工業都市3分類別の分布（都市化）
出典：平成 22 年 , 昭和 40 年国勢調査より筆者作成
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図3-3（拡大）. 工業都市3分類別の分布（都市化）
出典：平成 22 年 , 昭和 40 年国勢調査より筆者作成
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 　3-2-2.　工業都市 3分類別の分布
　工業都市 3 分類別の分布と各象限に該当する都市の実数と割合を（図 3-3）と（表 3-2）に示した。単独工
場都市はⅡ象限（市街地維持型成長都市）とⅢ象限（低密型縮小都市）、工業団地都市はⅢ象限（低密型縮小
都市）とⅣ象限（低密型成長都市）、両方を持つ都市はⅡ象限（市街地維持型成長都市）と若干の傾向が見ら
れた。しかし、どの象限にも各分類の一定数の都市が該当しており、大きな分布の差は見られなかった。この
ことから、工業用地の種類と都市構造の変化に直接的な関係性はないといえる。
　しかし、例えば炭鉱や製鉄で栄えた室蘭市（人口 9 万程度）や大牟田市（人口 12 万程度）はⅢ ( 低密型縮小都市 )
に位置している。これらは工業用地のデータを用いて機械的に仕分けると工業団地と単独工場用地の【両方を
持つ都市】に分類されるが、実態は単独企業の力が強く働いた都市である。室蘭市では人口の減少幅が極めて
大きいが、計画的市街地が広域に広がっている。大牟田市でも計画的市街地が市街地から離れた場所に位置し
ている。両都市では、スプロール的に都市が拡大しているのではなく、低密な市街地が計画的に広がっている
様子が航空写真から確認できる。この 2 都市は近代化後に単独企業の工場立地によって都市化が進んだ都市で
あるが、こうした都市では人口が一時的に急増した時期に計画的な市街地が大規模に作られ、その後人口が漸
進的に減少しても市街地の密度は低密なままであった可能性がある。また、Ⅳ（低密型成長都市）の丸亀市（人
口 10 万程度）や福井市（人口 26 万程度）ではスプロール的に宅地が拡がっている。この 2 都市は工業団地
と単独企業立地両方を持つ都市であるが、様々な外的要因から人口が増え、都市化がそれぞれ進んでいったこ
とが考えられる。現在に至るまで人口は増えていったものの、市街地も無秩序に拡大していく傾向にあった可
能性がある。
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3-3.　3分類の工業化の様相　–第二次産業従事者割合と自市区町村従業者割合 -
　ここでは、地域内の工業用地が地域内の人口と関係しているか分析をする。本研究で対象としている都市は
前章でも述べたように一定規模以上の大規模工業用地を市内に持つ都市である。しかし、工場が地域に立地し
ても、従業員は地域外から通勤している場合も考えられる。その場合、工場の立地が直接的に市街地を形成す
る力になっていないと言える。また、工場が地域に立地し、一見すると地域の人口が増えたと思われても実際
は周辺地域のベッドタウンになっている場合も考えられる。そのため、地域内の工業用地と人口との関係性を
分析する。
　平成 22 年度時点の就業者数、第二次産業就業者数から第二次産業就業者数の割合を出し、同じく就業者数
と自市区町村で従業している就業者数から自市区町村従業者割合を算出した。自市区町村で従業している就業
者数については産業分類別にデータを得ることが出来ないため、必ずしも２つの割合が高い都市において第二
次産業就業者が自市区町村で従業しているとは限らないことに留意する必要がある。平成 22 年度時点の第二
次産業就業者
数割合（全国値）は 25.6% であり、対象都市の平均値、中央値共にそれを上回っている。
図 3-5.  工業化の 4 象限
自市で従業している
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第二次産業
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市内従業
第二次産業都市
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3.　工業団地都市と単独企業工場都市の比較
図3-4. 対象都市全体の分布（工業化）
出典：平成 26 年羹堯統計表「市区町村編」データより筆者作成
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　3-3-1.　	全体の分布
　対象都市全体の分布は（図 3-4）に示す通りである。分布を概観すると、第二次産業就業者割合が低い都市
は概ね自市区町村従業者割合が高い都市である。第二次産業就業者割合が高くなると自市区町村従業者割合が
高い都市・低い都市と傾向が分かれる。
　第二次産業就業者割合を全国値である 25.6%、自市区町村従業者割合 50% を基準に 4 象限に分類した（図
3-5）。（図 3-4）の青線は区分線である。Ⅰは第二次産業就業者割合が低く、自市区町村従業者割合が高い［市
表 3-4. 象限別の自治体数（工業化）
市
Ⅰ 13 19% 10 38% 6 15%
Ⅱ 48 72% 15 58% 34 83%
Ⅲ 3 4% 0 0% 1 2%
Ⅳ 3 4% 1 4% 0 0%
67 100% 26 100% 41 100%
第⼆次産業就業者割合×⾃市従業者割合
単独 ⼯業団地 両⽅
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3.　工業団地都市と単独企業工場都市の比較
図3-6. 工業都市3分類別の分布（工業化）
出典：平成 26 年羹堯統計表「市区町村編」データより筆者作成
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3. 工業団地都市と単独企業工場都市の比較
内従業非第二次産業都市］である。具体的には青森市、佐世保市などが該当する。自市で従業する人が多いが、
その従業先は第二次産業以外のサービス産業や農漁業である可能性が高い都市である。Ⅱは第二次産業就業者
割合が高く、自市区町村従業者割合も高い［市内従業第二次産業都市］である。具体的には四国中央市、北上市、
日立市などが該当する。この象限に当てはまる都市は地域の工業用地が地域の人口に結びついている可能性が
高く、工業化が市街地を形成する大きな力になっていると考えられる。Ⅲは第二次産業就業者割合が低く、自
市区町村従業者割合も低い［市外従業非第二次産業都市］である。具体的には筑紫野市、名取市、江別市など
が該当する。Ⅳは第二次産業就業者割合が高いが自市区町村従業者割合が低い［市外従業第二次産業都市］で
ある。具体的には燕市、袋井市、磐田市などが該当する。ⅢとⅣは他市で就業する人が多く、他市のベッドタ
ウンとなっている可能性が高い都市である。Ⅳでは第二次産業従事者が多いにも関わらず自市で働く割合は低
く、市内の働く場の不足やミスマッチの状態がある可能性も考えられる。
　3-3-2.　工業都市 3分類別の分布
　工業都市３分類別の分布と各象限に該当する都市の割合を（図 3-6）（表 3-4）に示した。全ての工業都市で
Ⅱ象限（市内従業第二次産業都市）の割合が高いことが分かった。工業都市の種類に関わらず、大規模工業用地
は地域内の人口と一定の関係性を持つといえる。
3-4.　本章のまとめ
　本章では、1960 年代以降に工業用地が立地した都市が工業用地を持つ都市の中でどのように位置付けられ
るのか、対象都市を【工業団地のみを持つ都市】【単独工業用地のみを持つ都市】【両方をもつ都市】の 3 つに
分け、統計データを用いて分析することを試みた。
　3-3-1. 都市化の分析では、特に特徴のある分布は読み取ることはできなかった。3-3-2. 工業化の分析では、
工業都市の種類に関わらず、大規模工業用地は地域内の人口と一定の関係性を持つことが明らかとなった。
　都市化の様相は工業用地の有無のみならず、地形的制約や近隣市町村の関係性から影響を受けるため、工業
用地の分類によって傾向を読み取ることは困難であった。近年の工業立地と市街地形成の実態は、単一産業や
単一企業である等、工業用地の種類によっては規定されず、個別化が進んでいる可能性が高い。また、【工業
団地のみを持つ都市】が少く、【両方をもつ都市】が多いことから、かつては単独工業用地のみであった都市
も時の経過と共に工業団地を持つようになる等工業都市の実態は複層化していることが考えられる。
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工業団地都市の工業化と都市化の実態
−北上市のケーススタディ−
第 4 章
4. 工業団地都市の工業化と都市化の実態—北上市のケーススタディ—
第４章　工業団地都市の工業化と都市化の実態—北上市のケーススタディ—
４-1.　本章の目的と調査概要
４-1-1.　本章の目的
本章では、1960 年代以降に工業団地が立地した都市において工業化と都市化がどのように進展していった
のか、実態を明らかにすることを試みる。実態調査においては岩手県北上市を対象とする。
４-1-2.　調査の概要
まずは文献資料や古地図等の各種データより、同市の工業化と都市化の進展過程を把握することを試みる。
その上で同市の自治体にヒアリング調査を行い、事前調査では明らかにならなかった点を補足しつつ、工業立
地に際して自治体はどのような方針を持ち対応していたのか等、自治体と工業団地の関係性について明らかに
する。また、同市の工業団地に立地する企業へのアンケート調査により、従業員の居住地の変化や企業の住宅
支援の実態について把握する。
4-2.　北上市の概要
（1）北上市の概要
北上市は、岩手県のほぼ中央に位置しており、古くは北上川舟運の河川商港や宿場町として栄えてきた。現
在では、東邦新幹線、東北自動車道、秋田自動車道など高速交通体系に恵まれた交通の要衡としての地位を高
めている。平成 3 年に旧北上市、和賀町、江釣子村との市町村合併を経て、事業者誘致を核とした政策を掲げ、
県内最大の内陸工業都市として発展してきた。（図 4-1）
図 4-1. 北上市地図
北上駅●
東北新幹線
JRK北上本線
工業団地
国道4号
東北縦貫自動車道
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　人口はこれまで増加傾向が続いてきたが、平成 22 年の国勢調査による人口は前回調査を 1,183 人下回る
93,138 人となっている。しかし平成 27 年国勢調査の速報値では 93,591 人と 0.5％増の微増傾向にある。（表
4-1）人口構成は、団塊世代と団塊ジュニア世代が多く、次第に年少人口が少なくなる日本の都市の典型的な
傾向を持っている。（図 4-2）
　平成 26 年工業統計調査によると、従業員数は 12,783 人で県内第一位、製造品出荷額は 3,776 億円で県内
第二位、事業所数は 232 事業所と県内第三位となっており、岩手県において中核的な工業都市であるといえる。
表 4-1. 北上市の人口等
表 4-2. 北上市工業団地の概要
人口
人口増減率
（前回調査比）
面積 人口密度 世帯数
世帯数増減率
（前回調査比）
北上市 93591 0.5 437.55 213.9 35812 5.1
岩手県 1279814 -3.8 15275.01 83.8 491725 1.6
【出典】平成27年国勢調査人口速報集計結果より
工業団地名 分譲開始（西暦） 面積（Ha) 立地企業数 分譲中
北上工業団地 1966 120 26
飯豊西部中小企業工業団地 1980 19.7 17
村崎野西部工業団地 1954 21.3 9
北上機械鉄工業団地 1964 6.9 17
和賀川東部工業団地 1959 18.3 3
北上南部工業団地 1967 197.7 75 ◯
後藤野工業団地 1985 90.4 13
堅川目工業団地 1965 27.4 11
北上産業業務団地 1997 36.9 32 ◯
【注】2016年7月時点のデータによる
【出典】北上工業団地パンフレットと高橋慎二（2010）をもとに作成
（2）工業団地の概要
　（表 4-2）は市内の 8 つの工業団地と産業業務団地（オフィスアルカディア）の概要を示したものである。
産業業務団地は地方拠点法に基づく事業として全国で初めて地域振興整備公団（現 UR 都市再生機構）により
整備されたものであり、オフィス機能や研究開発に取り組む企業等の活動拠点となっている。
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4-3.　北上市における工業化と都市化の実態
（1）工業化の進展
　北上市は元来、広大な北上平野と豊かな水資源を背景に農業が盛んに行われており、主力産業として成長し
ていた。観光資源に恵まれた花巻、商業で発展する水沢（現奥州市）に隣接していた同市は他の町とは違う工
業に活路を見出したことが工業誘致に取り組むきっかけであった。工場誘致の取り組みは、戦前の工業高校の
設置による技術者の育成から始まっている。
　工場誘致の取り組みは別名「次男坊、三男坊対策」と言われており、子どもたちの雇用・生活環境を整備し
ていくことも大きな目的であったとされている。当時は専業農家の実家の跡取りは長男が担うとしても、次男
以降は家を出るという暗黙の了解があった。こうした懸念を払拭するためにも身近に働く場があるべきだ、と
工場誘致に町をあげて取り組んでいた。
　戦後は工業振興をさらに進めるため、昭和 27 年に黒沢尻町を中心とした 1 町 8 ヵ村で「工場誘致促進協議会」
が発足した。その翌年には協議会のうち 1 町 6 ヵ村が合併し旧北上市が誕生した。農工併進の施策を進めなが
らも工業振興に力点をおくことが新市誕生の理念であった。市は「工場誘致条例」を制定し、独自に大規模な
内陸型工業団地などを造成していく。
　昭和 36 年には岩手県で初めて開発公社を設立し、工業団地造成や工場誘致などをスムーズに行えるよう取
り組んでいった。合併後 20 年程の間で現在市内にある工業団地 9 つのうち 6 つが分譲を開始した。昭和 40
年台に高度成長の時代になり企業進出が活発化した。分譲開始後には国道や東北新幹線など交通インフラの整
備も進み、現在では分譲中の 2 つの団地を除き、完売状態である。
　北上市の工業は完成品ではなく、ものづくりの過程を支える金型やめっき等基盤技術関連企業の集積が高い。
これまではこの集積力が地域発展の原動力であったが、バブル崩壊に端を発した不況や円高、産業の空洞化な
どの影響により例に漏れず、厳しい経済環境に置かれていた。こうした危機感から新たな価値を生む技術革新
の推進やものづくり人材の育成に取り掛かっている。
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（2）工業化に伴う市街地の変化
　工業団地の造成に伴って新規の住宅団地等が作られる動きは文献資料などからは把握されなかった。しかし、
当時の岩手県では土地区画整理事業は他県よりも進んではいない状況であったが、中でも北上市では県内で最
も多く実施していたようであった。（表 4-3）にあるように、多くの区画整理事業が工業団地の造成、分譲開
始時期と重なるように行われており、直接的な関係性はなくとも、工業化により開発事業の機運が高まった可
能性が考えられる。市施行の区画整理事業では駅周辺の市街地が整備されていった。（図 4-3・北上駅周辺）
　組合施行の区画整理事業をみていくと、例えば昭和 30 年代に施行された鍛治町と上野町の土地区画整理事
業は良好な畑地帯を地元有志の盛り上げで開発した経緯があり、当市の組合事業の先駆者であったとされる。
また、昭和 46 年〜 50 年に組合で施行された北上南部地区の区画整理事業は、畑や山林原野のほか一部に水
田があるのみの何もないような場所での典型的な新開発型の事業であり、北上市街地から 4km ほど離れた新
天地に新市街地を形成したとされている。この区域には公社による建売住宅や市営、県営住宅、国鉄操車場宿
舎などの公的投資が活発なことや国道 4 号線や統合小中学校、北上南部工業団地も近いことから民間建築も旺
盛であった。結果として、事業完了を見ないうちに新市街地建設の勢いが急激に高まり、新たな住居環境づく
りとして成功を収めたとされている。この様子は地形図からも確認できる。（図 4-3・北上南部区画整理事業
区域周辺）
　北上開発公社を設立し、本格的な工業団地造成と企業誘致を行った北上工業団地の周辺は、昭和 43 年時点
では農地と集落が広がるような場所であった。しかし、当工業団地が造成され企業が立地し始めるにつれ、次
第に周辺の市街地が形成されていった。大きな住宅団地が出来る等極端な変化はみられない。（図 4-3・北上
工業団地周辺）
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表 4-3. 北上市工業化と都市化の年表
図4-2. 北上市の人口構成
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4. 工業団地都市の工業化と都市化の実態—北上市のケーススタディ—
4-4.　自治体との関係
4-4-1.　本章の目的
本章では、工業化に伴う市街地の変化について文献資料や古地形図では明らかにならなかった点を明確にす
ることを目的とする。具体的には１）工業化に伴って行政がどのような計画や施策を行ったか　２）工業化に
伴う市街地の変化をどのように把握していたかを明らかにする。
4-4-2.　調査の概要
実施日時：2016 年 9 月 14 日 13：00 〜 15：00
場所：北上市役所本庁舎
対象：北上市商工部企業立地課
方法：インタビュー形式の聞き取り調査を行った。質問の項目は大きく 3 つの段階に分けて設定した。質問の
趣旨については（表 4-4）の通りである。なお、北上市には複数の工業団地が存在し、それぞれ造成や工場立
地のタイミングが異なるため、基本的には 2 つの主要な工業団地（北上工業団地・北上南部工業団地）につい
て伺うこととした。ヒアリングの過程で付随して出てきたその他の工業団地に関する情報も調査結果に反映し
ている。質問内容の詳細は（参考資料 4-1）を参照されたい。
4-4-3.　調査結果と分析
ヒアリング調査の結果を（表 4 − 5）にまとめた。ヒアリング結果の全文は（参考資料 4 − 2）を参照されたい。
（1） 団地造成を進める段階について
① 既成市街地との関係性
北上市では合併前市町村が造成した工業団地を除き、ほとんどが比較的住宅地に近接している。立地企業は
従業員の生活や生産活動においてメリットを感じてもらえており、その効果もあってか北上工業団地では同時
期に整備された他の自治体の工業団地より早く分譲が進んでいったようである。
　北上工業団地の造成時には既成市街地の用途純化が考えられていた可能性がある。当時は市の中心である北
上駅の東側に木材産業の集積があり、製材加工の段階で災害があったり、石炭が積んであったりと環境的な問
題があった。北上工業団地を作って最初にそれらの木材加工や石加工の工場が移っていった。結果として市街
地に近接していながらも当時としては中心部から少し離れた場所に工業団地を作り、用途分化が図られている。
　北上南部工業団地が位置する相去地区は農村地帯と地区の世帯数の半数以上が集中して居住する大堤住宅団
地がある地区である。立地に際して周辺住民からの反対が強かったのではないかと推測したが、北上工業団地
を経てからの開発であったこともあり、市民や庁内の認識、理解が高かったようである。元々国道沿いに小さ
い工場集積があったこともあってか、反対圧力などもほぼなかったという。大堤住宅団地は市内においてもグ
レードの高い住宅地でありながらも工場の近接に際して大きな反対運動が起こらなかったのには地形的な条件
が理由の 1 つとして考えられる。周辺の緩衝帯や和賀川の河岸段丘で一段低くなっている地形的特性から工業
と住宅が上空からみた単純な位置関係以上に分離されていると考えられる。
② 基盤整備の方針
北上工業団地では企業によっては鉄軌道の引き込み線を持っていたため、貨物輸送も想定して立地を検討し
たと考えられるが、工業団地の製造品を考えればほとんどが陸送だと考えられるという。また、現在は JR 東
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北本線近くの工業団地という位置付けであるが、造成当初は国道 4 号線が脇を貫いており、それが画期的であっ
たとされる。工業用水と下水道は完備されており、水処理関係の設備を完備することで立地上の制約が生まれ
ることは特になかった。
　北上南部工業団地は元々国道 4 号線が通っており、基本的には陸送が考えられていた。下水道は完備されて
おり、工業用水はすぐに引き込める環境は作ってあるが、コストが高いため使わずに地下水や上水道を使って
いる企業がほとんどであり、引き込んでいない。
③ 都市計画部局との連携について
北上工業団地を造成した当時は、造成に関わる法律が今ほど厳しくなく、通常必要となる調整池や緩衝帯が
ないことから都市計画に関する相談はあまりしていなかったのではないかと推測される。北上南部工業団地を
造成した際には IC などと一体的に整備したため、ある程度の協議はあったと推測されていた。
（2） 企業誘致を進める段階について
① 市街地開発事業や公営住宅等整備の実施状況
北上工業団地が作られた時期には、県の公営住宅や市の公営住宅、雇用促進住宅などが作られていたが工業
団地に合わせて作っていたかなど、直接繋がりがあるかどうかは分からなかった。北上南部工業団地の造成時
には、造成以前から周辺では区画整理事業が行われており、大規模な住宅団地が既に形成されていた。
② 民間事業者の動き
民間事業者による大規模な住宅団地などは存在しない。しかし、農家の次男・三男は工場が出来て職を得たが、
地元に残ったとしても家を建てる必要性はあった。その場合、自分の実家の周りの農地を潰して建てることが
多いが、流れとしては街なかに住宅が建つこともあったかもしれない。
③ 企業の従業員住宅等整備の動き
北上工業団地近くでは明治製菓が寮を作っており、東京製綱が工業団地の中に昔は寮を持っていた等、一定
規模以上の事業所は従業員住宅を整備していたことが推測される。東京製綱の寮について、工業専用地域の中
であるため現在は法律違反であるが、当時は会社の連担した土地の中に社員用の宿舎を建てることができたた
め、当時は可能だった。ただし、全体的には寮を作った企業はあまりなかったようである。それは、裏を返せ
ば地元からの労働者を集められるという当時の北上工業団地の利点であった。南部工業団地では企業による従
業員住宅はほとんど整備されていないと認識されていた。
（3） 企業誘致後の段階について
① 工場労働者の内訳
事業所の労働力源は主に農家の次男三男であった。昭和の終わり頃までは、農家の長男以外は 15 歳になる
と親元を離れて東京へ集団で出ていく事が当たり前の社会だった。工業団地作りは「次男坊三男坊対策」とも
言われている。ただ、外から人が入ってくることは想定されていたと思う。
② 経済や法制度の変化による影響
リーマンショックは打撃が大きかった。というのも北上市内の工業は完成品を作っている会社はほとんどな
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く、部品を作っているところ多い。完成品が売れないと部品も全然売れず、部品単体で営業をしていくのも難
しかった。一方で業種に偏りがないので、厳しい中でもなんとか持ちこたえたという側面もある。
　産業の空洞化はあまりしなかった。海外展開した会社はあるが、拠点は増やして市内工場も活かすという両
立を図る企業が多かった。出ていって戻ってくるという動きもなかったが、根っこを残してくれた企業が多かっ
た。
　派遣法改正により製造業派遣が解禁した後には、オフィシャルには数えられない住民票の登録のない人が増
えたと実感されていた。その後の規制強化の流れでは、リーマンショックの時に「派遣切り」という言葉が出
来てから派遣のイメージが悪くなった。派遣切りのタイミングで仕事をやめ北上を離れる人が増え、アパート
も空室が増えた。しかし現在はアパートの空きがないと聞くので、一時的な現象だったと考えられる。実家か
ら通い、農業やりながら安定した固定の給料を求めた人が多かった為、非正規の方が柔軟に働けて都合がいい
という人が多くいた。また、会社側も派遣とはいえ切ることはないという暗黙の了解があった。しかし現在は
非正規でいるのが怖いと考える人が増え、給料が安くなっても、正社員として雇ってほしいという人が増えた
という。
③ 都市構造や土地利用の変化
　小さい工業団地の多くは準工業地域の用途指定がなされているため、工場の近くにパチンコ店や住宅が隣接
している。ただこれは工業団地が立地した後の動きというよりは、元々住みよいエリアだったところを工業団
地にしてしまった結果として用途混在が起こっていると考えられる。
　また、藤根駅周辺はもともと小工場しかないようなエリアだった。都市化に伴ってスプロール開発が起き、
無秩序に住宅が建ち始めた。江釣子駅周辺も同様で土地安く、道路などの基盤整備状態もあまり良くないが、
住宅が建っていった。
　北上駅周辺も 30 年前は、駅の前に田んぼがあったような場所だった。そうしたものも全然なくなった。密
度の変化はもちろんあるが、H22 まで人口が伸び続けており、それと併せて開発が進んだようなゆるやかな
変化である。
　近年の変化では、東芝が新しい工場を作るという発表があった。結局、未実現に終わったが、民間事業者が
敏感に反応した発表された段階でマンションとホテルが駅前に建った。
④ 労働者人口の定着
　昭和 30 年代から企業の進出が始まっており、現在工業団地で働いている人は二代目、三代目となっている。
両親や祖父母が工場で働いている姿を見て育ってきた世代であり、まじめで黙々と働くと進出企業に褒められ
る。
　昔は正社員になればそこで家庭を持ち、定住するというパターンがほとんどだった。しかし近年では非正規
雇用が増え、不安定な状況であるため、住環境を整える必要性について検討されている。しかし、あまり人材
が流出している実感はなく、地元志向が高いという。地元工業高校の地元企業への就職率は低い年で 35％く
らいである。両親も子供の数少なくなってきているので地元で働いて欲しいと思っている人が多い。
　一方で最近では引き抜きの話もある。規模の大きい事業所を持つ単一企業では、外国人労働者が増えている。
その中で優秀な従業員を投入したいということで白羽の矢が立っている。
 
⑤ 工場労働者が特定地域に居住しているか
　北上工業団地周辺の区画整理は関係あるかもしれない。ただ、人口が伸びる中で区画整理が進んだ、人口が
伸びる要因が当時の工業化だったという緩やかな変化である。
　南部工業団地の周辺には大堤住宅があるが、南部工業団地よりずっと前に出来た古い住宅である。その周辺
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にある市営住宅や県営住宅、民間の住宅団地も工業団地できる前からあったのであまり関連性はないのではな
いか。また、工業団地で働いている層で大堤団地に住んでいる人はあまりいないと推測される。大堤住宅も代
替わり、新陳代謝の時期にきており、建て替えが進んでいる。
　一部の準工の工業団地周辺に住宅が建ち、そこが物流センターに隣接している。日影問題などを心配して様
子を見ていたが、会社は住宅の人と仲良くやっているようで、住宅の何軒かは物流センターで働いてると聞い
たこともある。
　北上だけでなく花巻にも同時期に工業団地が出来たりしていたので、北上単体での動きは分かりづらい。花
巻から北上で仕事をしに来る人も多い。
　企業城下町はあえて作らないように意識していた。近隣にある釜石市などの様子を見ており、殿様なき城下
町をみてきて、企業城下町が作れるような機運こそなかったが、自分たちは作らない道を選んだ。
 
4-4-4.　小括
１）工業化に伴って自治体はどのような方針を持ち、施策を行ったか
　本論文では 1960 年代以降の工業団地によって発展した都市では企業立地に際して「行政が総合的に計画、
整備することで都市化が進展していったのではないか」と仮説立てていた。しかし、ヒアリングからは工業立
地に際して、北上市はゾーニング等で土地利用を誘導することはあっても、都市全体の計画に工業用地を位置
付け、住宅地を整備していくような積極的な姿勢はみられなかった。
　また、重要な基盤整備（インターチェンジの設置など）等においては都市計画との協議があっても、基本的
には産業振興部局と都市計画部局との間の連携は意図的に行われておらず、それぞれの理論で進んでいるよう
であった。
２）　工業化後の市街地の変化をどのように把握していたか
　工業用地に企業が立地し始めてからも、徐々に都市化は進んでいき、工業化は長期的に都市の姿を大きく変
えていったことは明らかであるが、工業立地により市街化が進んだ具体的なエリアなどは把握されていなかっ
た。
　本論文では「工業団地によって発展した都市では、従来の工業化の過程で発生していた諸問題が生じなかっ
たのではないか」と仮説立てていたが、北上市においては従来のような課題はほとんど生じておらず、住工が
共存している様子が伺えた。また、経済不況や法制度の変化による市街地の衰退は一時的であり、環境悪化等
も問題になっていない。自治体や立地企業、民間企業は特に積極的な住宅整備を行っていないが、市街地の無
秩序な拡大や住宅の質の低下なども深刻な問題となっていない。また、市内にある大規模な住宅団地では住宅
の建て替わりも起きていることが分かった。
　「工業用地とその周辺についてはよく計画されている一方で、都市の縮小を考える上では、工業用地の位置
付けや方針は十分に検討されていないのではないか」という仮説に対しては、ヒアリング対象がコンパクトシ
ティ関連施策を担う部局ではなかったため、直接的な回答を得ることはできなかった。しかしながら前述の通
り、基本的には産業振興部局と都市計画部局との間の連携は意図的に行われておらず、それぞれの理論で施策
が進んでいる様子から、一体的な計画・施策は考えられていないのではないかと推測される。
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表 4-6. アンケート回収率（工業団地別）
北上 北上南部 堅川⽬ 北上機械鉄 村崎野⻄部 和賀川東部 飯豊⻄部 後藤野 北上産業業務 合計
全企業数 28 77 11 16 10 3 16 13 24 198
不到達 0 8 2 2 1 0 0 0 1 14
配布企業数 28 69 9 14 9 3 16 13 23 184
回収数 15 18 0 4 4 1 6 2 4 54
回収率 54% 26% 0% 29% 44% 33% 38% 15% 17% 29%
4-5.　工業団地における企業の立地経緯と従業員への住宅支援の実態
4- ５-1.　本項の目的
　本項では、北上市の工業化に伴ってどのように都市化が進んでいったのか、北上市の工業団地に立地した企
業の住宅支援の実態と従業員の居住地の変化から分析することを試みる。
4 − 5 − 2.　調査の概要
実施期間：2016 年 10 月 26 日（水）〜 11 月 25 日（金）
対象：北上市商工部企業立地課ホームページの団地概要・立地企業に掲載されている企業（2016 年 10 月時点）
198 社。同企業の複数事業所は除いた。
方法：調査票を郵送し、郵送または FAX にて回答を得た。
有効回収：回収率は 29% であった。団地別の回収率は（表 4-6）の通りである。
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図 4-4. 業種
図 4-5. 回答企業の従業員規模
　回答企業の業種は（図 4-4）の通りである。57% と半数以上が製造業であり、全体の約６割が第二次産業で
ある。回答企業の規模は従業員数が 1 〜 30 人の中小規模が全体の 6 割を占めている。それ以上の中規模、大
規模の企業はそれぞれ１割強程度である。回答企業の従業員数は最大で 650 人、最小で 1 人であった。なお、
1 人の企業は 1 社のみで、近年になって事業規模を大幅に縮小した企業であった。（図 4-5）
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図 4-6.  回答企業の本社所在地
表 4-8. 立地年別企業数
表 4-7. アンケート質問内容趣旨
⽴地年 企業数
S40以前 5
S40-50 11
S51-64 17
H1-10 12
H11- 8
回答なし 1
N=54
質問の趣旨 質問の項⽬
属性情報 業種・企業名
⽴地経緯・操業状況 本社所在地・操業開始時期・⼊居理由・北上市に対する考え
住宅⽀援状況 従業員出⾝地・現住地・住宅⽀援内容（独⾝寮/家族寮の整備、住宅斡旋や家賃補助など）
内容：質問内容の主軸は１）北上市の工業団地に立地する企業がどのような経緯で北上市に会社を構え、操業
をしてきたか 2）そこで働く方々がどこから来て、どのように住宅を持ち暮らしていったのかで、ある。各主
軸に沿って（表 4-7）のような質問項目を作成した。質問内容の詳細は（参考資料 4-3）の通りである。回答
の形式は選択解答、一部自由記述とした。
4-5-3.　分析結果
(1) 立地までの経緯について
　本社所在地の内訳を見てみると、アンケート送付先住所（＝北上市工業団地内）が本社である企業と県外他
市に本社がある企業が 4 割ずつであった。県内他市に本社がある企業は 1 割と少なく、県外の本社所在地は東
京や神奈川など首都圏の会社が多く、東北の事業所として北上市に事業所を構えている可能性が高い。本社が
北上市内の工業団地である企業は当地創業企業か本社移転をした企業のどちらかであるが、今回のアンケート
調査では把握していない。（図 4-6)
　立地年は（表 4-8）のように昭和 40 年から平成 10 年の約 30 年間に集中している。これは工業団地の造成
が行われた時期に順調に企業が入居したことを示していると考えられる。
48
4. 工業団地都市の工業化と都市化の実態—北上市のケーススタディ—
　入居理由は選択肢には大きく分けて【ヒト（人材の量や質、関連企業との繋がり）】【モノ（インフラ、敷地
規模、立地など工業用地そのもの）】【カネ（土地の価格、行政からの支援）】と【既存の企業】があった。
　【B. インフラが整っている】が 27 票と 54 社のうち半数以上が道路や鉄軌道、水道などのインフラ条件を理
由に入居している。また、【C. 土地・敷地の大きさが丁度いい】も 21 票を得ている。北上市では企業立地の
需要に合わせてロットを細分化して分譲を行うなどをしているがそのような柔軟な対応が関係していると考え
られる。【G. もともと北上市に事業所を構えていた】という理由も 16 票得ており、北上市では既存の工業集
積エリアを囲う形で造成した工業団地の存在や団地造成後の工場の立地誘導が影響していると考えられる。ま
た、北上市の工業団地に関する文献資料 * では市街地近くに立地したことが早期完売に繋がったと言われてい
るが、【A. 市街地近くに立地している】は 9 票であり、本アンケートでは大きな要因であると読み取ることが
できなかった。（図 4-7）
図 4-7. 入居理由
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図 4-8. 北上市に対する考え
(2) 北上市の都市環境に対する考えについて
　北上市に対する考えについて 5 段階評価で質問した。居住環境、交通利便性、生活利便性の 3 点において、【や
やそう思う】・【そう思う】と回答した企業が 6 〜 7 割おり、都市環境が良好であると認識されている。一方で
土地の価格が安いエリアが多いに対しては 4 割程度の企業しか【ややそう思う】・【そう思う】と回答していな
いことから、価格は安いわけではないが環境が良いと認識している企業が多いと考えられる。
　また、住宅地と工場地が的確に分離されていると考える企業が 8 割と多くを占めており、事業所と住宅間で
のトラブルを懸念している企業も 2 割に満たない。北上市の工業団地は比較的市街地に近接して立地している
ものが多いが、市街地に近接しつつも住宅地との分離が的確に行われていることが推測される。（図 4-8）
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 (3) 従業員の住宅確保のための支援について
① 従業員の出身地と現住地
　住宅確保の支援について分析するにあたり、住宅が必要になる経緯の一つとして従業員の出身地が関係する
と考えた。また、住宅支援の結果が従業員の現住地に現れるのではないかと考え、アンケート調査の項目に追
加した。アンケートの結果を基に、従業員の出身地と現住地を割合ごとに集計したものが（図 4-9）である。
　従業員の出身地は市内出身者が 4 〜 8 割ほどである企業が 33 社、県内他市出身者が 1 〜 4 割ほどである企
業が 34 社と最も多かった。このことからほとんどの企業が市内と県内他市出身者で構成されていることがわ
かる。県外（西日本）出身者が 1 〜 2 割いる企業は 5 社のみで、県外出身者はほとんどが東日本からである
ことがわかる。
　従業員の現在地は市内に居住する従業員が 4 〜 8 割である企業が 32 社、県内他市に居住する従業員が 1 〜
4 割である企業が 30 社と多くを占めている。（図 4-10）
　市内に限定して現住地の内訳をみてみると、どの地域も 1 〜 2 割ほどの従業員が居住している企業が多く、
黒沢尻北・東・西と立花地区（中心市街地とその周辺エリア）に 2 〜 6 割ほどの従業員が居住している企業が
15 社あることがわかった。（図 4-11）
　回答企業の従業員出身地割合に従業員数をかけ合わせたものを（図 4-12）に表した。56% が市内、34% が
県内他市であることから 6 〜 9 割は通勤圏内に居住していると考えられる。つまり工場の立地に伴って市外・
県外から人が流入したというよりは、市内や周辺市に居住している人々の働く場所が出来た側面が強いといえ
る。
　出身地と同じように算出した現住地をみても、7 割近くは通勤圏内に居住していることがわかる。100 人以
上など規模の大きい事業所では従業員の現住地を把握していない所が多く、【把握していない】割合が 31% を
占めている。（図 4-13）
　従業員の現住地について市内の内訳を見てみると（図 4-14）のようになる。住民基本台帳における地域別
人口割合（図 4-15）とほぼ同じような割合構成であることから、工業従事者が偏って居住しているエリアが
ないということ、市内居住者の多くが工場従事者であるため、全人口の割合との差が現れないことが可能性と
して挙げられる。
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図 4-9. 従業員の出身地割合別企業数
図 4-10. 従業員の現住地割合別企業数
図 4-11. 従業員の現住地割合別企業数（市内）
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図 4-12. 従業員出身地 図 4-13. 従業員現住地
図 4-15. 地域別人口割合図 4-14. 従業員現住地（市内）
出典：北上市都市計画マスタープラン地区別構想
より筆者作成
② 企業の住宅支援状況
　従業員の住宅支援（独身寮や家族寮の整備、住宅の斡旋、家賃補助など）を実施したことがある企業は 24
社と回答企業の 44％であった（図 4-16）。また、独身寮・家族寮共に住宅の取得方法は自社所有物件と賃貸
住宅の借り上げとの間に偏りはみられなかった。（表 4-9）
　住宅支援を行った理由として最も多かったのは【C. 市外など地方からの転勤者が多いから】であった。前述
の質問項目で、従業員の 6 割ほどは市内の出身地であることが明らかとなっている。従って、企業が行った支
援のほとんどは、4 割程度の通勤圏外出身者の住宅確保のため行ったと考えられる。（図 4-17）
　また、支援を行わなかった理由も【C. 実家から通う従業員が多いから】が最も多い。このことから、市内に
住んでいても工場近くに住居を移させる傾向はなく、そのための住宅確保支援も行っていないことが分かる。
【A. 従業員の人数が少ないから】と回答する企業も見受けられ、中小企業が集まる工業団地では住宅確保支援
は最小限に留められ、積極的に行われていないことが分かる。（図 4-18）
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図 4-16. 住宅支援の実施状況
表 4-9. 支援した住宅の取得方法別件数
⽀援件数※ 独⾝寮 家族寮
⾃社所有 6 2
借り上げ 7 1
※同⼀企業でも⽀援した時期が異なるものは重複して数えるため
図 4-17. 住宅支援を行った理由
図 4-18. 住宅支援を行わなかった理由
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③　住宅支援パターン別にみた企業の性質
　住宅支援を行った企業のうち、独身寮と家賃補助の両方を行った企業が 5 社、独身寮の整備のみを行った企
業数は 6 社、家賃補助のみを行った企業は 13 社あった。独身寮を整備した企業の一部は家族寮も整備し、家
賃補助のみを行う企業の一部は住宅斡旋も行っていることがわかった。家族寮のみを整備する企業はなく、住
宅斡旋のみを行っている企業は１社であった。
　従って、住宅支援の組み合わせは（1）独身寮と家賃補助（2）独身寮のみ（3）家賃補助のみの 3 パターンである。
本項では各パターンに属する企業の傾向について分析する。各パターンの対象一覧を（表 4-10）に示す。
1. 独身寮 + 家賃補助
　独身寮と家賃補助を実施している企業 5 社は、中小規模の事業所で市外に本社を持つ企業という共通点があ
る。また、従業員の出身地は県外出身者が一定数いる、もしくは県内他市出身者の割合が比較的多い企業であ
る。従業員数は 10 人から 90 人と中小規模であり、大規模な事業所が独身寮整備と家賃補助をするという傾
向はみられなかった。U 社を除く 4 社は市外に本社を構える企業である。U 社は市内の団地に本社を構えてい
るが、U 社の独身寮は自社所有地の戸建て住宅 1 戸と他が全て集合住宅であることに対して特殊な条件である
ことから例外事例と考えられる。業種や操業開始時期、立地する工業団地に傾向はみられなかった。
2. 独身寮のみ
　独身寮の整備のみを実施している企業は 7 社、全てが製造業（近年廃止した事業を含む）の企業であり、現
在まで支援を継続している企業は従業員 300 人以上の大規模事業所のみである。
操業開始時期や立地する工業団地に傾向性はみられなかった。7 社のうち、半数以上の４社は現在、独身寮の
支援を廃止または廃業した企業である。支援を継続している企業は K 社、T 社、X 社の３社であり、この３社
の共通点は比較的大規模の事業所であるということである。K 社は現在の従業員は 20 名と小規模事業所であ
るが、東京に本社を持つ大企業の子会社であり、平成 27 年に子会社解消の決議がとられている。北上市企業デー
タベースによると平成 28 年 9 月時点での従業員数は 390 人と大規模事業所に相当する。K 社は自社所有地に
100 戸の独身寮を所有していたが、その後廃止し平成 23 年以降は同規模の集合住宅を借り上げている。
3. 家賃補助のみ
　家賃補助のみを実施している企業は最も多く 13 社あり、そのうち 5 社は住宅斡旋も併用して行っている。
大規模事業所はなくすべてが中小規模の事業所であるが、これらの企業は業種、操業開始時期、立地工業団地
など、どの項目でも傾向性はみられなかった。また、住宅斡旋を併用する企業の傾向性も特にみられなかった。
表 4-10. 住宅支援パターン別企業数
独⾝寮と家賃補助 5 1 家族寮・住宅斡旋
独⾝寮のみ 6 2 家族寮
家賃補助のみ 13 5 住宅斡旋
住宅斡旋のみ 1
合計 25
企業数 うち+αの⽀援を⾏った企業
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4. 工業団地都市の工業化と都市化の実態—北上市のケーススタディ—
 ④　支援された住宅の分布状況
　住宅確保支援を団地別にみると全ての支援において北上工業団地の立地企業によるものが多いことがわか
る。（表 4-11）これは当工業団地が既存の工場集積を後付けで工業団地としたものではなく、更地を造成して
工業団地を作り、企業誘致を行った工業団地であること。また、その中でも最も古い工業団地であることが事
由であると考えられる。
　（図 4-A）は供給された独身寮と家族寮の規模と立地を示したものである。市内の地域特性を表した（図
4-B・表 4—A）と照らし合わせると、独身寮・家族寮共に中心市街地と新興住宅地に立地していることが分かる。
　独身寮が多く立地したのは黒沢尻 3 地区（中心市街地）と飯豊地区（新興住宅地）であり、飯豊地区は北上
工業団地を囲うように広がる新興住宅地である。規模は 1 戸から 100 戸と企業によって様々であり、現在は
支援をしていない独身寮も多い。家族寮については黒沢尻西地区（中心市街地）と鬼柳・相去地区（新興住宅地）
に立地している。
　市内の中心部周辺に立地している企業の支援している住宅は独身寮・家族寮共に中心市街地か事業所周辺、
またはその両方に立地しており、あえて事業所から離れた場所に住宅を支援する傾向はみられなかった。中心
部から離れた場所に位置する工業団地に立地する企業は独身寮を中心市街地に持ち、家族寮を事業所近くに持
つ、家賃補助の支援も行うなどの住宅支援を行っている。
　立地を選んだ理由として最も多かったのは【a. 事業所への近さ】であった。また、【c. 住環境の良さ】や【e. 交
通利便性の良さ】【b. 価格の安さ】を相対的に考えて選択する企業が多い。【h. 仲介業者等の勧め】で選択した
企業も複数あり、それらの企業の立地選択に偏りはなかったため仲介業者はそれぞれの要望に応じて物件を紹
介していると考えられる。（表 4-12）
企業数 独⾝寮 家族寮 斡旋 家賃
北上⼯業団地 5 1 5 7
北上南部⼯業団地 1 0 0 4
村崎野⻄部⼯業団地 1 0 0 1
和賀川東武⼯業団地 1 1 0 0
飯豊⻄部⼯業団地 0 0 0 1
北上機械鉄⼯業団地 1 0 0 1
産業業務団地 1 0 1 1
後藤野⼯業団地 1 1 0 1
合計 11 3 6 16
表 4-11. 工業団地別住宅支援件数
表 4-12. 立地選択理由
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1
5戸未満
家族寮 独身寮廃止
戸数不明
20 戸未満
100 戸未満
●
●JR北上本線（鉄道駅　　）
国道4号
工業団地
東北縦貫自動車道（IC　　)
？？ ？
A
B
E
I
F
D
C
G
H
A.　北上工業団地 
B.　北上南部工業団地
C.　後藤野工業団地
D.　堅川目工業団地
E.　村崎野西部工業団地
F. 　飯豊西部工業団地
G.　和賀川東部工業団地
H.　産業業務団地（オフィスアルカディア）
I.　  北上機械鉄工業団地　
図4－A. 独身寮と家族寮の分布
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4. 工業団地都市の工業化と都市化の実態—北上市のケーススタディ—
⑤　住宅支援パターン別にみた従業員居住地の変化
　住宅支援パターン別に各企業の従業員の出身地と現住地の割合を示したものが（表 4-B）である。当図にお
いてはアンケートで伺ったエリア別の割合に全従業員数をかけて算出したもののである。
　また、出身地と現住地の割合が把握できた企業（部分的に把握できた企業を含む）を対象に、出身地と現
住地の割合を円グラフで表した。その上で、③で分類したパターンごとに居住地の変化を比較した。（表 4-C）
はその一覧である。( 表 4-C) の円グラフのうち暖色＝市内・寒色＝市外である。また、工場があるエリア、独
身寮や家族寮があるエリア、家賃補助が集中して行われたエリアが判明している企業については各アイコンを
グラフ上に置いている。従業員の現住地ではない所にそれらが位置する場合、グラフ外にアイコンを置いてい
る。
 
1. 独身寮 + 家賃補助
　独身寮整備と家賃補助を行っている 5 社は、出身地と比較して現住地では市内割合が増えた企業（U/V/A/H）
とほとんど割合の変化がない企業（R）に分けられた。
　市内の割合が増えた 4 社について内訳をみていく。U については市内の割合が若干増加しているが、ほとん
どが県内他市出身、県内他市現住者であった。独身寮の支援をしていると回答があったが、中心市街地に１戸
を自社で所有しているのみであった。併せて支援している家賃補助が花巻市に集中しているが、花巻市に居住
している従業員が就職後も家賃補助を得ながら同市に居住していると考えられる。A については県外（東日本）
出身者割合が市内現住者割合の増加につながっていると予測されるが、詳細な独身寮の所在地や戸数が不明で
あるため、分析することができなかった。V では独身寮の位置する江釣子エリアの現住地割合が他ケースと比
べ多いことが分かる。H においても独身寮が位置していたエリアと家族寮が位置しているエリアである黒沢尻
エリアの現住地割合が比較的高い。V も H も住宅の供給戸数が 10 戸以上であり、従業員数に占める供給戸数
の割合が 3 割を超えていることから、一定規模以上の住宅支援が従業員の現住地に影響していることが分かる。
2. 独身寮のみ
　独身寮の整備のみを行っている 5 社のうち平成 26 年度に子会社解消が決定した K では従業員数が 350 人
超から 20 人と急激な減少があるため、分析から除外した。4 社（T/Q/B/G では出身地と比較して割合の変化
がなかった。
　内訳をみていくと、T では独身寮と家族寮の位置する黒沢尻エリアの現住地割合が高く、G でも独身寮の位
置する黒沢尻エリアの現住地割合が高い。Q については独身寮の詳細な所在地が不明であるため分析すること
が出来なかったが、多くの企業が独身寮を立地させている黒沢尻エリアに現住地を持つ人がおらず特殊な傾向
を持っている。B については従業員数が 4 名と少ないため参考程度のケースであるが、独身寮の位置する黒沢
尻エリアに市内に現住地を持つ従業員全員が居住している。このことから、独身寮や家族寮の立地は、市外出
身者の居住地のみならず市内出身者の居住地選択に一定程度の影響を与えている可能性があると考えられる。
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4. 工業団地都市の工業化と都市化の実態—北上市のケーススタディ—
3. 家賃補助のみ
　家賃補助のみを行っている企業 11 社は、出身地と比較して現住地の割合が変わらない企業（Y/D/I/F/E/L）
と市内割合が増えた企業（P/C/N/Z）と市外割合が増えた企業（O）に分けられた。
　市内割合が増えた企業のうち P と Z は共に従業員 10 人以下であるが、中心市街地である黒沢尻エリアの現
住地割合が高い。C と N については家賃補助を集中したエリアで実施している。C は市内に集中させた結果、
中心市街地である黒沢尻エリアの現住地割合が高くなっている。N では複数の具体的なエリアに集中させてお
り、そのうちの 1 つである黒沢尻エリアの現住地割合が高くなっている。
　割合が変わらない企業、市外割合が増えた企業における市内現住地の内訳には傾向性が見られなかった。中
心市街地である黒沢尻エリアに集中することなく、市内各地に居住している企業が多い。
　以上の分析から、明らかになったことは以下の 2 つである。1 つは、独身寮や家族寮の整備、エリアを限定
した家賃補助は市外からの流入者の居住地のみならず、市内出身者の居住地に影響を与えること。2 つ目は、
多くの企業が独身寮や家族寮を立地させている黒沢尻エリア（中心市街地）に従業員の現住地が集中している
ことである。
 
4 − 5 − 4. 小括
1） 工業団地に立地した企業の主な労働力源は市内や県内他市の通勤圏内に居住する人であり、通勤県外
からの転入は 4 割程度であった。前項までの調査で、北上市の工業誘致政策は「農家の次男・三男坊対策」で
あると言われていたが、実際に工業団地は市内や近隣市町村に居住する人々の働く場となっていることが明ら
かになった。
2） 通勤圏内出身者が多い一方で、アンケートで回答を得た企業の約半数は従業員に対して何らかの住宅
支援を行っており、それらは企業規模に関わらず実施されていた。
3） 企業の住宅支援は独身寮の整備のみ／独身寮の整備＋家賃補助／家賃補助のみの 3 パターンに類型さ
れ、それらに付随する形で家族寮の整備や住宅斡旋などが行われていた。支援された住宅は主に中心市街地（黒
沢尻地区）と新興住宅地（飯豊地区）に位置しており、スプロール的に広がった市街地に立地するものはほと
んど存在しなかった。
4） 立地当初は独身寮の整備を行い、その後は家賃補助に支援を切り替える。通勤圏外からの採用があっ
た時のみ独身寮を借り上げる。自社所有していた独身寮を同規模の賃貸住宅借り上げに切り替える。市内の中
心部から離れた場所に立地する工業団地の企業では、中心部に独身寮を、事業所近くに家族寮を持つ等、柔軟
な住宅支援が行われていることが分かった。
5） 企業の住宅支援が従業員の現住地にどのような影響を与えたか、という観点では 2 つのことが明らか
となった。1 つは、独身寮・家族寮の整備やエリアを限定した家賃補助は市外からの流入者の居住地のみならず、
市内出身者の居住地に影響を与えること。2 つ目は、多くの企業が独身寮や家族寮を立地させている黒沢尻エ
リア（中心市街地）に従業員の現住地が集中していることである。
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表4-B. 住宅⽀援パターン別 従業員数割合
独⾝寮 7社 独⾝寮+家賃補助 5社
出
⾝
地
現
住
地
現
住
地
家賃補助 13社
出
⾝
地
市内
61% 
県内他市
33%
県外・東
6%
市内
42% 
県内他市
32%
県外・東
17%
県外・⻄
9%
市内
44% 
県内他市
23%
県外・東
5%
県外・⻄
1%
その他
1%
把握していない
26%
⿊沢尻北・東・
⻄・⽴花
72%
江釣⼦・藤根
7%
稲瀬・⼝内
1%
⿊岩・更⽊
3% 
⼆⼦・飯豊
2%
和賀・岩崎
2%
⻤柳
2% 
県外
11%
⿊沢尻北・東・
⻄・⽴花
50%
江釣⼦・藤根
12%
稲瀬・⼝内
7%
⿊岩・更⽊
1% 
和賀・岩崎
3%
⻤柳
4% 
県内他市
2%
県外
14%
把握していない
7%
⿊沢尻北・東・
⻄・⽴花
51%
江釣⼦・藤根
13%
稲瀬・⼝内
3%⿊岩・更⽊
2% 
⼆⼦・飯豊
1%
和賀・岩崎
3%
⻤柳
4% 
県内他市
3%
県外
20%
N=2610⼈ N=196⼈
N=627⼈
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⼯業団地 機械鉄⼯業団地 ⽴地エリア ⿊沢尻北 ⼯業団地 村崎野⻄部⼯業団地 ⽴地エリア 飯豊 ⼯業団地 産業業務団地 ⽴地エリア 相去 ⼯業団地 北上⼯業団地 ⽴地エリア 飯豊 ⼯業団地 和賀川東部⼯業団地 ⽴地エリア ⿊沢尻 ⼯業団地北上南部⼯業団地⽴地エリア 相去
業種 製造業 操業開始年 S35 業種 運送郵便業 操業開始年 S54 業種 情報処理ソフトウェア 操業開始年 H6 業種 製造業 操業開始年 S46 業種 製造業 操業開始年 S43 業種 製造業 操業開始年 S32
住宅⽀援パターン 独⾝寮+家賃補助 従業員数 10 住宅⽀援パターン 独⾝寮+家賃補助 従業員数 45 住宅⽀援パターン 独⾝寮+家賃補助 従業員数 26 住宅⽀援パターン 独⾝寮 従業員数 20 住宅⽀援パターン 独⾝寮 従業員数 300 住宅⽀援パターン独⾝寮 従業員数 30
独⾝寮所在地 ⿊沢尻 整備時期 S58 独⾝寮所在地 ⿊沢尻北 整備時期 H25 独⾝寮所在地 江釣⼦ 整備時期 H21 独⾝寮所在地 飯豊 整備時期 S45 独⾝寮所在地 ⿊沢尻 整備時期 S48 独⾝寮所在地市内 整備時期 S32
⼾数/所有⽅法 １⼾/⾃社 廃⽌ ー ⼾数/所有⽅法 １⼾/借り上げ 廃⽌ ー ⼾数/所有⽅法 12⼾/⾃社 廃⽌ ー ⼾数/所有⽅法 100⼾/⾃社 廃⽌ ● ⼾数/所有⽅法 6⼾/⾃社 廃⽌ ⼾数/所有⽅法6⼾/⾃社 廃⽌ ●
家賃補助集中地 花巻市 整備時期 H 独⾝寮所在地 飯豊 整備時期 H25 家賃補助集中地 ー 整備時期 ー 独⾝寮所在地 飯豊 整備時期 H23 家族寮所在地 ⿊沢尻 整備時期 S48
⼾数/所有⽅法 １⼾/借り上げ 廃⽌ ー ⼾数/所有⽅法 100⼾/借り上げ 廃⽌ ー ⼾数/所有⽅法 3⼾/⾃社 廃⽌
家賃補助集中地 ー 整備時期 ー
住宅⼾数÷従業員 10% 住宅⼾数÷従業員 4% 住宅⼾数÷従業員 46% 住宅⼾数÷従業員 500% 住宅⼾数÷従業員 3% 住宅⼾数÷従業員20%
・県内他市から市内に増えている。 ・割合の変化がない ・県外・県内他市から市内に増えた。 ・割合の変化はない。 ・割合の変化はない。 ・割合の変化はない。
・従業員数10名なので1〜2⼈程度の居住地の移動。 ・近年になって独⾝寮を供給しているため影響が少ないことが推測される。 ・他企業と⽐較しても独⾝寮所在地である江釣⼦・藤根の現住地割合が⾼い。 ・平成26年度に⼦会社解消が決定し従業員が急減している。 ・独⾝寮と家族寮の位置する⿊沢尻エリアの現住地割合が⾼い。
・家賃補助が集中している県内他市の割合が⾼い。
・⼯場が⽴地する相去地区の現住地割合が他の企業に⽐べて⾼い。
⼯業団地 北上⼯業団地 ⽴地エリア 飯豊 ⼯業団地 北上⼯業団地 ⽴地エリア 飯豊
業種 製造業 操業開始年 H7 業種 製造業 操業開始年 S51 ⼯業団地 北上⼯業団地 ⽴地エリア 飯豊 ⼯業団地 北上⼯業団地 ⽴地エリア 飯豊
住宅⽀援パターン 独⾝寮+家賃補助 従業員数 25 住宅⽀援パターン 独⾝寮+家賃補助 従業員数 90 業種 製造業 操業開始年 H16 業種 製造業 操業開始年 H1
独⾝寮所在地 ー 整備時期 ー 独⾝寮所在地 ⿊沢尻⻄ 整備時期 S51 住宅⽀援パターン 独⾝寮 従業員数 4 住宅⽀援パターン 独⾝寮 従業員数 65
⼾数/所有⽅法 ー/借り上げ 廃⽌ ー ⼾数/所有⽅法 16⼾/⾃社 廃⽌ H8 独⾝寮所在地 ⿊沢尻東 整備時期 H16 独⾝寮所在地 ⿊沢尻東 整備時期 H2
家賃補助集中地 ー 整備時期 ー 家賃補助集中地 ー 整備時期 ー ⼾数/所有⽅法 2⼾/借り上げ 廃⽌ H19 ⼾数/所有⽅法 12⼾/借り上げ 廃⽌ H20
家族寮所在地 ⿊沢尻北 整備時期 S51
⼾数/所有⽅法 32⼾/⾃社 廃⽌ ー
住宅⼾数÷従業員 ー 住宅⼾数÷従業員 36%
住宅⼾数÷従業員 50% 住宅⼾数÷従業員 18%
・県外出⾝者分がそのまま市内に増えたと考えられる。 ・県外出⾝者の⼀部が市内現住者になったと考えられる。
・具体的な独⾝寮の所在地と⼾数は不明である。 ・独⾝寮が過去にあり、家族寮が現在ある⿊沢尻エリアの現住地割合が⾼い。 ・割合の変化はない。 ・割合の変化はない。
・独⾝寮が位置する⿊沢尻エリアの現住地割合が⾼い。
表4-C. ⽀援パターン1. 独⾝寮+家賃補助 ⽀援パターン2. 独⾝寮
U R V K
現住地割合の変化と内訳 現住地割合の変化と内訳 現住地割合の変化と内訳
T Q
出
⾝
地
出
⾝
地
現
住
地
現
住
地
A H
現住地割合の変化と内訳 現住地割合の変化と内訳 現住地割合の変化と内訳
・多くのケース企業が独⾝寮を⽴地させている⿊沢尻エリア
に現住地を持つ⼈がいない。
⼯場が⽴地するエリア
出
⾝
地
B G
出
⾝
地
現
住
地
現
住
地
家賃補助を集中・限定的
に⾏ったエリア
・独⾝寮の位置する⿊沢尻エリアの従業員割合が⾼いが、全従業員数が4名で
ある。
現住地割合の変化と内訳 現住地割合の変化と内訳
独⾝寮や家族寮が
⽴地するエリア
現住地割合の変化と内訳 現住地割合の変化と内訳
市内
県内他市
市内
県内他市
市内
県内他市
県外・東
市内
県内他市
県外・東
市内
県内他市
県外・東
県外・⻄
⿊沢尻北・東・
⻄・⽴花
⼆⼦・飯豊
⻤柳
県内他市
⿊沢尻北・東・
⻄・⽴花
江釣⼦・藤根
相去
⼆⼦・飯豊
和賀・岩崎⻤柳
県内他市
江釣⼦・藤根
⼆⼦・飯豊和賀・岩崎
県内他市
⿊沢尻北・東・
⻄・⽴花
江釣⼦・藤根
⼆⼦・飯豊
⻤柳
県内他市
⿊沢尻北・東・
⻄・⽴花
江釣⼦・藤根和賀・岩崎
県内他市
県外
市内
県内他市
県外・東
県外・⻄
市内
県内他市
市内
県内他市
市内県内他市
市内
県内他市
⿊沢尻北・東・
⻄・⽴花
⿊岩・更⽊
⼆⼦・飯豊
和賀・岩崎
県内他市
県外
⿊沢尻北・東・
⻄・⽴花
江釣⼦・藤根
相去
⿊岩・更⽊⼆⼦・飯豊
和賀・岩崎
県内他市
相去
⼆⼦・飯豊
和賀・岩崎
⻤柳
県内他市
⿊沢尻北・東・
⻄・⽴花
県内他市
⿊沢尻北・東・
⻄・⽴花
相去
⿊岩・更⽊⼆⼦・飯豊
和賀・岩崎
県内他市
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⼯業団地 北上南部⼯業団地 ⽴地エリア 相去 ⼯業団地 後藤野⼯業団地 ⽴地エリア 藤根 ⼯業団地 北上⼯業団地 ⽴地エリア 飯豊 ⼯業団地 北上⼯業団地 ⽴地エリア 飯豊 ⼯業団地 北上南部⼯業団地 ⽴地エリア 相去 ⼯業団地 飯豊⻄部⼯業団地 ⽴地エリア 飯豊
業種 製造業 操業開始年 S55 業種 産業廃棄物処理業 操業開始年 H18 業種 物流全般 操業開始年 S51 業種 卸売⼩売業 操業開始年 S61 業種 製造業 操業開始年 H19 業種 卸売⼩売業 操業開始年 S50
住宅⽀援パターン 家賃補助 従業員数 120 住宅⽀援パターン 家賃補助 従業員数 12 住宅⽀援パターン 家賃補助 従業員数 39 住宅⽀援パターン 家賃補助 従業員数 26 住宅⽀援パターン 家賃補助 従業員数 40 住宅⽀援パターン 家賃補助 従業員数 8
家賃補助集中地 H１ 整備時期 市内 家賃補助集中地 H27・28 整備時期 江釣⼦・相去・⿊沢尻
・県内他市の現住地割合が増えた。 ・割合の変化はない。 ・割合の変化はない。 ・市内の現住地割合が⼤きく増えた。 ・市内の現住地割合が増えた。 ・全ての従業員が市内に居住するようになった。
・市内内訳の割合にも偏りはない。 ・市内で中⼼市街地である⿊沢尻エリアに居住している⼈はいない。 ・市内内訳の割合にも偏りはない。 ・家賃補助が市内に集中していることが要因と考えられる。 ・従業員数は８名
・⿊沢尻エリアの現住地割合が⾼い。 ・主な現住地は⿊沢尻エリア
⼯業団地 北上⼯業団地 ⽴地エリア 飯豊 ⼯業団地 北上⼯業団地 ⽴地エリア 飯豊 ⼯業団地 北上南部⼯業団地 ⽴地エリア 相去 ⼯業団地 北上⼯業団地 ⽴地エリア 飯豊 ⼯業団地 北上⼯業団地 ⽴地エリア 飯豊
業種 製造業 操業開始年 S49 業種 製造業 操業開始年 S48 業種 製造業 操業開始年 S57 業種 製造業 操業開始年 S50 業種 卸売⼩売業 操業開始年 H5
住宅⽀援パターン 家賃補助 従業員数 76 住宅⽀援パターン 家賃補助 従業員数 40 住宅⽀援パターン 家賃補助 従業員数 9 住宅⽀援パターン 家賃補助 従業員数 18 住宅⽀援パターン 家賃補助 従業員数 59
・割合の変化はない。 ・割合の変化はない。 ・市内の現住地割合が増えた。 ・割合の変化はない。 ・割合の変化はない。
・市内内訳の割合は⿊沢尻エリアが⾼いが、⼤きな偏りはない。 ・⿊沢尻エリア（中⼼市街地）に居住している⼈はいない。 ・⿊沢尻エリアの割合が⾼いが、全従業員は９名である。 ・⿊沢尻エリアの現住地割合が⾼い。 ・⿊沢尻エリアの現住地割合が⾼い。
・事業所周辺など市街地の周縁部の割合が⾼い。 ・市内の様々なエリアに居住している。 ・市内の様々なエリアに居住している。
表4-C. ⽀援パターン3. 家賃補助
O Y D C
出
⾝
地
出
⾝
地
現
住
地
現
住
地
N Z
現住地割合の変化と内訳現住地割合の変化と内訳 現住地割合の変化と内訳 現住地割合の変化と内訳 現住地割合の変化と内訳 現住地割合の変化と内訳
・家賃補助が集中しているエリアの１つである⿊沢尻エリアの現住地割合が⾼
い。・市内の現住地割合を占めているのは事業所近くのエリアであり、中⼼市街地
からは離れている。
I F P E L
現
住
地
現
住
地
出
⾝
地
出
⾝
地
現住地割合の変化と内訳 現住地割合の変化と内訳 現住地割合の変化と内訳 現住地割合の変化と内訳 現住地割合の変化と内訳
市内
県内他市 市内
県内他市
市内
県内他市
その他
市内県内他市
県外・東
県外・⻄
市内県内他市 市内県外・東
市内
県内他市
県外・東
市内
県内他市
県外・東
県外・⻄
把握していない
市内
県内他市
県外・東
市内
県内他市
市内
県内他市
⿊沢尻北・東・
⻄・⽴花
江釣⼦・藤根
稲瀬・⼝内
相去
⿊岩・更⽊
和賀・岩崎
⻤柳
県内他市
県外 江釣⼦・藤根
和賀・岩崎
県内他市
⿊沢尻北・東・
⻄・⽴花
江釣⼦・藤根
⿊岩・更⽊
⼆⼦・飯豊
県内他市
⿊沢尻北・東・
⻄・⽴花
江釣⼦・藤根
稲瀬・⼝内
相去
⿊岩・更⽊
⼆⼦・飯豊
和賀・岩崎⻤柳
県内他市
江釣⼦・藤根
⼆⼦・飯豊
和賀・岩崎
県内他市
⿊沢尻北・東・
⻄・⽴花
江釣⼦・藤根
相去
⼆⼦・飯豊
県内他市
⿊沢尻北・東・
⻄・⽴花
⿊岩・更⽊
県内他市
⿊沢尻北・東・
⻄・⽴花
江釣⼦・藤根
和賀・岩崎
⻤柳
県内他市
⿊沢尻北・東・
⻄・⽴花
江釣⼦・藤根
⿊沢尻北・東・
⻄・⽴花
江釣⼦・藤根
相去
⿊岩・更⽊
和賀・岩崎
⻤柳
県内他市
⿊沢尻北・東・
⻄・⽴花
江釣⼦・藤根
相去⼆⼦・飯豊
和賀・岩崎
⻤柳
県内他市
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4-6.　本章のまとめ
　本章では、1960 年代以降に工業団地が立地した都市において、工業化と都市化がどのように進展していっ
たのか、岩手県北上市をケースに実態を明らかにすることを試みた。
4-3 では、文献資料や古地図等の各種データより同市の工業化と都市化の進展過程を把握した。4-4 では北
上市市役所企業立地課へヒアリング調査を行い、事前調査では明らかにならなかった点を補足した。また、工
業立地に際して自治体はどのような方針を持ち対応していたのか等、自治体と工業団地との関係性について明
らかにした。4-5 では同市の工業団地に立地する企業へのアンケート調査を行い、従業員の居住地の変化や企
業の住宅支援の実態について把握した。
1） 北上市においては、工業立地に際して行政は積極的な介入をせず、ゾーニング等で土地利用を誘導す
ることはあっても、総合的に住宅地などを整備していなかった。つまり、工業化に伴って着実に都市化は進ん
でいったが、そこに総合的な計画や整備はなく、個々の居住地選択によって徐々に都市化が進んでいったとい
える。
2） 工業立地時の反発や近隣トラブルなどの課題はほとんど生じておらず、住工が共存している様子が伺
えた。また、経済不況や法制度の変化による市街地の衰退は一時的であり、環境悪化等も問題になっていない。
自治体や立地企業、民間企業は特に積極的な住宅整備を行っていないが、市街地の無秩序な拡大や住宅の質の
低下なども深刻な問題となっていない。また、市内にある大規模な住宅団地では住宅の建て替わりも起きてい
ることが分かった。
3） 都市化を進展させた個々の居住地選択を把握する 1 つの方法として、工業団地に立地した企業の従業
員の居住地変化や立地企業の住宅支援実態を把握した。工業団地の主な労働力源は市内や県内他市の通勤圏内
にあり、通勤県外からの転入は 4 割程度であった。アンケートで回答を得た企業の約半数は従業員に対して何
らかの住宅支援を行っており、それらは企業規模に関わらず実施されていた。
4） 企業の住宅支援は独身寮の整備のみ／独身寮の整備＋家賃補助／家賃補助のみの 3 パターンに類型さ
れ、それらに付随する形で家族寮の整備や住宅斡旋などが行われていた。住宅支援の実態は多様であり、柔軟
な住宅支援が行われていることが分かった。また、独身寮の立地や家賃補助の地域を限定した支援は従業員の
居住地の変化に一定の影響を与えていることが明らかとなった。
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大規模工業用地を持つ都市の
課題と展望
第 5 章
5. 工業用地を持つ都市の課題と展望
第 5 章　大規模工業用地を持つ都市の課題と展望
5-1.　本章の目的と調査概要
5-1-1.　本章の目的
　本章の目的は大規模工業用地を持つ都市が工業立地に際してどのような方針を持ち、対応を行ったのか、ま
たそれに伴い現在ではどのような課題を抱え、対応を行っているのか等の実態を把握することである。
　具体的には、以下の 3 点を明らかにすることを試みる。まずは、工業都市３分類別に分析を行い、本論文の
着目点である 1960 年代以降の工業団地立地により発展した都市の傾向を把握する。2 つ目に工業用地の種類
に関わらず、工業用地を一定規模以上持つ都市が工業用地に関してどのような課題を抱えているかを把握する。
特にコンパクトシティを検討する上で工業用地がどのように位置付けられているかに着目する。3 つ目に、個
別の自治体の実態を分析し、①工業立地にあたっての方針と対策、②工業用地に関連した課題と対策、③コン
パクトシティの検討状況がどのように関連して考えられているか、いくつかの傾向を明らかにする。
5-1-2.　調査の概要
実施期間：2016 年 11 月 30 日（水）〜 12 月 14 日（水）
対象： ①人口 5-30 万人の三大都市圏を除く自治体のうち、②合計 100Ha 以上の工業団地用地もしくは 10Ha
以上の単独工場をもち、③ S40・H22 の両時点で市域に DID 地区をもつ 134 市
方法：調査票を郵送し、郵送または FAX、メールにて回答を得た。
有効回収：回答のあった自治体は 92 市で回収率は 69% であった。
内容：質問内容の主軸は 1）工業用地が市内にできるにあたり、どのような対応をとっていたか。2）その後、
工業用地に関してどのような課題を抱え、対応しているか。3）コンパクトシティ政策において工業用地をど
のように位置付けているかの 3 点である。各軸に沿って（表 5-1）のような質問項目を作成した。質問内容の
詳細は（参考資料 5-1）にある通りである。回答の形式は選択解答、一部自由記述とした。
　工業都市３分類別の回答自治体数内訳は（図５- １）の通りである。
表 5-1. アンケート調査の質問項目
図 5-1. 回答自治体数の内訳
うち単独 43
うち⼯業団地 18
うち両⽅ 31
合計（N=） 92
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5-2.　 工業団地都市の傾向
5-2-1. 分析結果
(1) 人口動態
人口のピーク時期を区分に分けて集計した。時期の区分は第 2 章で分析した時代区分を参考にし、昭和 45
年以降は昭和末期（昭和 63 年）までと平成大合併のピーク時期（平成 17 年）まで、現在までの 5 区分に分
けて集計した。第 2 章における第Ⅰ期にあたる大正 7 年以前は近代化前であること、対象の人口ピークが当時
期である自治体がなかったことから除外した。
　分類によるピーク時期の偏りはなく、平成元年から平成 17 年に人口のピーク時期があった自治体が多い。
これは平成の大合併で市町村合併をした自治体が多いことが理由であると考えられる。（図 5-2・5-3・5-4）
図5-2-1. 人口のピーク時期（工業団地） 図 5-2-2. 人口のピーク時期（単独）
図5-2-3. 人口のピーク時期（両方）
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(2) 工業立地にあたっての対応
　工業団地や工場の立地にあたり、自治体はどのような対応をしていたのか。第一回答の割合を工業都市 3 分
類別に示したものが（図 5-5）である。
　分類による対応の偏りはなく、どの分類においてもゾーニングや地区計画等で緩やかにコントロールが図ら
れたことが分かる。
　より具体的な対応として、特定の工業団地や単独工場の立地にあたって住宅団地等の整備が行われたかどう
かについて調査した。工業団地都市に比べ、単独工場都市において立地企業の住宅団地等整備の割合が高い。
また、両方を持つ都市において市施行の区画整理事業が実施された割合が比較的高い。しかし、どの分類にお
いても住宅団地等の整備が行われているのは最大 20％前後の自治体であり、傾向として読み取ることはでき
ないといえる。（図 5-6）
図 5 − 5. 工業立地への対応
図 5 − 6. 住宅団地等の整備
70
5. 工業用地を持つ都市の課題と展望
(3) 工業用地に関する課題と対応
　工業用地に関する課題について特徴的なのは、工業団地都市において【用途混在（現行用途・跡地含む）】
を課題と考える自治体がいなかったことである。一方で工業団地を持つ自治体（工業団地都市と両方を持つ都
市）の半数は【工業用地が埋まらない】課題を抱えている。単独工場都市ではこの課題を抱えている自治体が
37％であったことから、工業団地都市においてより顕在化している課題であるといえる。（図 5-7）
　課題に対する対応方針や施策についてはどの分類においても【新しく工業用地を作る】と回答した自治体が
多く、特に傾向はみられなかった。（図 5-8）【その他】において、両方を持つ都市では「工場跡地について、
民間企業による工業団地の造成・販売に協力している。」と回答した自治体があり、単独工場用地の工業団地
への転換が図られている現象が確認された。
図 5 − 7. 工業用地に関する課題
図 5 − 8. 課題に対する対応
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(4) コンパクトシティと工業用地の位置付け
① コンパクトシティの検討状況
　コンパクトシティの検討状況についてはほとんどの自治体において庁内検討や計画策定を行っており、分類
による傾向はみられなかった。（図 5-9）
② コンパクトシティを進める上での都市課題
　コンパクトシティを検討している自治体に、どのような都市課題を把握してコンパクトシティを検討するに
至ったかを伺った。多くの項目で半数以上の自治体が課題として認識していたが、分類による傾向はみられな
かった。（図 5 − 10）
図 5 − 9. コンパクトシティの検討状況
図 5 − 10. 都市課題
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5-2-2. 小括
１） 本論文では 1960 年代以降の工業団地によって発展した都市では企業立地に際して「行政が総合的に
計画、整備することで都市化が進展していったのではないか」と仮説立てていた。しかしアンケート調査の結
果では総合的に計画や整備をした自治体よりもゾーニングや地区計画などで緩やかに誘導しようとした自治体
が多かった。そしてこれは工業用地都市のみならず、全体に共通した傾向であった。
２） 本論文では「工業団地によって発展した都市では、従来の工業化の過程で発生していた諸問題が生じ
なかったのではないか」と仮説立てていたが、従来まで多くの工業都市が抱えていたような公害や騒音、日影
問題をはじめとする近隣トラブルや立地に際しての市民の反対などを課題と考える自治体は少なかった。しか
しこれも、工業団地都市に際立った傾向ではなく、全体に共通した傾向であった。
３） 工業立地に際して、ゾーニングや地区計画などで適切な土地利用を誘導した自治体が全体的に多いが、
現在では用途混在に関連した課題も多く散見され、適切な用途の誘導が難しいことが分かった。しかし、工業
団地都市においては用途混在を課題とあげる自治体が存在しなかった。これは工業団地都市の特徴であるとい
える。
４） アンケート調査の分析では、工業団地都市の際立った特徴を明らかにすることはできなかった。第 3
章の分析においても、工業都市の実態はより個別化していること、工業都市の文脈が複層化している可能性が
示唆されたが、本節の分析においても同じ事がいえる。従って次節以降では、工業用地の種類を限定せずに全
体の傾向を分析していくこととする。
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5-3.　 対象都市全体の傾向
5-3-1. 分析結果
(1) 人口動態
　対象自治体における概ね 10 年後の推計の割合を示したものが（図 5-11）である。対象自治体の 95% は約
10 年後の推計で人口減少を見込んでいる。また、人口のピーク時期を区分に分けて集計した。時期の区分は
第 2 章で分析した時代区分を参考にし、昭和 45 年以降は昭和末期（昭和 63 年）までと平成大合併のピーク
時期（平成 17 年）まで、現在までの 5 区分に分けて集計した。第 2 章における第Ⅰ期にあたる大正 7 年以前
は近代化前であること、対象の人口ピークが当時期である自治体がなかったことから除外した。人口のピーク
時期は平成元年から平成 17 年の自治体が 42% と最も多かった。これは平成の大合併で市町村合併をした自治
体が多いことが理由であると考えられる。その他は戦後から高度経済成長期にかけて（昭和 20 年から昭和 45
年まで）、高度経済成長期からバブル経済にかけて（昭和 46 年から昭和 63 年まで）、平成の大合併のピーク
後から現在にかけて（平成 18 年以降）の 3 区分がそれぞれ約 2 割ずつとなっている。（図 5-12）
図 5 − 11. 約 10 年後の人口推計
図 5 − 12. 人口のピーク時期
図5−13. 工業立地時の対応（第一回答）
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(2) 工業立地にあたっての対応
　工業団地や工場の立地にあたり、自治体はどのような対応をしていたのか。第一回答の割合を示したものが
（図 5-13）である。【総合的な整備は行わないが、ゾーニング等で適切な土地利用を誘導した】と答えた自治
体が 42% と最も多かった。また、【その他】と答えた複数の自治体が地区計画の策定をしたと述べている。こ
のことからゾーニングや地区計画を通して緩やかに土地利用や周辺環境をコントロールする自治体が多かった
ことがわかる。また、【総合計画等で工業用地を位置付け、都市計画において住宅型市街地などと合わせて総
合的に整備した】も 28% と多くの割合を占めており、6 割強の自治体が工業立地にあたり何かしらの対応を行っ
ていたことがわかった。複数回答の全てを集計したものが（図 5-14）である。
　より具体的な対応として、特定の工業団地や単独工場の立地にあたって住宅団地等の整備が行われたかどう
かを調査した。何らかの整備が行われた自治体は 37 市で、55 市が回答なしであった。37 市の総数は 42 であっ
た。そのうち【立地企業が住宅団地等の整備をした】が 17 件と最も多く、【組合施行で区画整理事業をした】【市
施行で区画整理事業をした】【民間事業者が住宅団地等の整備をした】が 7 〜 9 件ずつであった。【公営住宅等の整
備をした】は 1 件であり、公営住宅等の整備と工業団地の造成は結びついていないことがわかった。（図 5-15）
図 5 − 14. 工業立地時の対応
図 5 − 15. 住宅団地等の整備
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(3) 工業用地に関する課題と対応
　工業用地に関する課題について回答した自治体は 81（/92）市であり、ほとんどの自治体が工業用地に関す
る課題を抱えていることがわかった。最も多くあげられた課題は【5. 立地企業が集まらず工業用地が埋まらな
い】が 40 件であった。一方で【7. 新しく工業用地を作りたいが適切な土地がない】も 32 件と多くの自治体
が課題と感じていることがわかった。この 2 つの課題は相反するものであるが、1 つの自治体が両方を課題と
感じているケースも多く、工業用地に関する課題は埋まらない自治体と足りない自治体とで 2 極化している傾
向と相反する課題が同在している傾向があると考えられる。また、近隣トラブルや跡地の用途混在の課題も一
定数確認された。（図 5-16）
　その他の課題として、工場立地後の周辺の宅地化による工場操業環境の悪化や準工業地域への商業系施設の
立地など意図した立地誘導が出来ていないことなどが挙げられた。用途混在が工場跡地だけの問題ではないこ
とがわかった。また、工業用地が不足している自治体では、市街化区域に適切な土地がないため、市街化調整
区域に工業用地を確保しようとした場合、農振法、農地法及び都市計画法の規制により工業用地としての活用
が困難であることが課題となっている。土地区画整理事業を前提として暫定用途（工業専用地域）を指定した
地区（現況農地）において、財政上の理由から事業実現の見込みがなくなった後の土地利用が定まらない、立
地企業が従業員確保に苦労している、工業用地として購入された土地が未利用のままである等、経済状況の停
滞による課題も散見された。
　課題に対する対応策について回答した自治体は 74（/92）市であり、課題があると回答した自治体のほとん
どが何かしらの対応を行っていることがわかった。対応やその方針として最も多くあげられたのは【7. 新しく
工業用地を作る】が 33 件であった。単純に工業用地が不足しているため作る自治体や埋まらない工業用地を
集約化するため、立地やインフラなど条件の良い工業用地を作る自治体など工業用地を作る対策の背景は複数
あることが推測される。【3. 工場周辺の市街地を整備・再整備する】【6. 工業用地を住宅市街地に再整備する】
などの基盤整備を伴う対応策を除くと選択肢として挙げた各項目に満遍なく回答数が集まっている。【その他】
の回答も 20 件と多いことから課題に対する方針の多様性をみることができた。（図 5-17）
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図 5 − 16. 工業用地に関する課題
図 5 − 17. 課題に対する対応や施策
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(4) コンパクトシティと工業用地の位置付け
① コンパクトシティの検討状況
　コンパクトシティの検討状況については 67% の自治体が総合的な計画でコンパクトシティを掲げて施策に
取り組んでいることがわかった。また、大々的に掲げずとも立地適正化計画を策定している、庁内で検討を初
めている自治体が合計 28% とほとんどの自治体がコンパクトシティを目指す方向性を持っている。（図 5-18）
② コンパクトシティを進める上での都市課題
　コンパクトシティを検討している自治体に、どのような都市課題を把握してコンパクトシティを検討するに
至ったかを伺った。最も多く課題として把握されていたのは【1. 中心市街地の衰退や空洞化など商業・業務系
市街地の課題】であった。コンパクトシティを検討している 82 市中 69 市が課題として挙げている。【2. 空き
家など住宅型市街地の課題】【5. 市街地の無秩序な拡大】【6. 利用者の減少や利便性の低下など公共交通の課題】
を挙げた自治体も多く、複合的な課題を抱えコンパクトシティの検討に至っていることがわかる。【4. 工場な
ど工業系市街地の課題】を挙げてる自治体は 4 市とコンパクトシティの検討において工業系市街地の課題はあ
まり認識されていないことがわかった。（図 5-19）
③ コンパクトシティを進める上での工業用地に関する課題
　コンパクトシティを検討するに至った理由として工業系市街地の課題を挙げた自治体は 4 市と極めて少な
かった。4 市の具　体的な課題は「準工業地域による住宅・商業・工業の混在」、「臨港部の工業集積により近
代工業都市として発展したことから、産業構造の変化に伴い、大規模な遊休地が発生する要因が多く、過去に
も多くの工業団地が商業・業務用地や住宅団地へ転用されている」「工業団地には空き地や農地などの低未利
用地が多く残存しており、有効な利活用が望まれている。・一部の既存市街地における住宅と工場の混在の解
消及び今後の混在抑制・工場集積地から最寄りインターチェンジ等へのアクセス向上」「工業地域の中で住宅
系の開発が多く行われており、住工が混在しているという課題がある。」と現行の用途や跡地の用途に関する
課題であった。こうした課題は（3）の工業用地の課題と対応では多くの自治体が挙げていた課題と同質のも
のである。したがって、課題としては顕在化しているが、コンパクトシティを検討する上では市街地の問題と
して認識されていないことが考えられる。
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図 5 − 18. コンパクトシティの検討状況（第一回答）
図5−18. コンパクトシティの検討状況（第一回答）
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5-3-2. 小括
１） 　本論文では「工業団地によって発展した都市では、従来の工業化の過程で発生していた諸問題が生
じなかったのではないか」と仮説立てていたが、工業団地都市のみならず、単独工場都市においても、そのよ
うな課題は生じていなかった。
２） 工業用地に関する課題について、複数回答する自治体が多く、工業用地に関する課題は複合的に存在
しているといえる。
　例えば、工業用地が埋まらないという課題と作りたいが作れないという課題が大きく顕在化しており、この
2 つは相反する性質を持ちながらも１つの都市の中で共存する課題となっている場合があった。
　また、工業立地に際してゾーニングや地区計画などで適切な土地利用を誘導した自治体が多いが、現在では
用途混在に関連した課題も多く散見され、適切な用途の誘導が難しいことも明らかである。このように従来の
課題は生じていないが、課題の性質変化があるといえる。
３） 対象都市では、ほとんどの自治体がコンパクトシティを検討しており、立地適正化計画の策定を行っ
ている自治体も多かった。しかし、検討をするにあたり認識されている課題の多くは中心市街地の衰退等、商業・
業務系市街地の課題や空き家等の住宅地系市街地の課題であり、工業系市街地の課題を認識してコンパクトシ
ティを検討する自治体は極一部であった。
４） 工業用地に関する課題が多くありながらも、それらをコンパクトシティの文脈では捉えていない自治
体がほとんどであった。本論文では「工業用地とその周辺についてはよく計画されている一方で、都市の縮小
を考える上では、工業用地の位置付けや方針は十分に検討されていないのではないか」と仮説立てていたが、
この仮説は実証されたといえる。工業用地は人々の居住地や移動路線を大きく規定する存在でありながらも、
人口が減っていく都市の構造とは切り離して考えられている。筆者はコンパクトシティを検討する上では、工
業用地をその他の計画・施策に組み込むことは重要であると考える。
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5-4.　個別の自治体の傾向分析
個別の自治体の回答を分析し、①工業立地にあたっての方針と対策、②工業用地に関連した課題と対策、③
コンパクトシティの検討状況がどのように関連して考えられているかについて、傾向を明らかにする。分析に
あたって工業用地に関連した課題として多くの自治体が挙げていた［工業用地が埋まらない課題］［足りない
課題］に対する方針別にいくつかの自治体の回答をみていった。
5-4-1.　課題①工業用地が埋まらない課題に対する施策・方針
対応 A. 工業用地を集約化する
［82. 燕市］
　燕市では工業立地にあたり、都市計画がどのような対応を行っていたのか、アンケート調査で当時の状況は
不明と回答があったが、現在では工業用地が埋まらないこと、工業跡地の未利用地化や用途混在が課題となっ
ている。
　同市ではその対応方針の 1 つとして工場の移転と集約をあげている。具体的には「産業開発促進助成」とし
て、市内の事業者が工場適地指定地域外から工場適地指定地域内に工場を全面移転し、移転跡地を製造加工の
事業の用に供さないもので市長の指定を受けたものに対して固定資産税を 5 年間で 3 年分減免している。
　また、同市では現在都市計画マスタープランでコンパクトシティを掲げて各種施策を行っている。コンパク
トシティを検討する中でも、工業団地内の空き地や農地などの低未利用地の有効活用や一部の既存市街地にお
ける住宅と工場の混在の解消及び今後の混在抑制、工場集積地から最寄りインターチェンジ等へのアクセス向
上等を工業系市街地の課題と捉えている。今後、一体的なコンパクトシティ政策が推進されていくことが期待
される。
　例えば、同市では「企業誘致促進補助制度」で市内に工場等を建設するための用地取得費や市内居住者を新
規雇用した場合に補助金を交付しているが、補助金の用途を住工混在エリア外など、居住誘導したいエリアへ
の住宅支援に限定することが出来るのではないか。また、「空き工場等活用促進補助制度」では製造業等の事
業者が工場適地指定地域内の空き工場を活用して創業する場合に、工場の賃借料の一部を助成しているが、集
約すべき工業用地の空き工場に限定をして工業用地の立地適正化を図ることが出来るのではないかと考える。
［61. 三原市］
　三原市では工業立地に際して、ゾーニング等で適切な土地利用を誘導しつつ、市施行の区画整理事業で住宅
地を整備する等、積極的な対応を行ってきた。工業用地に関して、現在では工業用地が埋まらない、立地企業
が従業員の確保に苦労している等の問題を抱えている。立地企業が従業員確保に苦労している状況は、工業用
地が埋まらないことの要因としても捉えることができ、多くの未利用工業用地を抱える都市が潜在的に抱えて
いる課題である可能性が高い。
　これらの課題に対して同市では、新しい団地を作り、企業や団地の集約を進める方針である。また、それに
並行して跡地の用途等について所有企業と個別協議をできる体制を整える方針である。
　同市では、総合計画や都市計画マスタープランにおいてコンパクトシティを掲げて施策を進めており、臨海
部の工業集積における大規模な遊休地の商業・業務用地や住宅団地への転用を工業系市街地の課題として認識
している。大規模遊休地の活用のみならず、工業用地を集約的なまちづくりを行う際の種地や機動力とし、一
体的に施策を行うことができるのではないかと考える。
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　その他、ひたちなか市・松江市・薩摩川内市・笠間市で工業用地が埋まらないという課題に対して、工場や
団地を集約化する方針を持っている。
対応 B. 工業用地を住宅用地に再整備する
［63. 酒田市］
　酒田市では工業立地に際してゾーニングや地区計画等で土地利用を誘導してきた。現在は工業用地が埋まら
ない課題、用途混在の課題を抱えている。それに対応するため、立地状況を調査する等の現状把握と工業用地
を住宅用地に再整備する方針である。
　同市では総合計画や都市計画マスタープランでコンパクトシティを掲げ施策が進められており、その理由と
して中心市街地の衰退や空き家等の問題に加え、急激な人口減少と超高齢化社会における都市機能維持の課題
が認識されている。コンパクトシティを推進する上で工業系市街地の課題は把握されていないが、工業用地を
住宅用地に再整備する際には市全体の計画と一体的に位置付ける必要があると考える。
対応 C. 工業用地を細分化し価格を低廉にする、税制優遇や奨励金など金銭的補助をする。
工業用地が埋まらないという課題に対して最も多く対策として挙げられていたのが、工業用地の細分化による
価格の低廉化と税制優遇・奨励金などの金銭的補助であった。八戸市、宇部市、北上市、鶴岡市、桐生市、延
岡市、呉市、加賀市、五所川原市、山陽小野田市ではそうした方針を持っている。これらの都市では、工業立
地に際して都市計画では総合的整備やゾーニングでの誘導など何らかの対応が行われており、現在はコンパク
トシティが検討、推進されている。
用地の細分化や金銭的補助策は短期的には企業を集めることに役立っても、持続可能な解決策ではないため、
長期的な方針が必要であると考える。
5-4-2.　課題②工業用地を作りたいが適切な土地がない課題に対する施策・方針
対応① A. 企業との協議体制を整えて後年に備える
［10. 福島市］
　福島市では工業立地に際して、総合的に工業用地を位置付け整備を行ってきた。現在では近隣トラブルや用
途混在、工業用地を作りたいが適切な土地がないという課題を抱えている。課題に対する方針としては工業用
地を新しく作る方針であり、並行して工業跡地について企業と個別協議ができる体制を作る方針である。
　同市では大々的にコンパクトシティを計画で掲げ推進していないものの、立地適正化計画の策定に取り組ん
でおり、一体的な検討が期待される。
　工業用地を作りたいが適切な土地がないことを課題としている自治体は多く、そのうちのほとんどの自治体
が何らかの手段で新しく工業用地を作る方針を持っている。新しく工業用地を作るにあたり、将来用地が埋ま
らなくなること、低未利用地化することを想定した上で工業用地を作る必要があると考える。
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5-5.　本章のまとめ
　本章の目的は工業団地都市と単独企業工場都市が工業立地に際してどのような方針を持ち、対応を行ったの
か、またそれに伴い現在ではどのような課題を抱え、対応を行っているのか実態を把握することであった。
　従って 5-2. 工業団地都市の傾向　ではまず、工業都市 3 分類における自治体の工業立地に際しての方針や
対応策、工業用地に関する課題を比較した。工業団地都市に特徴づけられた大きな傾向は明らかにならなかっ
た。しかし、工業立地に際してゾーニングや地区計画などで適切な土地利用を誘導した自治体が全体的に多い
が、そうした自治体では現在、用途混在に関連した課題が多く散見され、適切な用途の誘導が難しいことが分
かった。しかし、工業団地都市においては用途混在を課題とあげる自治体が存在せず、これは工業団地都市の
特徴であるといえる。
5-3. 対象都市全体の傾向　では、工業用地の種類に関わらず工業用地を一定規模以上持つ都市が工業用地に
関してどのような課題を抱えているか、それらはコンパクトシティと関連付けられているかを把握した。の小
括では本論文が提示した 3 つの仮説に対してそれぞれ考察をした。
　その上で 5-4. 個別の自治体の傾向分析では、工業用地に関連した課題と対策ごとに個別の自治体の回答を分
析し、工業立地にあたっての方針と対策やコンパクトシティの検討状況を分析した。その上で、各自治体にお
いてコンパクトシティと工業用地の課題解決をどのように一体的に考えることができるか考察した。工業用地
の立地をコンパクトシティ政策と一体的に考えることへの知見は得られなかったが、企業立地に際して想定さ
れる従業員の住宅支援に対して住宅政策、コンパクトシティ施策を絡めて考えることができるのではないかと
考えた。
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6.　結論
第 6章　結論
　本章では、各章毎のまとめを記す。
研究の背景と目的　
　工業が立地し発展してきた都市では、立地企業の規模拡大や従業員の増加に伴って市街地が形成されていっ
た。一方で、そうした都市では産業の斜陽化に伴って社有地の低未利用化、住宅地の低密化、商業の過疎化等
が課題となり、それらが都市構造に与える影響は大きい。
　工業都市の様相やその変遷については、都市計画や経済地理学の分野において多くの既往研究が存在する。
しかし、多くは所謂企業城下町や大都市の工業地帯を対象としており、対象時期も近代化が進んだ第一次世界
大戦以前から第二次世界大戦後初期までに限定されている。筆者は、1960 年代以降、つまり高度経済成長期
以降に発展した工業都市も工業都市の変遷における一つ、ないしは幾つかの類型として捉える必要性があると
考えた。
　また、これまでは経済の成長を前提として工業の立地が進んできたが、経済が成熟し、都市が縮退へ向かう
中では、工業用地の在り方も変化していかなければならない。これまで作られてきた工場や附属施設を今後の
計画でどのように位置付けるか、これから作る工業用地をどのように位置付け作るのか等、人口減少社会を前
提とした工業の立地を検討する必要があると考える。
　このような背景のもと、筆者は工業都市の比較・実態研究を行った。具体的には、次の 3つを明らかにする
ことを試みた研究である。1つは、1960 年代以降の工業団地立地により発展した都市とこれまで多くの研究
がなされてきた工業都市とを比較し、違いを示すこと。2つ目に、1960 年代以降の工業団地立地により発展
した都市における工業化と都市化の実態を明らかにすること。3つ目に、工業用地を持つ自治体の工業用地に
対するこれまでの対応と現状の課題、今後の対応方針を明らかにすることである。
研究の対象
　本研究では、①人口 5-30 万人の三大都市圏を除く、②合計 100Ha 以上の工業団地用地もしくは 10Ha 以
上の単独工場をもち、③昭和 40年、平成 22の両時点で市域に人口集中地区をもつ市を対象とした。分析に
おいて、1960 年代以降の工業団地立地により発展した都市とそれ以前の工業立地により発展した都市を比較
するにあたり、対象を工業都市３分類（【工業団地都市】【単独工場都市】【両方をもつ都市】）に分類した。
　第４章の 1960 年代以降の工業団地立地により発展した都市における工業化と都市化の実態調査では、工業
団地づくり・企業誘致の先進自治体である岩手県北上市を対象とした。
研究仮説
　本研究を進めるにあたり、以下の３つの仮説を提示した。まずは工業化に伴って都市化がどのように進んだ
かに関する仮説である。筆者は 1960 年代以降の工業団地によって発展した都市では企業立地に際して「行政
が総合的に計画、整備することで都市化が進展していったのではないか」と考えた。２つ目は、工業化に伴う
都市化の課題に関する仮説であり、工業団地によって発展した都市では、「従来の工業化の過程で発生してい
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た諸問題が生じなかったのではないか」と考えた。最後は工業用地を持つ都市の展望に関する仮説であり、「経
済の成熟と都市の縮小を前提とした工業用地の位置付けや方針は十分に検討されていないのではないか」と考
えた。
第２章　1960 年代以前に発展した工業都市の特徴とその変化
　第２章では、1960 年代以前の工業都市の特徴とそれを特色づける工業化の段階について、既往研究をもと
に整理した。1960 年代までを 3つの時期に区分し、工業化を促す資本の性格、工業化を先導する主体、第一
次産業との関係性、工業関連施設と既存集落・市街地の位置関係、地元商業や他産業への波及効果の観点から
各時期の工業都市の特徴を整理した。
　工業都市の特徴は年代によってのみならず、立地条件（大都市近郊 /地方都市など）や国家的政策方針との
親和性によって異なっていた。また、例えば旧近代化工業都市の自治体が工業団地造成に取り組み、新産業が
興隆するなど、近年に近づくにつれて工業都市の文脈が複層化していた。
第 3章　工業団地都市と単独企業工場都市の比較
　第 3章では 1960 年代以降に工業団地が立地した都市が他の工業用地を持つ都市の中でどのように位置付け
られるか、統計データより把握することを試みた。
　人口の変化率に対して市街地の密度がどのように変化したか、散布図を作成し分析したが、工業都市の分類
による傾向は見られなかった。また、第二次産業就業者割合と自市区町村従業者割合を示した散布図では工業
都市の種類に関わらず、大規模工業用地は地域内の人口と一定の関係性を持つことが明らかとなった。
第 4章　工業団地都市の工業化と都市化の実態—北上市のケーススタディ—
　第 4章では 1960 年代以降に工業団地の発展によって都市化が進んだ自治体として岩手県北上市をケースに
実態調査を行った。工業化と都市化の進展を把握した上で、自治体へのヒアリング調査にて工業立地に際して
の自治体の対応やその後の課題を把握した。
　以上の調査を通して、工業立地は確実に北上市の市街地を形成していったが、工業立地に際して都市計画は
積極的な介入を行っておらず、産業部局との連携も薄いことが分かった。
　次に視点を変え、北上市の工業団地に立地する企業へアンケート調査を行い、各企業の従業員への住宅支援
の実態や従業員の居住地の変化から都市化の実態を把握することを試みた。
　北上市の工業団地に立地する企業の従業員は半数以上が市内や県内他市の通勤圏出身者であったが、従業員
への住宅支援を行っている企業は回答企業の約半数であった。住宅支援は独身寮のみ／独身寮と家賃補助／家
賃補助のみの 3つのパターンで行われていた。また、独身寮の立地や家賃補助の地域を限定した支援は、従業
員の居住地の変化に一定の影響を与えていることが明らかとなった。このことから、コンパクトシティを推進
する上で、工業用地の造成や企業誘致と住宅政策を一体的に検討、推進する余地があるのではないかと考える。
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第 5章　工業用地を持つ都市の課題と展望
　第 5章ではまず、工業団地都市と単独企業工場都市が工業立地に際しての方針や対応、現在の課題や対応の
実態を把握した。工業用地の種類による結果の差異はほとんどなく、工業都市の実態が個別化、複層化してい
る可能性が示唆された。
　したがって本章では、工業用地の種類に限定せずに一定規模以上の工業用地を持つ自治体の実態把握を行っ
た。特にコンパクトシティを検討する上で工業用地がどのように位置付けられているのかを明らかにすること
に重点を置き、工業立地にあたっての方針や施策、現在の課題や対応方針・施策などを把握した。
　工業立地に際して総合的に計画、整備を進めた自治体は少なく、多くの自治体がゾーニングや地区計画など
による適切な土地利用の誘導を行っていた。また、現在工業用地に関する課題は多くあるものの、それらは集
約的なまちづくりの中では課題として捉えられていない実態が明らかとなった。
　工業用地に関連する課題ごとにいくつかの自治体において個別の回答をみていった。その上で、各自治体に
おいてコンパクトシティと工業用地の課題解決をどのように一体的に考えることができるか考察した。工業用
地の立地をコンパクトシティ政策と一体的に考えることへの知見は得られなかったが、企業立地に際して想定
される従業員の住宅支援に対して住宅政策、コンパクトシティ施策を絡めて考えることができるのではないか
と考えた。
第 6章は結論であり、全体の総括を記した。
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⼟
⽯
製
品
製
造
業
14
0
㈱
⼩
松
製
作
所
粟
津
⼯
場
⼩
松
市
10
69
19
⽣
産
⽤
機
械
器
具
製
造
業
25
6
帝
⼈
㈱
三
原
事
業
所
繊
維
⼯
業
20
⼤
井
電
気
㈱
⽔
沢
製
作
所
情
報
通
信
機
械
器
具
製
造
業
14
1
⼤
同
⼯
業
㈱
本
社
⼯
場
加
賀
市
67
18
6
輸
送
⽤
機
械
器
具
製
造
業
25
7
幸
陽
船
渠
㈱
輸
送
⽤
機
械
器
具
製
造
業
21
㈱
⽇
⽴
メ
デ
ィ
ア
エ
レ
ク
ト
ロ
ニ
ク
ス
⽔
沢
⼯
場
電
⼦
部
品
・
デ
バ
イ
ス
・
電
⼦
回
路
製
造
業
14
2
サ
カ
イ
オ
ー
ベ
ッ
ク
ス
㈱
⼆
⽇
市
⼯
場
繊
維
⼯
業
25
8
旭
⾷
品
㈱
尾
道
⽀
店
⾷
料
品
製
造
業
22
サ
ッ
ポ
ロ
ビ
ー
ル
㈱
仙
台
⼯
場
名
取
市
76
66
8
飲
料
・
た
ば
こ
・
飼
料
製
造
業
14
3
セ
ー
レ
ン
㈱
⼆
⽇
市
事
業
所
繊
維
⼯
業
25
9
JF
E商
事
造
船
加
⼯
㈱
輸
送
⽤
機
械
器
具
製
造
業
23
㈱
倉
元
製
作
所
若
柳
⼯
場
栗
原
市
69
90
6
電
⼦
部
品
・
デ
バ
イ
ス
・
電
⼦
回
路
製
造
業
14
4
東
洋
紡
績
㈱
敦
賀
第
⼆
事
業
所
繊
維
⼯
業
26
0
内
海
造
船
㈱
瀬
⼾
⽥
⼯
場
輸
送
⽤
機
械
器
具
製
造
業
24
⼤
和
ハ
ウ
ス
⼯
業
㈱
東
北
⼯
場
⼤
崎
市
13
33
91
総
合
⼯
事
業
14
5
東
洋
紡
績
㈱
敦
賀
第
⼀
事
業
所
繊
維
⼯
業
26
1
カ
イ
ハ
ラ
㈱
吉
舎
⼯
場
繊
維
⼯
業
25
㈱
ル
ネ
サ
ス
北
⽇
本
セ
ミ
コ
ン
ダ
ク
タ
⽶
沢
⼯
場
⽶
沢
市
85
95
3
電
⼦
部
品
・
デ
バ
イ
ス
・
電
⼦
回
路
製
造
業
14
6
永
⼤
産
業
㈱
敦
賀
事
業
所
⽊
材
・
⽊
製
品
製
造
業
（
家
具
を
除
く
）
26
2
マ
ツ
ダ
㈱
三
次
⾃
動
⾞
試
験
場
学
術
・
開
発
研
究
機
関
26
㈲
旭
鋲
螺
製
作
所
⾦
属
製
品
製
造
業
14
7
N
EC
セ
ミ
コ
ン
ダ
ク
タ
ー
ズ
関
⻄
㈱
福
井
⼯
場
電
⼦
部
品
・
デ
バ
イ
ス
・
電
⼦
回
路
製
造
業
26
3
リ
ョ
ー
ビ
ミ
ラ
サ
カ
㈱
⾮
鉄
⾦
属
製
造
業
27
東
北
東
ソ
ー
化
学
㈱
酒
⽥
⼯
場
化
学
⼯
業
14
8
広
撚
繊
維
⼯
業
㈱
繊
維
⼯
業
26
4
バ
ブ
コ
ッ
ク
⽇
⽴
㈱
安
芸
津
⼯
場
東
広
島
市
19
29
07
は
ん
⽤
機
械
器
具
製
造
業
28
東
北
エ
プ
ソ
ン
㈱
電
⼦
部
品
・
デ
バ
イ
ス
・
電
⼦
回
路
製
造
業
14
9
ト
ヨ
タ
ホ
ー
ム
㈱
⼭
梨
事
業
所
総
合
⼯
事
業
26
5
⼤
和
製
罐
㈱
広
島
⼯
場
廿
⽇
市
市
11
49
06
⾦
属
製
品
製
造
業
29
⽇
東
紡
績
㈱
福
島
⼯
場
福
島
市
29
42
47
繊
維
⼯
業
15
0
㈱
甲
府
コ
ト
ブ
キ
家
具
・
装
備
品
製
造
業
26
6
㈱
ブ
リ
ヂ
ス
ト
ン
下
関
⼯
場
ゴ
ム
製
品
製
造
業
30
昭
和
電
⼯
㈱
東
⻑
原
事
業
所
化
学
⼯
業
15
1
㈱
宮
⼊
バ
ル
ブ
製
作
所
甲
府
⼯
場
は
ん
⽤
機
械
器
具
製
造
業
26
7
㈱
神
⼾
製
鋼
所
⻑
府
製
造
所
鉄
鋼
業
31
三
菱
製
鋼
㈱
広
⽥
製
作
所
輸
送
⽤
機
械
器
具
製
造
業
15
2
⽇
⽴
オ
ー
ト
モ
テ
ィ
ブ
シ
ス
テ
ム
ズ
㈱
輸
送
⽤
機
械
器
具
製
造
業
26
8
㈱
シ
マ
ノ
下
関
⼯
場
⽣
産
⽤
機
械
器
具
製
造
業
32
三
菱
伸
銅
㈱
若
松
製
作
所
⾮
鉄
⾦
属
製
造
業
15
3
富
⼠
電
機
デ
バ
イ
ス
テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
㈱
⼭
梨
事
業
所
電
⼦
部
品
・
デ
バ
イ
ス
・
電
⼦
回
路
製
造
業
26
9
宇
部
興
産
㈱
宇
部
本
社
化
学
⼯
業
33
⽇
本
た
ば
こ
産
業
㈱
須
賀
川
⼯
場
須
賀
川
市
77
44
1
飲
料
・
た
ば
こ
・
飼
料
製
造
業
15
4
㈱
デ
ン
ソ
ー
安
城
製
作
所
安
城
市
18
41
40
輸
送
⽤
機
械
器
具
製
造
業
27
0
セ
ン
ト
ラ
ル
硝
⼦
㈱
宇
部
⼯
場
化
学
⼯
業
34
⼤
内
新
興
化
学
⼯
業
㈱
原
町
⼯
場
ゴ
ム
製
品
製
造
業
15
5
ヤ
マ
ハ
モ
ー
タ
ー
ハ
イ
ド
ロ
リ
ッ
ク
シ
ス
テ
ム
㈱
沼
津
事
業
所
輸
送
⽤
機
械
器
具
製
造
業
27
1
宇
部
ア
ン
モ
ニ
ア
⼯
業
㈲
化
学
⼯
業
35
⼤
成
ロ
テ
ッ
ク
㈱
相
⾺
ア
ス
コ
ン
合
材
⼯
場
窯
業
・
⼟
⽯
製
品
製
造
業
15
6
IH
I運
搬
機
械
㈱
沼
津
⼯
場
輸
送
⽤
機
械
器
具
製
造
業
27
2
ユ
ー
エ
ム
ジ
ー
・
エ
ー
ビ
ー
エ
ス
㈱
宇
部
⼯
場
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
製
品
製
造
業
36
㈱
⽇
⽴
製
作
所
⼤
甕
⼯
場
電
気
機
械
器
具
製
造
業
15
7
㈱
フ
ジ
ク
ラ
沼
津
事
業
所
⾮
鉄
⾦
属
製
造
業
27
3
協
和
発
酵
キ
リ
ン
㈱
宇
部
⼯
場
化
学
⼯
業
37
A
E機
器
エ
ン
ジ
ニ
ア
リ
ン
グ
㈱
輸
送
⽤
機
械
器
具
製
造
業
15
8
㈱
明
電
舎
沼
津
事
業
所
電
気
機
械
器
具
製
造
業
27
4
積
⽔
ハ
ウ
ス
㈱
⼭
⼝
⼯
場
⼭
⼝
市
19
74
22
総
合
⼯
事
業
38
⽇
⽴
多
賀
テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
㈱
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
製
品
製
造
業
15
9
富
⼠
通
㈱
沼
津
⼯
場
情
報
通
信
機
械
器
具
製
造
業
27
5
㈱
モ
ル
テ
ン
防
府
⼯
場
そ
の
他
の
製
造
業
39
㈱
⽇
⽴
エ
ン
ジ
ニ
ア
リ
ン
グ
・
ア
ン
ド
・
サ
ー
ビ
ス
⼤
沼
⼯
場
⽣
産
⽤
機
械
器
具
製
造
業
16
0
⽮
崎
電
線
㈱
沼
津
製
作
所
⾮
鉄
⾦
属
製
造
業
27
6
協
和
発
酵
バ
イ
オ
㈱
⼭
⼝
事
業
所
防
府
化
学
⼯
業
40
⽇
⽴
電
線
㈱
豊
浦
⼯
場
⾮
鉄
⾦
属
製
造
業
16
1
東
レ
㈱
三
島
⼯
場
繊
維
⼯
業
27
7
㈱
フ
ィ
ル
ウ
ェ
ル
防
府
⼯
場
な
め
し
⾰
・
同
製
品
・
⽑
⽪
製
造
業
41
⽇
⽴
電
線
㈱
⾼
砂
⼯
場
⾮
鉄
⾦
属
製
造
業
16
2
㈱
電
業
社
機
械
製
作
所
三
島
事
業
所
は
ん
⽤
機
械
器
具
製
造
業
27
8
セ
キ
ヤ
ヒ
ュ
ー
ム
㈱
窯
業
・
⼟
⽯
製
品
製
造
業
42
⽇
⽴
電
線
㈱
⽇
⾼
⼯
場
⾮
鉄
⾦
属
製
造
業
16
3
横
浜
ゴ
ム
㈱
三
島
⼯
場
ゴ
ム
製
品
製
造
業
27
9
レ
ン
ゴ
ー
㈱
防
府
⼯
場
パ
ル
プ
・
紙
・
紙
加
⼯
品
製
造
業
43
㈱
⽇
⽴
製
作
所
⼭
⼿
⼯
場
電
気
機
械
器
具
製
造
業
16
4
富
⼠
フ
イ
ル
ム
㈱
富
⼠
宮
⼯
場
業
務
⽤
機
械
器
具
製
造
業
28
0
㈱
新
笠
⼾
ド
ッ
ク
輸
送
⽤
機
械
器
具
製
造
業
44
⽇
⽴
化
成
⼯
業
㈱
⼭
崎
事
業
所
化
学
⼯
業
16
5
王
⼦
特
殊
紙
㈱
富
⼠
宮
製
造
所
パ
ル
プ
・
紙
・
紙
加
⼯
品
製
造
業
28
1
㈱
エ
ネ
ル
ギ
ア
・
エ
コ
・
マ
テ
リ
ア
下
松
炭
カ
ル
セ
ン
タ
ー
⽯
油
製
品
・
⽯
炭
製
品
製
造
業
45
⽇
⽴
電
線
㈱
電
線
⼯
場
⾮
鉄
⾦
属
製
造
業
16
6
⽮
崎
計
器
㈱
島
⽥
製
作
所
輸
送
⽤
機
械
器
具
製
造
業
28
2
東
洋
鋼
鈑
㈱
下
松
⼯
場
⾦
属
製
品
製
造
業
46
⽇
⽴
G
Eニ
ュ
ー
ク
リ
ア
・
エ
ナ
ジ
ー
㈱
⽇
⽴
事
業
所
⾮
鉄
⾦
属
製
造
業
16
7
東
海
パ
ル
プ
㈱
島
⽥
⼯
場
・
横
井
⼯
場
パ
ル
プ
・
紙
・
紙
加
⼯
品
製
造
業
28
3
㈱
⽇
⽴
製
作
所
笠
⼾
事
業
所
電
⼦
部
品
・
デ
バ
イ
ス
・
電
⼦
回
路
製
造
業
47
㈱
⽇
⽴
製
作
所
⽇
⽴
⼯
場
電
気
機
械
器
具
製
造
業
16
8
⽇
清
紡
ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ
ス
㈱
島
⽥
事
業
所
繊
維
⼯
業
28
4
⽇
本
製
紙
㈱
岩
国
⼯
場
パ
ル
プ
・
紙
・
紙
加
⼯
品
製
造
業
48
⽇
⽴
電
線
㈱
⼟
浦
⼯
場
⾮
鉄
⾦
属
製
造
業
16
9
ネ
ス
レ
⽇
本
㈱
島
⽥
⼯
場
⾷
料
品
製
造
業
28
5
帝
⼈
㈱
岩
国
事
業
所
繊
維
⼯
業
49
関
東
ス
チ
ー
ル
㈱
本
社
⼯
場
鉄
鋼
業
17
0
ア
ス
テ
ラ
ス
東
海
㈱
富
⼠
⼯
場
化
学
⼯
業
28
6
東
洋
紡
績
㈱
岩
国
事
業
所
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
製
品
製
造
業
50
㈱
⽇
⽴
プ
ラ
ン
ト
テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
⼟
浦
事
業
所
は
ん
⽤
機
械
器
具
製
造
業
17
1
三
菱
商
事
フ
ー
ド
テ
ッ
ク
㈱
富
⼠
⼯
場
⾷
料
品
製
造
業
28
7
旭
化
成
建
材
㈱
岩
国
⼯
場
窯
業
・
⼟
⽯
製
品
製
造
業
51
⽇
⽴
建
機
㈱
⼟
浦
⼯
場
輸
送
⽤
機
械
器
具
製
造
業
17
2
ジ
ャ
ト
コ
㈱
富
⼠
地
区
輸
送
⽤
機
械
器
具
製
造
業
28
8
⽇
本
製
紙
ク
レ
シ
ア
㈱
岩
国
⼯
場
パ
ル
プ
・
紙
・
紙
加
⼯
品
製
造
業
52
⿓
⽥
化
学
㈱
古
河
⼯
場
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
製
品
製
造
業
17
3
ジ
ャ
ト
コ
㈱
本
社
・
富
⼠
地
区
輸
送
⽤
機
械
器
具
製
造
業
28
9
朝
⽇
鉄
⼯
㈱
本
社
⼯
場
⾦
属
製
品
製
造
業
53
横
河
⼯
事
㈱
利
根
⼯
場
総
合
⼯
事
業
17
4
⽇
本
⼤
昭
和
板
紙
㈱
吉
永
⼯
場
パ
ル
プ
・
紙
・
紙
加
⼯
品
製
造
業
29
0
デ
ル
タ
⼯
業
㈱
由
宇
⼯
場
輸
送
⽤
機
械
器
具
製
造
業
54
⽇
⽴
化
成
⼯
業
㈱
下
館
事
業
所
南
結
城
結
城
市
51
59
4
化
学
⼯
業
17
5
興
陽
製
紙
㈱
本
社
⼯
場
パ
ル
プ
・
紙
・
紙
加
⼯
品
製
造
業
29
1
新
⽇
本
製
鐵
㈱
光
鋼
管
部
鉄
鋼
業
55
オ
カ
モ
ト
㈱
茨
城
⼯
場
⿓
ケ
崎
市
78
34
2
ゴ
ム
製
品
製
造
業
17
6
ビ
ヨ
ン
ズ
㈱
輸
送
⽤
機
械
器
具
製
造
業
29
2
武
⽥
薬
品
⼯
業
㈱
光
⼯
場
化
学
⼯
業
56
丸
栄
関
東
コ
ン
ク
リ
ー
ト
㈱
茨
城
⼯
場
窯
業
・
⼟
⽯
製
品
製
造
業
17
7
東
洋
イ
ン
キ
製
造
㈱
富
⼠
製
造
所
化
学
⼯
業
29
3
㈱
ト
ク
ヤ
マ
徳
⼭
製
造
所
南
陽
⼯
場
化
学
⼯
業
57
エ
ス
ビ
ッ
ク
㈱
つ
く
ば
⼯
場
窯
業
・
⼟
⽯
製
品
製
造
業
17
8
㈱
ノ
ダ
富
⼠
川
⼯
場
⽊
材
・
⽊
製
品
製
造
業
（
家
具
を
除
く
）
29
4
⽇
新
製
鋼
㈱
周
南
製
鋼
所
鉄
鋼
業
58
⽇
綜
産
業
㈱
岩
間
事
業
所
笠
間
市
76
73
9
総
合
⼯
事
業
17
9
王
⼦
特
殊
紙
㈱
岩
渕
製
造
所
パ
ル
プ
・
紙
・
紙
加
⼯
品
製
造
業
29
5
徳
⼭
興
産
㈱
奈
切
⼯
場
⾦
属
製
品
製
造
業
59
麒
麟
⻨
酒
㈱
取
⼿
⼯
場
飲
料
・
た
ば
こ
・
飼
料
製
造
業
18
0
旭
化
成
㈱
富
⼠
⽀
社
繊
維
⼯
業
29
6
㈱
ト
ク
ヤ
マ
徳
⼭
製
造
所
東
⼯
場
化
学
⼯
業
60
キ
ャ
ノ
ン
㈱
取
⼿
事
業
所
電
⼦
部
品
・
デ
バ
イ
ス
・
電
⼦
回
路
製
造
業
18
1
東
芝
キ
ャ
リ
ア
㈱
富
⼠
事
業
所
電
気
機
械
器
具
製
造
業
29
7
三
井
化
学
㈱
岩
国
⼤
⽵
⼯
場
徳
⼭
分
⼯
場
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
製
品
製
造
業
61
㈱
東
京
鐵
⾻
橋
梁
取
⼿
⼯
場
鉄
鋼
業
18
2
⽇
本
製
紙
㈱
富
⼠
⼯
場
パ
ル
プ
・
紙
・
紙
加
⼯
品
製
造
業
29
8
コ
バ
レ
ン
ト
マ
テ
リ
ア
ル
徳
⼭
㈱
電
⼦
部
品
・
デ
バ
イ
ス
・
電
⼦
回
路
製
造
業
62
三
菱
化
学
㈱
筑
波
事
業
所
⽜
久
市
84
31
7
⽯
油
製
品
・
⽯
炭
製
品
製
造
業
18
3
⼤
興
製
紙
㈱
パ
ル
プ
・
紙
・
紙
加
⼯
品
製
造
業
29
9
㈱
ト
ク
ヤ
マ
徳
⼭
製
造
所
化
学
⼯
業
63
㈱
伊
藤
製
鐵
所
筑
波
⼯
場
鉄
鋼
業
18
4
王
⼦
製
紙
㈱
富
⼠
⼯
場
パ
ル
プ
・
紙
・
紙
加
⼯
品
製
造
業
30
0
東
ソ
ー
㈱
南
陽
事
業
所
化
学
⼯
業
64
（
財
）
⽇
本
⾃
動
⾞
研
究
所
学
術
・
開
発
研
究
機
関
18
5
興
和
㈱
富
⼠
⼯
場
化
学
⼯
業
30
1
⽇
本
ゼ
オ
ン
㈱
徳
⼭
⼯
場
ゴ
ム
製
品
製
造
業
65
⼤
学
共
同
利
⽤
機
関
法
⼈
⾼
エ
ネ
ル
ギ
ー
加
速
器
研
究
機
構
学
術
・
開
発
研
究
機
関
18
6
㈱
丸
⼋
真
綿
⻯
洋
⼯
場
繊
維
⼯
業
30
2
出
光
興
産
㈱
徳
⼭
製
油
所
⽯
油
製
品
・
⽯
炭
製
品
製
造
業
66
国
⼟
交
通
省
国
⼟
技
術
政
策
総
合
研
究
所
学
術
・
開
発
研
究
機
関
18
7
ヤ
マ
ハ
発
動
機
㈱
磐
⽥
南
⼯
場
輸
送
⽤
機
械
器
具
製
造
業
30
3
出
光
興
産
㈱
徳
⼭
⼯
場
⽯
油
製
品
・
⽯
炭
製
品
製
造
業
67
独
⽴
⾏
政
法
⼈
防
災
科
学
技
術
研
究
所
学
術
・
開
発
研
究
機
関
18
8
⼤
⽇
精
化
⼯
業
㈱
東
海
製
造
事
業
所
化
学
⼯
業
30
4
帝
⼈
フ
ァ
イ
バ
ー
㈱
徳
⼭
事
業
所
繊
維
⼯
業
68
㈱
⼩
松
製
作
所
茨
城
⼯
場
⽣
産
⽤
機
械
器
具
製
造
業
18
9
ス
ズ
キ
㈱
磐
⽥
⼯
場
輸
送
⽤
機
械
器
具
製
造
業
30
5
東
亞
合
成
㈱
徳
島
⼯
場
化
学
⼯
業
69
㈱
⽇
⽴
製
作
所
⽔
⼾
⼯
場
電
気
機
械
器
具
製
造
業
19
0
⽇
本
た
ば
こ
産
業
㈱
東
海
⼯
場
飲
料
・
た
ば
こ
・
飼
料
製
造
業
30
6
⽇
清
紡
ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ
ス
㈱
徳
島
事
業
所
繊
維
⼯
業
70
⽇
⽴
⼯
機
㈱
勝
⽥
⼯
場
⽣
産
⽤
機
械
器
具
製
造
業
19
1
N
T
N
㈱
磐
⽥
製
作
所
は
ん
⽤
機
械
器
具
製
造
業
30
7
⽇
亜
化
学
⼯
業
㈱
本
社
⼯
場
電
⼦
部
品
・
デ
バ
イ
ス
・
電
⼦
回
路
製
造
業
71
独
⽴
⾏
政
法
⼈
⽇
本
原
⼦
⼒
研
究
開
発
機
構
那
珂
核
融
合
研
究
所
学
術
・
開
発
研
究
機
関
19
2
ヤ
マ
ハ
㈱
磐
⽥
⼯
場
そ
の
他
の
製
造
業
30
8
王
⼦
製
紙
㈱
富
岡
⼯
場
パ
ル
プ
・
紙
・
紙
加
⼯
品
製
造
業
72
三
菱
原
⼦
燃
料
㈱
本
社
⼯
場
⾮
鉄
⾦
属
製
造
業
19
3
ヤ
マ
ハ
発
動
機
㈱
本
社
⼯
場
輸
送
⽤
機
械
器
具
製
造
業
30
9
⼤
倉
⼯
業
㈱
本
社
丸
⻲
市
11
00
10
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
製
品
製
造
業
73
⽇
⽴
化
成
⼯
業
㈱
下
館
事
業
所
化
学
⼯
業
19
4
ヤ
マ
ハ
㈱
豊
岡
⼯
場
そ
の
他
の
製
造
業
31
0
丸
⼀
鋼
管
㈱
詫
間
⼯
場
⾦
属
製
品
製
造
業
74
㈱
ハ
ウ
ス
テ
ッ
ク
結
城
製
造
部
そ
の
他
の
製
造
業
19
5
D
O
W
A
メ
タ
ル
テ
ッ
ク
㈱
⾦
属
製
品
製
造
業
31
1
神
島
化
学
⼯
業
㈱
詫
間
⼯
場
窯
業
・
⼟
⽯
製
品
製
造
業
75
⽇
⽴
化
成
⼯
業
㈱
五
所
宮
事
業
所
化
学
⼯
業
19
6
⼤
和
製
罐
㈱
⼤
井
川
⼯
場
⾦
属
製
品
製
造
業
31
2
今
治
造
船
㈱
今
治
⼯
場
輸
送
⽤
機
械
器
具
製
造
業
76
㈱
マ
グ
明
野
製
造
所
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
製
品
製
造
業
19
7
㈱
ニ
ッ
セ
ー
飲
料
・
た
ば
こ
・
飼
料
製
造
業
31
3
真
鍋
造
機
㈱
⼤
⻄
⼯
場
輸
送
⽤
機
械
器
具
製
造
業
77
キ
ヤ
ノ
ン
セ
ミ
コ
ン
ダ
ク
タ
ー
エ
ク
ィ
ッ
プ
メ
ン
ト
㈱
岩
井
⼯
場
電
⼦
部
品
・
デ
バ
イ
ス
・
電
⼦
回
路
製
造
業
19
8
味
の
素
メ
デ
ィ
カ
㈱
⼤
井
川
⼯
場
化
学
⼯
業
31
4
㈱
新
来
島
ど
っ
く
⼤
⻄
⼯
場
輸
送
⽤
機
械
器
具
製
造
業
78
レ
ン
ゴ
ー
㈱
利
根
川
⼯
場
パ
ル
プ
・
紙
・
紙
加
⼯
品
製
造
業
19
9
東
海
造
船
運
輸
㈱
輸
送
⽤
機
械
器
具
製
造
業
31
5
吉
野
⽯
膏
㈱
今
治
⼯
場
窯
業
・
⼟
⽯
製
品
製
造
業
79
東
武
冶
⾦
㈱
⾜
利
⼯
場
⾦
属
製
品
製
造
業
20
0
サ
ッ
ポ
ロ
ビ
ー
ル
㈱
静
岡
⼯
場
飲
料
・
た
ば
こ
・
飼
料
製
造
業
31
6
住
友
⾦
属
鉱
⼭
㈱
別
⼦
事
業
所
磯
浦
⼯
場
新
居
浜
市
11
99
03
⾮
鉄
⾦
属
製
造
業
80
㈱
深
井
製
作
所
⼤
⽉
⼯
場
輸
送
⽤
機
械
器
具
製
造
業
20
1
ア
ス
テ
ラ
ス
東
海
㈱
焼
津
⼯
場
化
学
⼯
業
31
7
住
友
⾦
属
鉱
⼭
㈱
別
⼦
事
業
所
本
館
⾮
鉄
⾦
属
製
造
業
81
㈱
キ
リ
ウ
⾜
利
⼯
場
化
学
⼯
業
20
2
ク
ラ
リ
ア
ン
ト
ジ
ャ
パ
ン
㈱
静
岡
⼯
場
化
学
⼯
業
31
8
住
友
重
機
械
⼯
業
㈱
愛
媛
製
造
所
（
新
居
浜
⼯
場
）
⽣
産
⽤
機
械
器
具
製
造
業
82
G
K
N
ド
ラ
イ
ブ
ラ
イ
ン
ト
ル
ク
テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
㈱
栃
⽊
⼯
場
輸
送
⽤
機
械
器
具
製
造
業
20
3
㈱
キ
ャ
タ
ラ
ー
輸
送
⽤
機
械
器
具
製
造
業
31
9
住
友
化
学
㈱
愛
媛
⼯
場
新
居
浜
市
11
99
03
化
学
⼯
業
83
古
河
産
機
シ
ス
テ
ム
ズ
㈱
栃
⽊
⼯
場
は
ん
⽤
機
械
器
具
製
造
業
20
4
ス
ズ
キ
㈱
⼤
須
賀
⼯
場
輸
送
⽤
機
械
器
具
製
造
業
32
0
住
友
化
学
㈱
⼤
江
⼯
場
化
学
⼯
業
84
G
K
N
ド
ラ
イ
ブ
ラ
イ
ン
ト
ル
ク
テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
㈱
試
験
場
学
術
・
開
発
研
究
機
関
20
5
三
甲
㈱
東
海
掛
川
⼯
場
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
製
品
製
造
業
32
1
四
国
コ
カ
・
コ
ー
ラ
プ
ロ
ダ
ク
ツ
㈱
⼩
松
第
⼆
⼯
場
飲
料
・
た
ば
こ
・
飼
料
製
造
業
85
サ
ン
ト
リ
ー
酒
類
㈱
梓
の
森
⼯
場
飲
料
・
た
ば
こ
・
飼
料
製
造
業
20
6
ユ
ニ
・
チ
ャ
ー
ム
㈱
静
岡
⼯
場
パ
ル
プ
・
紙
・
紙
加
⼯
品
製
造
業
32
2
フ
ジ
ボ
ウ
愛
媛
㈱
壬
⽣
川
⼯
場
窯
業
・
⼟
⽯
製
品
製
造
業
86
富
⼠
重
⼯
業
㈱
ス
バ
ル
研
究
実
験
セ
ン
タ
ー
学
術
・
開
発
研
究
機
関
20
7
㈱
桂
川
精
螺
掛
川
製
作
所
⾦
属
製
品
製
造
業
32
3
㈱
ク
ラ
レ
⻄
条
事
業
所
化
学
⼯
業
87
住
友
⼤
阪
セ
メ
ン
ト
㈱
栃
⽊
⼯
場
窯
業
・
⼟
⽯
製
品
製
造
業
20
8
ヤ
マ
ハ
㈱
掛
川
⼯
場
そ
の
他
の
製
造
業
32
4
住
友
⾦
属
鉱
⼭
㈱
別
⼦
事
業
所
東
予
⼯
場
⾮
鉄
⾦
属
製
造
業
88
池
⽥
糖
化
⼯
業
㈱
⽥
沼
⼯
場
⾷
料
品
製
造
業
20
9
中
外
製
薬
㈱
藤
枝
⼯
場
化
学
⼯
業
32
5
⼤
王
製
紙
㈱
三
島
⼯
場
四
国
中
央
市
87
41
3
パ
ル
プ
・
紙
・
紙
加
⼯
品
製
造
業
89
エ
バ
タ
㈱
栃
⽊
⼯
場
⿅
沼
市
98
37
4
窯
業
・
⼟
⽯
製
品
製
造
業
21
0
住
友
ベ
ー
ク
ラ
イ
ト
㈱
静
岡
⼯
場
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
製
品
製
造
業
32
6
九
州
三
井
ア
ル
ミ
ニ
ウ
ム
⼯
業
㈱
本
社
⼯
場
⾮
鉄
⾦
属
製
造
業
90
古
河
電
池
㈱
今
市
事
業
所
電
気
機
械
器
具
製
造
業
21
1
科
研
製
薬
㈱
静
岡
⼯
場
化
学
⼯
業
32
7
三
井
化
学
㈱
⼤
牟
⽥
⼯
場
横
須
分
⼯
場
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
製
品
製
造
業
91
古
河
電
気
⼯
業
㈱
⽇
光
事
業
所
電
気
機
械
器
具
製
造
業
21
2
㈱
ニ
チ
ビ
静
岡
⼯
場
繊
維
⼯
業
32
8
電
気
化
学
⼯
業
㈱
⼤
牟
⽥
⼯
場
化
学
⼯
業
92
古
河
ス
カ
イ
㈱
⽇
光
⼯
場
⾦
属
製
品
製
造
業
21
3
⽇
清
紡
ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ
ス
㈱
藤
枝
事
業
所
繊
維
⼯
業
32
9
三
井
⾦
属
九
州
機
⼯
㈱
輸
送
⽤
機
械
器
具
製
造
業
93
㈱
⾼
岳
製
作
所
⼩
⼭
⼯
場
電
気
機
械
器
具
製
造
業
21
4
御
殿
場
テ
ト
ラ
パ
ッ
ク
合
同
会
社
パ
ル
プ
・
紙
・
紙
加
⼯
品
製
造
業
33
0
三
井
化
学
㈱
⼤
牟
⽥
⼯
場
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
製
品
製
造
業
94
古
河
ス
カ
イ
㈱
⼩
⼭
⼯
場
⾦
属
製
品
製
造
業
21
5
⽮
崎
電
線
㈱
富
⼠
⼯
場
⾮
鉄
⾦
属
製
造
業
33
1
㈱
安
川
電
機
⾏
橋
事
業
所
電
⼦
部
品
・
デ
バ
イ
ス
・
電
⼦
回
路
製
造
業
95
富
⼠
通
㈱
⼩
⼭
⼯
場
情
報
通
信
機
械
器
具
製
造
業
21
6
ト
ヨ
タ
紡
織
㈱
御
殿
場
⼯
場
輸
送
⽤
機
械
器
具
製
造
業
33
2
T
O
T
O
ハ
イ
リ
ビ
ン
グ
㈱
⾏
橋
⼯
場
窯
業
・
⼟
⽯
製
品
製
造
業
96
昭
和
ア
ル
ミ
ニ
ウ
ム
⽸
㈱
⼩
⼭
⼯
場
⾦
属
製
品
製
造
業
21
7
ポ
ー
ラ
化
成
⼯
業
㈱
袋
井
⼯
場
化
学
⼯
業
33
3
⽇
本
た
ば
こ
産
業
㈱
九
州
⼯
場
筑
紫
野
市
10
10
81
飲
料
・
た
ば
こ
・
飼
料
製
造
業
97
古
河
産
機
シ
ス
テ
ム
ズ
㈱
⼩
⼭
⼯
場
は
ん
⽤
機
械
器
具
製
造
業
21
8
ナ
カ
ジ
マ
鋼
管
㈱
天
⻯
川
製
造
所
鉄
鋼
業
33
4
㈱
ブ
リ
ヂ
ス
ト
ン
⽢
⽊
⼯
場
ゴ
ム
製
品
製
造
業
98
⼩
平
産
業
㈱
本
社
⼯
場
輸
送
⽤
機
械
器
具
製
造
業
21
9
共
和
レ
ザ
ー
㈱
浅
⽻
⼯
場
な
め
し
⾰
・
同
製
品
・
⽑
⽪
製
造
業
33
5
麒
麟
⻨
酒
㈱
福
岡
⼯
場
飲
料
・
た
ば
こ
・
飼
料
製
造
業
99
⼤
和
ハ
ウ
ス
⼯
業
㈱
栃
⽊
⼆
宮
⼯
場
真
岡
市
79
53
9
総
合
⼯
事
業
22
0
ハ
ウ
ス
⾷
品
㈱
静
岡
⼯
場
⾷
料
品
製
造
業
33
6
味
の
素
㈱
九
州
事
業
所
⾷
料
品
製
造
業
10
0
JU
K
I㈱
⼤
⽥
原
⼯
場
⽣
産
⽤
機
械
器
具
製
造
業
22
1
ニ
チ
ア
ス
㈱
袋
井
⼯
場
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
製
品
製
造
業
33
7
王
⼦
板
紙
㈱
佐
賀
⼯
場
パ
ル
プ
・
紙
・
紙
加
⼯
品
製
造
業
10
1
櫻
護
謨
㈱
⼤
⽥
原
製
作
所
ゴ
ム
製
品
製
造
業
22
2
㈱
シ
ョ
ー
ワ
浅
⽻
⼯
場
輸
送
⽤
機
械
器
具
製
造
業
33
8
㈱
⼾
上
電
機
製
作
所
業
務
⽤
機
械
器
具
製
造
業
10
2
ボ
ッ
シ
ュ
㈱
塩
原
試
験
場
学
術
・
開
発
研
究
機
関
22
3
㈱
J-
オ
イ
ル
ミ
ル
ズ
浅
⽻
⼯
場
⾷
料
品
製
造
業
33
9
東
洋
プ
ラ
イ
ウ
ッ
ド
㈱
九
州
⼯
場
伊
万
⾥
市
55
23
8
⽊
材
・
⽊
製
品
製
造
業
（
家
具
を
除
く
）
10
3
㈱
ブ
リ
ヂ
ス
ト
ン
⿊
磯
⼯
場
ゴ
ム
製
品
製
造
業
22
4
⼤
和
ハ
ウ
ス
⼯
業
㈱
中
部
⼯
場
総
合
⼯
事
業
34
0
佐
世
保
重
⼯
業
㈱
佐
世
保
造
船
所
輸
送
⽤
機
械
器
具
製
造
業
10
4
㈱
ブ
リ
ヂ
ス
ト
ン
那
須
⼯
場
ゴ
ム
製
品
製
造
業
22
5
ヤ
マ
ハ
発
動
機
㈱
袋
井
⼯
場
輸
送
⽤
機
械
器
具
製
造
業
34
1
㈱
サ
ン
フ
リ
ー
ド
佐
世
保
精
⽶
⼯
場
⾷
料
品
製
造
業
10
5
㈱
ブ
リ
ヂ
ス
ト
ン
栃
⽊
⼯
場
ゴ
ム
製
品
製
造
業
22
6
第
⼀
三
共
㈱
袋
井
研
究
セ
ン
タ
ー
学
術
・
開
発
研
究
機
関
34
2
⽇
本
製
紙
㈱
⼋
代
⼯
場
パ
ル
プ
・
紙
・
紙
加
⼯
品
製
造
業
10
6
㈱
ブ
リ
ヂ
ス
ト
ン
栃
⽊
プ
ル
ー
ビ
ン
グ
グ
ラ
ウ
ン
ド
学
術
・
開
発
研
究
機
関
22
7
パ
イ
オ
ニ
ア
デ
ィ
ス
プ
レ
イ
プ
ロ
ダ
ク
ツ
㈱
静
岡
⼯
場
電
⼦
部
品
・
デ
バ
イ
ス
・
電
⼦
回
路
製
造
業
34
3
㈱
興
⼈
⼋
代
⼯
場
化
学
⼯
業
10
7
サ
ン
ウ
ェ
ー
ブ
⼯
業
㈱
桐
⽣
製
作
所
電
気
機
械
器
具
製
造
業
22
8
ヤ
マ
ハ
発
動
機
㈱
部
品
事
業
部
輸
送
⽤
機
械
器
具
製
造
業
34
4
メ
ル
シ
ャ
ン
㈱
⼋
代
⼯
場
飲
料
・
た
ば
こ
・
飼
料
製
造
業
10
8
㈱
正
⽥
製
作
所
本
社
⼯
場
輸
送
⽤
機
械
器
具
製
造
業
22
9
ヤ
マ
ハ
袋
井
テ
ス
ト
コ
ー
ス
学
術
・
開
発
研
究
機
関
34
5
第
⼀
紡
績
㈱
九
州
事
業
所
荒
尾
市
53
40
7
繊
維
⼯
業
10
9
富
⼠
重
⼯
業
㈱
群
⾺
製
作
所
伊
勢
崎
⼯
場
伊
勢
崎
市
20
88
14
輸
送
⽤
機
械
器
具
製
造
業
23
0
三
菱
ア
ル
ミ
ニ
ウ
ム
㈱
富
⼠
製
作
所
⾦
属
製
品
製
造
業
34
6
㈱
ブ
リ
ヂ
ス
ト
ン
熊
本
⼯
場
⽟
名
市
66
78
2
ゴ
ム
製
品
製
造
業
11
0
し
げ
る
⼯
業
㈱
市
野
倉
⼯
場
輸
送
⽤
機
械
器
具
製
造
業
23
1
ト
ヨ
タ
⾃
動
⾞
㈱
東
富
⼠
研
究
所
輸
送
⽤
機
械
器
具
製
造
業
34
7
九
州
三
和
鉄
軌
㈱
⼭
⿅
市
52
26
4
⾮
鉄
⾦
属
製
造
業
11
1
富
⼠
重
⼯
業
㈱
群
⾺
製
作
所
本
⼯
場
輸
送
⽤
機
械
器
具
製
造
業
23
2
パ
ナ
ソ
ニ
ッ
ク
ス
ト
レ
ー
ジ
バ
ッ
テ
リ
ー
㈱
輸
送
⽤
機
械
器
具
製
造
業
34
8
T
O
T
O
㈱
中
津
第
⼆
⼯
場
窯
業
・
⼟
⽯
製
品
製
造
業
11
2
三
菱
電
機
㈱
群
⾺
製
作
所
電
気
機
械
器
具
製
造
業
23
3
ア
ス
モ
㈱
本
社
⼯
場
輸
送
⽤
機
械
器
具
製
造
業
34
9
⽇
本
チ
ュ
ー
ブ
ラ
ー
プ
ロ
ダ
ク
ツ
㈱
⾦
属
製
品
製
造
業
11
3
王
⼦
製
鉄
㈱
群
⾺
⼯
場
鉄
鋼
業
23
4
浜
名
部
品
⼯
業
㈱
輸
送
⽤
機
械
器
具
製
造
業
35
0
T
O
T
O
㈱
中
津
⼯
場
窯
業
・
⼟
⽯
製
品
製
造
業
11
4
サ
ッ
ポ
ロ
ビ
ー
ル
㈱
群
⾺
⼯
場
飲
料
・
た
ば
こ
・
飼
料
製
造
業
23
5
㈱
ユ
ニ
バ
ン
ス
本
社
⼯
場
輸
送
⽤
機
械
器
具
製
造
業
35
1
太
平
洋
セ
メ
ン
ト
㈱
⼤
分
⼯
場
佐
伯
プ
ラ
ン
ト
佐
伯
市
72
21
1
窯
業
・
⼟
⽯
製
品
製
造
業
11
5
関
東
電
化
⼯
業
㈱
渋
川
⼯
場
化
学
⼯
業
23
6
㈱
ベ
ル
ソ
ニ
カ
本
社
⼯
場
輸
送
⽤
機
械
器
具
製
造
業
35
2
㈱
興
⼈
佐
伯
⼯
場
⾷
料
品
製
造
業
11
6
⼤
同
特
殊
鋼
㈱
渋
川
⼯
場
⾮
鉄
⾦
属
製
造
業
23
7
ス
ズ
キ
㈱
湖
⻄
⼯
場
輸
送
⽤
機
械
器
具
製
造
業
35
3
㈱
C
K
K
宇
佐
⼯
場
輸
送
⽤
機
械
器
具
製
造
業
11
7
⽇
本
カ
ー
リ
ッ
ト
㈱
群
⾺
⼯
場
化
学
⼯
業
35
4
パ
ナ
ソ
ニ
ッ
ク
シ
ス
テ
ム
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
ス
㈱
⼤
分
事
業
場
情
報
通
信
機
械
器
具
製
造
業
11
8
ヨ
シ
モ
ト
ポ
ー
ル
㈱
群
⾺
⼯
場
⾦
属
製
品
製
造
業
35
5
三
和
酒
類
㈱
本
社
⼯
場
飲
料
・
た
ば
こ
・
飼
料
製
造
業
11
9
東
邦
亜
鉛
㈱
藤
岡
事
業
所
⾮
鉄
⾦
属
製
造
業
35
6
⼤
栄
⾼
圧
㈱
窯
業
・
⼟
⽯
製
品
製
造
業
12
0
信
越
化
学
⼯
業
㈱
群
⾺
事
業
所
磯
部
⼯
場
化
学
⼯
業
35
7
霧
島
酒
造
㈱
志
⽐
⽥
⼯
場
飲
料
・
た
ば
こ
・
飼
料
製
造
業
12
1
東
邦
亜
鉛
㈱
安
中
製
錬
所
⾮
鉄
⾦
属
製
造
業
35
8
旭
化
成
せ
ん
い
㈱
ベ
ン
ベ
ル
グ
⼯
場
繊
維
⼯
業
35
9
旭
化
成
フ
ァ
ー
マ
㈱
延
岡
医
薬
⼯
場
化
学
⼯
業
出
典
：
国
⼟
数
値
情
報
の
⼯
業
⽤
地
デ
ー
タ
（
第
2.
1版
/平
成
21
年
度
作
成
）
36
0
旭
化
成
ケ
ミ
カ
ル
ズ
㈱
レ
オ
ナ
⼯
場
化
学
⼯
業
注
：
⼈
⼝
は
平
成
27
年
国
勢
調
査
に
よ
る
も
の
36
1
旭
化
成
せ
ん
い
㈱
不
織
布
⼯
場
繊
維
⼯
業
36
2
王
⼦
製
紙
㈱
⽇
南
⼯
場
パ
ル
プ
・
紙
・
紙
加
⼯
品
製
造
業
36
3
⽇
本
ホ
ワ
イ
ト
フ
ァ
ー
ム
㈱
宮
崎
⾷
品
⼯
場
⾷
料
品
製
造
業
36
4
京
セ
ラ
㈱
⿅
児
島
川
内
⼯
場
⿅
児
島
薩
摩
川
内
市
96
07
6
電
⼦
部
品
・
デ
バ
イ
ス
・
電
⼦
回
路
製
造
業
88
56
4
16
93
27
12
12
26
12
06
36
69
70
2
14
08
04
⼟
浦
市
古
河
市
14
09
46
12
15
83
11
94
22
10
62
44
12
40
62
57
79
7
18
50
54
室
蘭
市
帯
広
市
北
⾒
市
江
別
市
恵
庭
市
⽇
⽴
市
⼀
関
市
奥
州
市
酒
⽥
市
⾜
利
市
14
94
52
栃
⽊
市
15
92
11
会
津
若
松
市
南
相
⾺
市
常
総
市
取
⼿
市
61
48
3
10
65
70
つ
く
ば
市
22
69
63
ひ
た
ち
な
か
市
15
56
89
富
⼠
宮
市
13
07
70
島
⽥
市
98
11
2
渋
川
市
78
39
1
⼩
⼭
市
16
67
60
⼤
⽥
原
市
75
45
7
那
須
塩
原
市
11
71
46
那
珂
市
54
27
6
筑
⻄
市
10
45
73
筑
⻄
市
10
45
73
佐
野
市
11
89
19
⽇
光
市
83
38
6
坂
東
市
54
08
7
柏
崎
市
86
83
3
燕
市
79
78
4
上
越
市
19
69
87
福
井
市
26
59
04
敦
賀
市
66
16
5
⼋
代
市
12
74
72
佐
世
保
市
25
54
39
佐
賀
市
23
63
72
朝
倉
市
52
44
4
安
中
市
58
53
1
桐
⽣
市
11
47
14
太
⽥
市
21
98
07
藤
岡
市
65
70
8
⽇
南
市
54
09
0
延
岡
市
12
51
59
都
城
市
16
50
29
佐
伯
市
56
25
8
中
津
市
83
96
5
今
治
市
15
81
14
三
豊
市
65
52
4
⾏
橋
市
70
58
6
⼤
牟
⽥
市
11
73
60
⻄
条
市
10
81
74
阿
南
市
73
01
9
徳
島
市
25
85
54
周
南
市
14
48
42
光
市
51
36
9
岩
国
市
13
67
57
下
松
市
55
81
2
防
府
市
11
59
42
宇
部
市
16
94
29
下
関
市
26
85
17
三
次
市
53
61
5
尾
道
市
13
86
26
三
原
市
96
19
4
呉
市
22
85
52
出
雲
市
17
19
38
松
江
市
20
62
30
⽟
野
市
60
73
6
湖
⻄
市
59
78
9
裾
野
市
52
73
7
袋
井
市
85
78
9
御
殿
場
市
88
07
8
藤
枝
市
14
36
05
茨
城
栃
⽊
掛
川
市
11
46
02
焼
津
市
13
94
62
磐
⽥
市
16
72
10
北
海
道
岩
⼿
富
⼠
市
24
83
99
三
島
市
11
00
46
坂
井
市
90
28
0
南
ア
ル
プ
ス
70
82
8
沼
津
市
19
56
33
⻑
岡
市
27
51
33
三
条
市
99
19
2
⼤
分
宮
崎
福
島
静
岡
静
岡
愛
媛
福
岡
島
根
岡
⼭
広
島
⼭
⼝
徳
島
⾹
川
佐
賀
⻑
崎
熊
本
群
⾺
新
潟
富
⼭
⽯
川
福
井
⼭
梨
宮
城
⼭
形
92
参
考
資
料
1-
2.
 
対
象
都
市
の
⼯
業
⽤
地
（
⼯
業
団
地
⽤
地
）
N
o.
⽤
地
名
道
県
名
都
市
名
⼈
⼝
1：
臨
海
2：
内
陸
事
業
主
体
名
事
業
完
了
（
年
）
全
体
開
発
⾯
積
（
H
a）
⼯
業
⽤
地
⾯
積
（
H
a）
⼯
業
⽤
地
⾯
積
合
計
（
H
a）
N
o.
⽤
地
名
道
県
名
都
市
名
⼈
⼝
1：
臨
海
2：
内
陸
事
業
主
体
名
事
業
完
了
（
年
）
全
体
開
発
⾯
積
（
H
a）
⼯
業
⽤
地
⾯
積
（
H
a）
⼯
業
⽤
地
⾯
積
合
計
（
H
a）
N
o.
⽤
地
名
道
県
名
都
市
名
⼈
⼝
1：
臨
海
2：
内
陸
事
業
主
体
名
事
業
完
了
（
年
）
全
体
開
発
⾯
積
（
H
a）
⼯
業
⽤
地
⾯
積
（
H
a）
⼯
業
⽤
地
⾯
積
合
計
（
H
a）
1
勝
納
ふ
頭
1
⼩
樽
市
19
80
41
.3
8.
3
12
4
須
賀
川
横
⼭
2
須
賀
川
市
19
81
51
.4
40
.7
24
1
国
⺟
2
甲
府
地
区
開
発
事
業
団
19
78
95
.6
81
.3
2
銭
函
2
⼩
樽
市
19
88
12
8.
6
10
3.
8
12
5
須
賀
川
南
部
2
福
島
県
19
90
41
.3
33
.6
24
2
⾷
品
2
⼭
梨
県
⼟
地
開
発
公
社
19
87
14
.3
12
3
イ
タ
ン
キ
2
市
19
68
19
.6
13
.2
12
6
越
久
2
北
⽇
本
開
発
㈱
19
91
17
15
.2
24
3
甲
府
南
部
2
甲
府
市
19
94
39
25
4
陣
屋
1
苫
⼩
牧
港
開
発
㈱
、
市
19
71
61
.1
52
.7
12
7
岩
崎
（
⻑
沼
第
三
）
2
須
賀
川
市
（
旧
⻑
沼
町
）
19
94
24
.9
15
24
4
掛
川
東
部
（
エ
コ
ポ
リ
ス
）
2
掛
川
東
部
⼯
業
団
地
⼟
地
区
画
整
理
組
合
19
91
95
.9
71
.9
5
崎
守
埠
頭
関
連
2
苫
⼩
牧
港
開
発
㈱
、
市
19
76
49
.6
32
.3
12
8
須
賀
川
テ
ク
ニ
カ
ル
リ
サ
ー
チ
ガ
ー
デ
ン
2
須
賀
川
市
19
99
12
8.
1
16
.5
24
5
⼤
東
上
⼟
⽅
2
（
静
岡
県
企
業
局
）
⺠
間
19
93
40
.5
31
6
祝
津
臨
海
1
苫
⼩
牧
港
開
発
㈱
、
市
19
81
80
.4
69
.5
12
9
須
賀
川
北
部
2
郡
⼭
地
⽅
⼟
地
開
発
公
社
19
99
26
16
24
6
駒
⾨
2
御
殿
場
市
駒
⾨
⼯
専
⼟
地
区
画
整
理
組
合
19
90
99
79
.6
7
⾹
川
⼯
業
⽤
地
2
㈱
室
蘭
振
興
公
社
、
室
蘭
市
13
.3
9.
8
13
0
柏
⽊
⽥
2
町
19
76
9.
1
6.
3
24
7
富
⼠
御
殿
場
2
㈱
東
富
⼠
20
08
30
22
.4
8
⻄
港
臨
海
1
釧
路
市
19
81
27
9.
9
21
3.
7
13
1
⾼
⽥
2
⼆
本
松
市
19
79
33
32
.9
24
8
神
場
南
企
業
団
地
2
神
場
南
⼟
地
区
画
整
理
組
合
33
.4
22
.4
9
釧
路
・
⽩
糠
団
地
2
独
⽴
⾏
政
法
⼈
中
⼩
企
業
基
盤
整
備
機
構
20
01
34
0.
3
24
8.
8
13
2
宮
⼾
2
⼆
本
松
市
19
88
35
31
24
9
⽶
⼦
港
旗
ヶ
崎
地
区
1
⿃
取
企
業
局
19
77
42
30
.6
10
⼤
楽
⽑
⽔
産
加
⼯
2
釧
路
市
⽔
産
物
（
協
）
38
36
.4
13
3
平
⽯
⾼
⽥
第
⼆
2
⼆
本
松
市
20
05
54
.9
45
.9
25
0
和
⽥
浜
2
（
⺠
地
）
52
50
.8
11
布
伏
内
2
阿
寒
町
16
.7
11
.3
13
4
安
達
2
⼆
本
松
市
21
.1
18
.7
25
1
⽶
⼦
崎
津
地
区
1
⿃
取
県
企
業
局
24
.5
24
.5
12
釧
路
益
浦
軽
⼯
業
団
地
2
太
平
洋
興
発
㈱
釧
路
⽀
店
10
.4
9.
2
13
5
⼩
沢
2
⼆
本
松
市
18
14
25
2
院
庄
2
市
、
県
19
68
17
.3
14
.9
13
⾳
別
2
⾳
別
町
61
.8
0
13
6
⼋
万
舘
2
⼆
本
松
市
12
.7
10
.4
25
3
国
分
寺
2
19
72
25
25
14
帯
広
2
市
産
業
公
社
19
74
63
0.
4
22
1.
4
13
7
⾒
城
坂
2
霊
⼭
町
19
96
19
8.
9
25
4
草
加
部
2
市
⼟
地
開
発
公
社
19
84
45
.1
30
.2
15
帯
広
市
⻄
20
条
北
2
帯
広
市
⻄
20
条
北
⼟
地
区
画
整
理
組
合
48
.9
36
.8
13
8
梁
川
2
梁
川
町
20
01
52
52
25
5
津
⼭
中
核
2
市
⼟
地
開
発
公
社
19
88
57
.1
43
.1
16
新
帯
広
2
0
0
13
9
保
原
2
保
原
町
48
.9
41
.2
25
6
久
⽶
産
業
団
地
2
岡
⼭
県
19
93
58
.1
38
.2
17
栗
沢
2
中
⼩
企
業
基
盤
整
備
機
構
19
75
35
.7
29
.7
14
0
⼤
⽉
・
助
⼾
2
⾜
利
市
街
地
開
発
組
合
19
70
34
.2
28
.2
25
7
津
⼭
総
合
流
通
セ
ン
タ
ー
2
津
⼭
⼟
地
開
発
公
社
19
97
93
.2
54
.6
18
岡
⼭
2
岩
⾒
沢
市
19
79
50
.8
35
14
1
久
保
⽥
2
⾜
利
市
街
地
開
発
組
合
19
71
13
.8
11
.1
25
8
笠
岡
臨
海
1
企
業
19
69
0
50
0
19
南
空
知
流
通
2
北
海
道
⼟
地
開
発
公
社
19
80
31
.9
24
.3
14
2
⽻
刈
2
⾜
利
市
街
地
開
発
組
合
19
71
10
.7
9.
8
25
9
茂
平
（
内
陸
）
2
県
19
70
0
23
20
上
幌
向
2
岩
⾒
沢
市
19
90
41
.2
28
.9
14
3
荒
⾦
2
⾜
利
市
街
地
開
発
組
合
19
71
10
.4
9.
2
26
0
笠
岡
港
（
港
町
地
区
）
⼯
業
⽤
地
1
岡
⼭
県
19
88
28
.9
28
.9
21
道
央
栗
沢
2
独
⽴
⾏
政
法
⼈
中
⼩
企
業
基
盤
整
備
機
構
19
98
36
.8
28
.4
14
4
御
厨
2
⾜
利
市
街
地
開
発
組
合
19
73
48
.6
41
.3
26
1
笠
岡
中
央
内
陸
2
笠
岡
市
19
93
21
.5
15
.2
22
苫
⼩
牧
⻄
部
⼯
業
基
地
1
苫
⼩
牧
港
開
発
㈱
19
75
17
20
.6
11
55
.5
14
5
⼋
坂
第
⼆
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⽴地する
⼯業⽤地
の種類
⼯業団地
⾯積
の合計
1 01 1203 ⼩樽市 団地 112.1 71 18 18202 敦賀市 単独 13.8
2 01 1205 室蘭市 両⽅ 177.5 72 18 18210 坂井市 単独 19.1
3 01 1206 釧路市 両⽅ 519.4 73 19 19201 甲府市 団地 143.3
4 01 1207 帯広市 両⽅ 258.2 74 22 22203 沼津市 単独 20.8
5 01 1208 北⾒市 単独 51.4 75 22 22206 三島市 単独 -
6 01 1210 岩⾒沢市 団地 175.2 76 22 22207 富⼠宮市 単独 73.5
7 01 1213 苫⼩牧市 両⽅ 8209.2 77 22 22209 島⽥市 単独 -
8 01 1217 江別市 両⽅ 268.5 78 22 22210 富⼠市 単独 51.8
9 01 1224 千歳市 団地 727.2 79 22 22211 磐⽥市 単独 42.7
10 01 1231 恵庭市 単独 10.6 80 22 22212 焼津市 単独 28.8
11 02 2201 ⻘森市 団地 125.7 81 22 22213 掛川市 両⽅ 102.9
12 02 2203 ⼋⼾市 団地 534.5 82 22 22214 藤枝市 単独 12.3
13 02 2205 五所川原市 団地 129.8 83 22 22215 御殿場市 両⽅ 124.4
14 02 2206 ⼗和⽥市 単独 - 84 22 22216 袋井市 単独 -
15 03 3205 花巻市 団地 99.5 85 22 22221 湖⻄市 単独 -
16 03 3206 北上市 両⽅ 420.7 86 31 31202 ⽶⼦市 団地 105.9
17 03 3209 ⼀関市 単独 88.4 87 32 32201 松江市 単独 83.2
18 03 3215 奥州市 両⽅ 157.9 88 32 32202 浜⽥市 単独 31.9
19 04 4202 ⽯巻市 団地 731.6 89 32 32203 出雲市 単独 -
20 04 4207 名取市 単独 45.3 90 33 33203 津⼭市 団地 206
21 04 4215 ⼤崎市 両⽅ 114.7 91 33 33204 ⽟野市 単独 35.9
22 05 5202 能代市 団地 157.9 92 33 33205 笠岡市 団地 591.1
23 05 5204 ⼤館市 団地 104.7 93 33 33208 総社市 単独 55.7
24 06 6201 ⼭形市 団地 159.5 94 34 34202 呉市 両⽅ 112.6
25 06 6202 ⽶沢市 両⽅ 288.5 95 34 34204 三原市 両⽅ 134.1
26 06 6203 鶴岡市 団地 142.3 96 34 34205 尾道市 両⽅ 169.9
27 06 6204 酒⽥市 両⽅ 365.9 97 34 34209 三次市 単独 66.1
28 07 7201 福島市 単独 - 98 34 34213 廿⽇市市 両⽅ 158.7
29 07 7202 会津若松市 両⽅ 116.8 99 35 35201 下関市 両⽅ 154.4
30 07 7205 ⽩河市 団地 269.9 100 35 35202 宇部市 両⽅ 108.3
31 07 7207 須賀川市 両⽅ 186.5 101 35 35203 ⼭⼝市 両⽅ 148.1
32 07 7210 ⼆本松市 団地 159.2 102 35 35206 防府市 両⽅ 270.6
33 07 7212 南相⾺市 単独 56.8 103 35 35207 下松市 両⽅ 172
34 07 7213 伊達市 団地 102.1 104 35 35208 岩国市 単独 36.2
35 08 8202 ⽇⽴市 単独 - 105 35 35210 光市 単独 6.6
36 08 8203 ⼟浦市 単独 - 106 35 35215 周南市 単独 -
37 08 8204 古河市 単独 - 107 35 35216 ⼭陽⼩野⽥市 団地 178.8
38 08 8207 結城市 単独 - 108 36 36201 徳島市 両⽅ 163.5
39 08 8208 ⿓ケ崎市 単独 - 109 36 36204 阿南市 両⽅ 408.9
40 08 8211 常総市 単独 - 110 37 37202 丸⻲市 両⽅ 250.2
41 08 8216 笠間市 単独 - 111 37 37203 坂出市 団地 565.1
42 08 8217 取⼿市 単独 - 112 38 38202 今治市 単独 65.9
43 08 8221 ひたちなか市 単独 - 113 38 38205 新居浜市 団地 135.4
44 09 9202 ⾜利市 両⽅ 284.6 114 38 38206 ⻄条市 両⽅ 812
45 09 9203 栃⽊市 単独 52.8 115 38 38213 四国中央市 両⽅ 131.7
46 09 9204 佐野市 両⽅ 367.4 116 40 40202 ⼤牟⽥市 両⽅ 169.5
47 09 9205 ⿅沼市 両⽅ 297.4 117 40 40205 飯塚市 団地 222.8
48 09 9206 ⽇光市 単独 - 118 40 40213 ⾏橋市 単独 -
49 09 9208 ⼩⼭市 両⽅ 489.8 119 40 40217 筑紫野市 単独 -
50 09 9209 真岡市 両⽅ 819.2 120 40 40228 朝倉市 単独 -
51 09 9210 ⼤⽥原市 両⽅ 478.6 121 41 41201 佐賀市 単独 -
52 09 9213 那須塩原市 両⽅ 243.6 122 41 41205 伊万⾥市 単独 -
53 10 10203 桐⽣市 単独 - 123 42 42202 佐世保市 単独 -
54 10 10204 伊勢崎市 両⽅ 470.4 124 43 43202 ⼋代市 単独 -
55 10 10205 太⽥市 両⽅ 509.6 125 43 43204 荒尾市 単独 -
56 10 10207 館林市 団地 163.8 126 43 43206 ⽟名市 単独 -
57 10 10208 渋川市 単独 44 127 43 43208 ⼭⿅市 単独 -
58 10 10209 藤岡市 単独 30.6 128 44 44203 中津市 単独 -
59 15 15202 ⻑岡市 単独 27.8 129 44 44205 佐伯市 単独 -
60 15 15204 三条市 単独 6.2 130 45 45202 都城市 単独 -
61 15 15205 柏崎市 単独 52.2 131 45 45203 延岡市 単独 -
62 15 15210 ⼗⽇町市 単独 - 132 45 45204 ⽇南市 単独 -
63 15 15213 燕市 単独 - 133 45 45206 ⽇向市 単独 -
64 15 15222 上越市 両⽅ 216.8 134 46 46215 薩摩川内市 単独 -
65 16 16202 ⾼岡市 単独 50.5
66 16 16211 射⽔市 団地 3431.7
67 17 17203 ⼩松市 両⽅ 142.5
68 17 17206 加賀市 単独 24.5
69 17 17210 ⽩⼭市 団地 296.3
70 18 18201 福井市 両⽅ 747.4
参考資料1-3. 対象都市⼀覧
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